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■法人税申告

帳票 備考

別表一　カラー応用用紙印刷 各事業年度の所得に係る申告書 -内国法人の分 次葉１枚

別表一　モノクロ応用用紙印刷 - 次葉１枚

別表一(次葉 ) - 次葉１枚

別表二 同族会社等の判定に関する明細書 別表２枚

別表三(一 ) 特定同族会社の留保金額に対する税額の計算に関する明細書

別表三(一 )付表 特定同族会社の留保金額から控除する留保控除額の計算に関する明細書

別表三(二 ) 土地の譲歩等に係る譲渡利益金額に対する税額の計算に関する明細書 別表20枚

別表三(三 ) 短期所有に係る土地の譲渡等に係る譲渡利益金額に対する税額の計算に関する明細書 別表20枚

別表三(四 ) 課税除外とされる短期所有に係る土地等（面積1,000平方メートル以上のもの）の譲渡に係る対価の額等に関する明細書 別表10枚

別表三(五 ) 課税除外とされる短期所有に係る土地(面積 1,000平方メートル未満のもの )の譲渡に係る対価の額等に関する明細書 別表20枚

付表 課税除外とされる土地等の譲渡が公募要件に該当する事実を証する明細書 別表20枚

別表四 所得の金額の計算に関する明細書 次葉３枚

別表五(一 ) 利益積立金額及び資本金等の額の計算に関する明細書
次葉４枚（利益）・次葉

１枚（資本）

別表五(一 ) 付表 種類資本金額の計算に関する明細書

別表五(二 ) 租税公課の納付状況等に関する明細書

別表六(一 ) 所得税額の控除に関する明細書

別表六(二 ) 内国法人の外国税額の控除に関する明細書 次葉２枚

別表六(二 )付表一 国外事業所等帰属所得に係る所得の金額の計算に関する明細書 別表60枚

別表六(二 )付表二
国外事業所等に帰せられるべき資本に対応する負債の利子の損金不算入額の計算及び銀行等の資本に係る負債の利子の損金
算入額の計算に関する明細書

別表60枚

別表六(二 )付表三 国外事業所等帰属資本相当額の計算に関する明細書 別表60枚

別表六(二の二 ) 当期の控除対象外国法人税額又は個別控除対象外国法人税額に関する明細書

別表六(三 ) 外国税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超過額の計算に関する明細書

別表六(三 )付表一 地方税の控除限度額の計算の特例に関する明細書 別紙明細有

別表六(四 ) 控除対象外国法人税額又は個別控除対象外国法人税額に関する明細書 別表20枚

別表六(四の二 )
外国子会社配当益金不算入の対象とならない剰余金の配当等の額のうち特定課税対象金額等を超える金額等に対応する控除
対象外国法人税額又は個別控除対象外国法人税額に関する明細書

別表４枚

別表六(五 ) 利子等に係る控除対象外国法人税額又は個別控除対象外国法人税額等に関する明細書 別表20枚

別表六(五の二 ) 分配時調整外国税相当額の控除に関する明細書

別表六(六 ) 法人税の額から控除される特別控除額に関する明細書

別表六(六 )付表 前期繰越分に係る当期税額控除可能額及び調整前法人税額超過構成額に関する明細書

別表六(七 ) 特定税額控除規定の適用可否の判定に関する明細書

別表六(九 ) 一般試験研究費に係る法人税額の特別控除に関する明細書

別表六(十 ) 中小企業者等の試験研究費に係る法人税額の特別控除に関する明細書

別表六(十一 ) 試験研究を行った場合の法人税額の特別控除における比較試験研究費の額及び平均売上金額の計算に関する明細書

別表六(十二 )
試験研究を行った場合の法人税額の特別控除における基準年度比売上金額減少割合及び基準年度試験研究費の額の計算に関
する明細書

別表六(十四 ) 特別試験研究費に係る法人税額の特別控除に関する明細書

別表六(十七 ) 高度省エネルギー増進設備等を取得した場合の法人税額の特別控除に関する明細書 別表15枚

別表六(十八 ) 中小企業者等が機械等を取得した場合の法人税額の特別控除に関する明細書 別表15枚

別表六(二十六 ) 特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の法人税額の特別控除に関する明細書 別表10枚

別表六(二十七 ) 中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の法人税額の特別控除に関する明細書 別表15枚

別表六(二十八 ) 国内新規雇用者に対する給与等支給額が増加した場合の法人税額の特別控除に関する明細書

別表六(二十九 ) 中小企業者等の給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除に関する明細書

別表六(三十一 ) 給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除に関する明細書

別表六(三十一 )付表一 給与等支給額及び比較教育訓練費の額の計算に関する明細書

別表六(三十三 ) 事業適応設備を取得した場合等の法人税額の特別控除に関する明細書 別表15枚

別表七(一 ) 欠損金又は災害損失金の損金算入に関する明細書

別表七(一 )付表五 認定事業適応法人の欠損金の損金算入の特例に関する明細書

別表八(一 ) 受取配当等の益金不算入に関する明細書 明細毎に次葉２枚

別表八(一 )付表一 支払利子等の額及び受取配当等の額に関する明細書 明細毎に次葉２枚

別表八(二 ) 外国子会社から受ける配当等の益金不算入等に関する明細書 別表４枚

別表十一(一 ) 個別評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入に関する明細書 別表20枚

別表十一(一の二 ) 一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入に関する明細書 次葉１枚

別表十一(二 ) 返品調整引当金の損金算入に関する明細書

別表十四(二 ) 寄附金の損金算入に関する明細書 明細毎に次葉１枚

別表十四(二 )付表 公益社団法人又は公益財団法人の寄附金の公益法人特別限度額の計算に関する明細書 別表10枚

別表十四(六 ) 完全支配関係がある法人の間の取引の損益の調整に関する明細書 別表20枚

別表十五 交際費等の損金算入に関する明細書 別表２枚

別表十六(一 ) 旧定額法又は定額法による減価償却資産の償却額の計算に関する明細書 別表60枚

別表十六(二 ) 旧定率法又は定率法による減価償却資産の償却額の計算に関する明細書 別表60枚

別表十六(四 ) 旧国外リース期間定額法若しくは旧リース期間定額法又はリース期間定額法による償却額の計算に関する明細書 別表60枚

別表十六(六 ) 繰延資産の償却額の計算に関する明細書 別表20枚

別表十六(七 ) 少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例に関する明細書 別表６枚

別表十六(八 ) 一括償却資産の損金算入に関する明細書

別表十六(九 ) 特別償却準備金の損金算入に関する明細書 別表34枚

別表十六(十 ) 資産に係る控除対象外消費税額等の損金算入に関する明細書

別表十七(四 ) 国外関連者に関する明細書 別表14枚

特別償却の付表 特別償却等の償却限度額の計算に関する付表 別表250枚

特別勘定の損金算入に関する明細書 災害損失特別勘定の損金算入に関する明細書 別表75枚

特別勘定の益金算入に関する明細書 災害損失特別勘定の益金算入に関する明細書 別表75枚

適用額明細書 事業年度分の適用額明細書 別表99枚

税務代理権限証書

税理士法第３３条の２第１項に規定
する添付書面(1/4）

税理士法第３３条の２第１項に規定
する添付書面(2/4）

税理士法第３３条の２第１項に規定
する添付書面(3/4）

税理士法第３３条の２第１項に規定
する添付書面(4/4）



■地方税申告

地方税基礎情報

地方税基礎情報

第六号様式 各事業年度分の道府県民税・事業税・特別法人事業税の申告書 道府県毎

第六号様式(入力用 ) - 道府県毎

第六号様式別表二の五 控除対象還付法人税額又は控除対象個別帰属還付税額の控除明細書 道府県毎

第六号様式別表四の三 均等割額の計算に関する明細書

第六号様式別表五 所得金額に関する計算書
第六号様式別表五の二 付加価値額及び資本金等の額の計算書
第六号様式別表五の二の二 付加価値額に関する計算書
第六号様式別表五の二の三 資本金等の額に関する計算書
第六号様式別表五の二の四 特定子会社の株式等に係る控除額に関する計算書 明細毎に次葉３枚

第六号様式別表五の三 報酬給与額に関する明細書 次葉35枚

第六号様式別表五の三の二 労働者派遣等に関する明細書 次葉21枚

第六号様式別表五の四 純支払利子に関する明細書 明細毎に次葉６枚

第六号様式別表五の五 純支払賃借料に関する明細書 明細毎に次葉11枚

第六号様式別表五の六 国内新規雇用者に対する給与等の支給額が増加した場合の付加価値額の控除に関する明細書
第六号様式別表五の六の三 給与等の支給額が増加した場合の付加価値額の控除に関する明細書
第六号様式別表九 欠損金額等の控除明細書
第六号様式別表九の二 認定事業適応法人の欠損金額等の控除の特例に関する明細書
第六号様式別表十四 基準法人所得割額及び基準法人収入割額に関する計算書 道府県毎

第七号の二様式（その１） 外国の法人税等の額の控除に関する明細書（その１） 別紙明細有

第七号の二様式（その２） 外国の法人税等の額の控除に関する明細書（その２） 別紙明細有

第七号の二様式別表一 控除余裕額又は控除限度額を超える外国税額の計算に関する明細書 別紙明細有

第七号の二様式別表二 控除限度額の計算に関する明細書 別紙明細有

第十号様式 課税標準の分割に関する明細書（事業税・都道府県民税） 別紙明細有

第二十号様式 各事業年度分の市町村民税の申告書 市町村毎

第二十号様式別表二の五 控除対象還付法人税額又は控除対象個別帰属還付税額の控除明細書 市町村毎

第二十号様式別表四の三 均等割額の計算に関する明細書 指定都市毎

第二十号の四様式 外国の法人税等の額の控除に関する明細書 別紙明細有

第二十号の四様式別表一 控除余裕額又は控除限度額を超える外国税額の計算に関する明細書
第二十号の四様式別表二 控除限度額の計算に関する明細書 別紙明細有

第二十二号の二様式 課税標準の分割に関する明細書（市町村民税） 別紙明細有

■予定申告

予定申告基礎情報
別表十九 法第七十一条第一項の規定による予定申告書 参考資料

第六号の三様式 各事業年度分の道府県民税・事業税・特別法人事業税の予定申告書 道府県毎

第六号様式別表四の三 均等割額の計算に関する明細書
第二十号の三様式 各事業年度分の市町村民税の予定申告書 市町村毎

第二十号様式別表四の三 均等割額の計算に関する明細書 指定都市毎
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■■別表一（カラー応用用紙　印刷）／ [ 別表一 ] メニュー 

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

1 2 3 4 5 6 7 8

事業年度

整理番号

売上金額

一 連 番 号

税

務

署

処

理

欄

(至)

年 月 日

1 0 0

百万兆 十億

日月年

区分庁 指 定確 認

※

申 告 区 分

中 間 中 間 修 正修 正
法
人
税

住友不動産新宿オークタワー

税

務
署 受

付

印
税務署長殿

東京都新宿区西新宿４－５－６

ＯＢＣ商事株式会社

ヤマグチ カズオ

電話
ＯＢＣショウジカブシキガイシャ

東京都新宿区西新宿６丁目８番１号

山口 和夫

令和 日19月5年5

( 3342 －188003 )

新宿

特 定同非区分

円

事業種目

添付書類

法人区分
普通法人(特定の医療法
人を除く｡)一般社団法
人等､みなし公益法人等
又は人格のない社団等

左記以外の公益法人
等、協同組合等又は
特 定 の 医 療 法 人

整理番号

整理番号

F B 0 6 1 2

4

3 13

14

5

事業年度分の法人税

日
日

年
月
月

申告書
年

の 計 算 期 間

確 定 申告書

確 定
令和
令和

有有

有 無

税理士法第33条
の 書 面 提 出 有
税理士法第30条

の2の書面提出有

外

外

外

こ

の

申
告

に
よ
る
還

付

金
額

0 0

20

18

17

21

19

16
5 0 1 0 2 5

十億 百万 千   円

22

(12)

(別表六(二)｢24｣)

(18)－(19)

25

27

(16)＋(17)

計

28

2 9 4 6 3 7 5

2 4 4 5 3 5 0

控

除

税

額

の

計

算

2 0 2 4 3 6 5 8 0

控 除 し た 金 額

所 得 税 の 額

2 9 4 6 3 7 5

外 国 税 額

(21)＋(22)＋(23)

計

23

24

26

4 8 8 0 3 4 2 0

(20)

中 間 納 付 額

(14)－(13)

0 0

8

9

10

12

13

14

1

15

控 除 税 額

7

6

(別表三(一)｢8｣)

課税土地譲渡利益金額

(別表三(一)｢4｣)

(74)＋(75)＋(76)

法 人 税 額 計

課 税 留 保 金 額

0 0

(52)＋(53)＋(54)

5

0 0

9 1 5 3 2
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十億 百万 千   円

2

3

4

(2)－(3)＋(4)＋(6)＋(8)

留

保

金

3 2 7 8 7 5 0

0 0 0

4 8 8 0 3 4 2 1
所得金額又は欠損金額

(別表四｢52の①｣)

0 0 03 6 8 2 5

1 1 3 2 2 2 9 6

1 2 3 3 6 5 8 7

2 9 4 6 3 7 5

5 7 1 7 8

3 4 3 5 4

2 2 6 4 4 5 9

に係る控除対象所得税額等相当額の控除額

法人税額の特別控除額
(別表六(六)｢5｣)

11

2 3 7 0 0 0

署 名

税 理 士

0 01 0 8 9 6

0 0

0 0 0
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課税標準法人税額
(29)＋(30)

地 方 法 人 税 額
(57)

31

32

34

35
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37

39

30

1 8 0 9 2 4

41

29

0

0

1 2 7 0 6 0 8

40

1 2 3 3 6

1 0 8 9 6

1 2 3 3 6 5 8 7

1 2 7 0 6 0 8

課 税 留 保 金 額 に
対 す る 法 人 税 額

(８)

(58)

所 得 地 方 法 人 税 額
(32)＋(33)＋(34)

外 国 税 額 の 控 除 額

差 引 地 方 法 人 税 額
(35)－(36)－(37)－(38)

(39)－(40)

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等
に係る控除対象所得税額等相当額の控除額 36

33

外

0 0 0

3 6 0 0 0 0 0

0 0

46

48

47

45こ

の

申

告

が

修

正

申

告

で

あ

る

場

合

計

(42)＋(43)

こ
の
申
告
前
の
この申告により納付
すべき地方法人税額

(73)

課税 留保金額に
対す る法人税額

(68)

剰 余 金 ・ 利 益 の 配 当
(剰 余金 の分配 )の 金額

所 得 の 金 額 に
対す る法人税額

(67)

(69)

44

(79)

中 間 納 付 額
(40)－(39)

42

43

5 1 05

す

る

金

融

機

関

等

本店 支店

組合

支所本所

出 張 所

漁協農協
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銀 行

・

・

・

・ 郵便局名等

－

※税務署処理欄

還
付
を
受
け
よ
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と

各
事
業
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所
得
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係
る
申
告
書
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国
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算
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告
1 2 3 4 5 6 7 8

事業年度

整理番号

売上金額

一 連 番 号

税

務

署

処

理

欄

(至)

年 月 日

1 0 0

百万兆 十億

日月年

区分庁 指 定確 認

※

申 告 区 分

法
人
税

中 間 期限後 修 正 中 間 期限後 修 正

住友不動産新宿オークタワー

税

務
署 受

付

印
税務署長殿

東京都新宿区西新宿４－５－６

ＯＢＣ商事株式会社

ヤマグチ カズオ

電話
ＯＢＣショウジカブシキガイシャ

東京都新宿区西新宿６丁目８番１号

山口 和夫

令和 日19月5年5

( 3342 －188003 )

新宿

事業種目
円

同非区分

電気機器の開発・販売

添付書類

法人区分

普通法人(特定の医療法
人を除く｡)一般社団法
人等､みなし公益法人等
又は人格のない社団等

左記以外の公益法人
等、協同組合等又は
特 定 の 医 療 法 人

整理番号

整理番号

F B 2 6 1 2

4

3 13

14

5

事業年度分の法人税

日
日

年
月
月

申告書
年

の 計 算 期 間

確 定 申告書

確 定
令和
令和 の2の書面提出有

税理士法第33条
の 書 面 提 出 有
税理士法第30条

有

有 有

無

こ

の

申
告

に
よ
る
還

付

金
額

0 0

20

18

17

21

19

16
5 0 1 0 2 5

十億 百万 千   円

22

(12)

(別表六(二)｢24｣)

(18)－(19)

25

27

(16)＋(17)

計

28

2 9 4 6 3 7 5

2 4 4 5 3 5 0

控

除

税

額

の

計

算

2 0 2 4 3 6 5 8 0

控 除 し た 金 額

所 得 税 の 額

2 9 4 6 3 7 5

外 国 税 額

(21)＋(22)＋(23)

計

23

外

24

外

26

外

4 8 8 0 3 4 2 0

(20)

中 間 納 付 額

(14)－(13)

0 0

8

9

10

12

13

14

1

15

控 除 税 額

7

6

(別表三(一)｢8｣)

課税土地譲渡利益金額

(別表三(一)｢4｣)

(74)＋(75)＋(76)

法 人 税 額 計

課 税 留 保 金 額

0 0

(52)＋(53)＋(54)

5

0 0

9 1 5 3 2

0 0

十億 百万 千   円

2

3

4

(2)－(3)＋(4)＋(6)＋(8)

留

保

金

3 2 7 8 7 5 0

0 0 0

4 8 8 0 3 4 2 1
所得金額又は欠損金額

(別表四｢52の①｣)

0 0 03 6 8 2 5

1 1 3 2 2 2 9 6

1 2 3 3 6 5 8 7

2 9 4 6 3 7 5

5 7 1 7 8

3 4 3 5 4

2 2 6 4 4 5 9

に係る控除対象所得税額等相当額の控除額

法人税額の特別控除額
(別表六(六)｢5｣)

11

2 3 7 0 0 0

署 名

税 理 士

0 01 0 8 9 6

0 0

0 0 0

0 0

課税標準法人税額
(29)＋(30)

地 方 法 人 税 額
(57)

31
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34

35

38

37

39

30

1 8 0 9 2 4

41

29

0

0

1 2 7 0 6 0 8

40

1 2 3 3 6

1 0 8 9 6

1 2 3 3 6 5 8 7

1 2 7 0 6 0 8

課 税 留 保 金 額 に
対 す る 法 人 税 額

(８)

(58)

所 得 地 方 法 人 税 額
(32)＋(33)＋(34)

外 国 税 額 の 控 除 額

差 引 地 方 法 人 税 額
(35)－(36)－(37)－(38)

(39)－(40)

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等
に係る控除対象所得税額等相当額の控除額 36

33

0 0 0

3 6 0 0 0 0 0

0 0

46

48

47

45こ

の

申

告

が

修

正

申

告

で

あ

る

場

合

計

(42)＋(43)

こ
の
申
告
前
の
この申告により納付
すべき地方法人税額

(73)

課税 留保金額に
対す る法人税額

(68)

剰 余 金 ・ 利 益 の 配 当
(剰 余金 の分配 )の 金額

所 得 の 金 額 に
対す る法人税額

(67)

(69)

44

外

(79)

中 間 納 付 額
(40)－(39)

42

43

5 1 05

す

る

金

融

機

関

等

本店 支店

組合

支所本所

出 張 所

漁協農協

金庫

銀 行

・

・

・

・ 郵便局名等

－

※税務署処理欄

還
付
を
受
け
よ
う
と

各
事
業
年
度
の
所
得
に
係
る
申
告
書

別
表
一

内
国
法
人
の
分…

…

こ

の

申

告

書

に

よ

る

法

人

税

額

の

計

算

こ

の

申

告

書

に

よ

る

地

方

法

人

税

額

の

計

算

■■別表一（モノクロ応用用紙　印刷）／ [ 別表一 ] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

■■別表一 ( 次葉 ) ／［別表一］メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

法人名事 業

年度等

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

000

000

00048,803,000

0

49

50

51

52

53

54
そ の 他 の 所 得 金 額

(１)－(49)－(50)

((1)と800万円× のうち少ない金額)又は
12
12

(別表一付表「５」)

(１)－10億円× 12
12

11,322,296

0

法 人 税 額 の 計 算

％ 相 当 額(50) 22の

(49)の ％ 相 当 額15 ％又は 19

(51)の ％ 相 当 額19％又は

12,336,000
55

56

57

58
000

所得の金額に対する法人税額
(29)

課税留保金額に対する法人税額
(30) 0

1,270,608
(55) ％ 相 当 額10.3の

地 方 法 人 税 額 の 計 算

(56) の 10.3 ％ 相 当 額

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

法

人

税

額

の

計

算

こ

の

申

告

前

の

こ

の

申

告

前

の

地

方

法

人

税

額

の

計

算

こ

の

申

告

前

の

00

000

所 得 の 金 額 に 対 す る
法 人 税 額

課税留保金額に対する
法 人 税 額

課 税 標 準 法 人 税 額
(67) ＋ (68)

欠損金の繰戻しによる
還 付 金 額

欠 損 金 又 は 災 害 損 失
金 等 の 当 期 控 除 額

翌 期 へ 繰 り 越 す 欠 損
金 又 は 災 害 損 失 金

所得金額又は欠損金額

課税土地譲渡利益金額

課 税 留 保 金 額

法 人 税 額

還 付 金 額

この申告により納付すべき法人
税額又は減少する還付請求税額

確 定 地 方 法 人 税 額

還 付 金 額

外

00

外

こ の 申 告 に よ り 納 付

＋(72))又は(((71)－(44))＋((72)

((41)－(70))若しくは((41)＋(71)

す べ き 地 方 法 人 税 額

－(44の外書)))

こ の 申 告 が 修 正 申 告 で あ る 場 合 の 計 算

土 地 譲 渡 税 額 の 内 訳

土 地 譲 渡 税 額
(別表三(二)｢27｣)

同 上
(別表三(二の二)｢28｣)

74

75

土 地 譲 渡 税 額
(別表三(三)｢23｣)

76

0

403,750

2,875,000

地 方 法 人 税 額 に 係 る 外 国 税 額 の 控 除 額 の 計 算

外 国 税 額
(別表六(二)｢57｣)

控 除 し た 金 額
(38)

77

78
(77)－(78)

控 除 し き れ な か っ た 金 額
79

180,924

180,924

別
表
一
次
葉

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
等
分
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■■別表二／ [ 別表二 ] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

同族会社等の判定に関する明細書

10
同 族 会 社 の 判 定 割 合

9
社 員 の 数 に よ る 判 定

8

7期 末 現 在 の 社 員 の 総 数

6
議 決 権 の 数 に よ る 判 定

5
(20)と(22)の上位３順位の

4期末現在の議決権の総数

株 式 数 等 に よ る 判 定

2

3

1

議 決 権 の 数

株 式 数 又 は 出 資 の 金 額

(19)と(21)の上位３順位の

式の総数又は出資の総額
期 末 現 在 の 発 行 済 株同

族

会

社

の

判

定

％

％

％

株

株内

内

0.017

16
社 員 の 数 に よ る 判 定

15

14
議 決 権 の 数 に よ る 判 定

特定同族会社の判定割合

13

12

11

株 式 数 等 に よ る 判 定

出 資 の 金 額

特

定

同

族

会

社

の

判

定

％

％

％

18判 定 結 果

株

特 定 同 族 会 社

同 族 会 社

非 同 族 会 社

順位

株式
数等

議決
権数

判定基準となる株主(社員)及び同族関係者

住所又は所在地 氏名又は法人名

株 式 数 又 は 出 資 の 金 額 等
被 支 配 会 社 で な い

議決権の数

その他の株主等

議決権の数

19 20 21 22
出資の金額

法 人 株 主 等

出資の金額
株式数又は株式数又は

判 定 基 準 と な る 株 主 等 の 株 式 数 等 の 明 細

4-5-6
東京都新宿区西新宿

山田 一郎
1

株

240,000

株
本  人

妻
20,000

花子

長 男
20,000

次郎

次 男
12,000

三郎

神奈川県相模原市
相武台1-1-12 200,000

鈴木 太郎

東京都中野区
西中野2-2-23 120,000

佐藤 一男

別
表
二

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分
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■■別表三 ( 一 ) ／ [ 別表三 ( 一 )] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

■■別表三 ( 一 ) 付表／ [ 別表三 ( 一 ) 付表 ] メニュー 

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

特定同族会社の留保金額に対する税額の計算に
関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

12

11

当

期

留

保

金

額

の

計

算

10

9

19

68,455,210

9,538,661

留 保 所 得 金 額
(別表四｢52の②｣)

(前期の(11))

(マイナスの場合は0)

当 期 留 保 金 額

79,273,730

円

(19)－(20)
課 税 留 保 金 額

21

29,338,000

13

14

15

20

1,279,859

10,818,520

39,116,389

留 保 控 除 額
(別表三(一)付表一「33」)

住 民 税 額
(28)

(別表十七(三の六)「1」)

法 人 税 額 等 の 合 計 額

(12)＋(13)－(14)
(マイナスの場合は0)

16

17

18

(別表三(一)付表一「19」)

通 算 法 人 の 留 保 金 加 算 額
(別表三(一)付表二｢5｣)

通 算 法 人 の 留 保 金 控 除 額
(別表三(一)付表二｢10｣)

円

12,306,341

22

中小企業者等以外の法人

｢9の⑱｣までの合計＋｢9の 26

｣までの合計)28

住

民

税

額

の

計

算

の

基

礎

と

な

る

法

人

税

額

23

((22)又は(23))×10.4％
住 民 税 額

24

1,279,859

特

定

寄

附

金

を

支

出

し

た

場

合

25

調整地方税額に係る控除額

(マイナスの場合は0)

26

27

1,279,859

28
(24)－(27)

住 民 税 額

住

民

税

額

の

計

算

中 小 企 業 者 等

の⑭｣までの合計＋｢9の⑯｣

から｢9の ｣までの合計)28

円

29,338,000

円

29,338,000

4

2,933,800

留 保 金 額 に 対 す る 税 額 の 計 算

課 税 留 保 金 額 税 額

2,933,800

000

000

5

7

6

8

3

2

1

年 3 , 0 0 0 万円 相 当 額 以 下の 金 額
12
12

(21)－(1)－(2)
年 １ 億 円 相 当 額 を 超 え る 金 額

(1)＋(2)＋(3)
計 (21)

(5)＋(6)＋(7)
計

の 1 0 ％ 相 当 額(1)

(2) の 1 5 ％ 相 当 額

(3) の 2 0 ％ 相 当 額

12
12

課 税 留 保 金 額 の 計 算

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

別
表
三

特定同族会社の留保金額から控除する留保控除
額の計算に関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

円

21

23

所

得

基

準

額

の

計

算

22

20海外新鉱床探鉱費の特別控除額
新 鉱 床 探 鉱 費 又 は

(別表十(三)｢43｣)

(別表十(四)｢20｣)

(別表十(四)｢21｣又は｢23｣)

留 保 控 除 額
33

32

31

(31)×40％
所 得 基 準 額

所 得 等 の 金 額

29

28

25

30

(別表十七(二の三)｢10｣)
超 過 利 子 額 の 損 金 算 入 額

(別表十(七)｢22｣)

24

(別表十七(三の二)｢28｣)＋(別表十七

課税対象金額等の益金算入額

(別表八(三)｢13｣の合計額)

19

(別表十(六)｢13｣＋｢14｣)

(別表十(六)｢11｣)

27

26

通算法人の所得基準額加算額
(別表三(一)付表二｢13｣)

通算法人の所得基準額控除額
(別表三(一)付表二｢17｣)

17

18同 上 の 2 5 ％ 相 当 額

6

5

4

3

2

1

7

積

立

金

基

準

額

の

計

算

期末資本金の額又は出資金の額

期 首 利 益 積 立 金 額

適 格 合 併 等 に よ り
増 加 し た 利 益 積 立 金 額

減 少 し た 利 益 積 立 金 額
適格分割型分割等により

(3)＋(4)－(5)
期 末 利 益 積 立 金 額

(2)－(6)
積 立 金 基 準 額

期

中

増

減

定 額 基 準 額

2,000万円×
12
12 8

9

10

11

12

13

所 得 金 額
(別表四｢52の①｣)

非適格合併による移転資産等の
譲 渡 利 益 額 又 は 譲 渡 損 失 額

(別表四「38」)

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

の 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額
外国子会社等から受ける剰余金

(別表四｢16｣)
受 贈 益 の 益 金 不 算 入 額

14
中間納付額に係る還付金を除く｡)
法人税額の還付金等(過誤納及び

(別表四｢19｣及び益金不算入附帯税
( 利 子 税 を 除 く ｡ ) の 受 取 額 )

所

得

基

準

額

の

計

算

円

15

(別表四｢37｣)

16

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

別
表
三

付
表
一
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■■別表三 ( 二 ) ／ [ 土地譲渡関連 ]-[ 別表三 ( 二 )] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

土地の譲渡等に係る譲渡利益金額に対する税額
の計算に関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

4

5

10

11

12

13

14

15

16

17

19

20

21

22

23

24

25

26

27

18

2

時 価 評 価 損

所 在 地

譲 渡 等 に 係 る 資 産 の 取 得 年 月 日

負

債

利

子

土 地 の 譲 渡 等 の 該 当 規 定

9

8

7

6

3

面 積

1

土 地 の 譲 渡 等 に よ る 収 益 の 額

譲 渡 等 の 年 月 日

時 価 評 価 益

実 績 に よ る 負 債 利 子

10年前の事業年度又は連結事業年度開始の日の前日までの
保有期間に係る負債利子 (28の④)×６％

10年前の事業年度又は連結事業年度開始の日の前日までの
保有期間に係る販売費及び一般管理費 (28の④)×４％

圧 縮 額 等 の 損 金 算 入 額

特 別 勘 定 等 の 益 金 算 入 額

課 税 土 地 譲 渡 利 益 金 額 の 合 計 額

○○県 ×××市

平成  30 ・   9 ・  10

45,000,000
円

250.00
平方メートル

403,750

8,075,000

8,075,000

15,925,000

6,370,000

6,370,000

9,555,000

9,555,000

21,000,000

8,075,000

8,075,000

8,075,000

0

  4 ・   5 ・   2令和

         ・     ・      

円

平方メートル

    ・     ・

上
記
以
外
の
保
有
期
間
内
の
日
を
含
む
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度

円円

区

分

保 有 期 間

②

28

① ③ ④

② × ③

12

② × ③当期の保有

② ③

区

分 ④①

29
円 円

12

30 12

31 12

32 12

12,250,00033 21,000,000
7
12

21,000,00034 21,000,000
12
12

21,000,00035 21,000,000
12
12

21,000,00036 21,000,000
12
12

21,000,00037 21,000,000
12
12

21,000,00038 21,000,000
12
12

21,000,00039 21,000,000
12
12

21,000,00021,000,000
12
1240

159,250,00041 計

円 円

保有 期間 ② × ③

③ ④②①

12

② × ③当期の保有

② ③ ④①
円 円

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

計

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
三
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■■別表三 ( 三 ) ／ [ 土地譲渡関連 ]-[ 別表三 ( 三 )] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

短期所有に係る土地の譲渡等に係る譲渡利益金
額に対する税額の計算に関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

負
債
利
子

4

5

2

9

8

7

6

3

1

23

21

20

19

18

17

16

14

13

11

10

12

時 価 評 価 損

時 価 評 価 益

譲 渡 等 の 年 月 日

所 在 地

譲渡等に係る資産の取得年月日

土 地 の 譲 渡 等 の 該 当 規 定
譲

渡

資

産

等

の

明

細

22

土 地 の 譲 渡 等 に よ る 収 益 の 額

面 積等である場合

同上の資産が土地

土 地 譲 渡 利 益 金 額

圧 縮 額 等 の 損 金 算 入 額

差 引 土 地 譲 渡 利 益 金 額

特 別 勘 定 等 の 益 金 算 入 額

課 税 土 地 譲 渡 利 益 金 額

課 税 土 地 譲 渡 利 益 金 額 の 合 計 額

平 成 ８ 年 １ 月 １ 日 前 の 課 税
土 地 譲 渡 利 益 金 額 の 合 計 額

平成８年１月１日以後の課税
土 地 譲 渡 利 益 金 額 の 合 計 額

土 地 譲 渡 税 額

法 定 の 負 債 利 子

実 績 に よ る 負 債 利 子

法定の販売費及び一般管理費

直接又は間接に要した経費の額

15

実 績 に よ る 販 売 費
及 び 一 般 管 理 費

85,000,000
円

850.00
平方メートル

7,500,000

11,250,000

37,500,000

18,750,000

28,750,000

28,750,000

28,750,000

0

28,750,000

28,750,000

○○県 ×××市

2,875,000

措法第63条第２項第１号該当

 4 ・  6 ・ 10令和

 4 ・  7 ・  3令和

円

平方メートル

措法第63条第２項第１号該当

   ・    ・

   ・    ・

円

平方メートル

措法第63条第２項第１号該当

   ・    ・

   ・    ・

譲渡資産等の帳簿価額の累計額の計算

②×③

当期の
保 有

月 数
期間の

期 末 又 は

帳 簿 価 額

譲渡直前の

③ ④②

区

分
①

事業年
度又は

業年度
連結事

円
24

12

円

25
12

26 37,500,000
12

12 37,500,000

27 37,500,000

12

12 37,500,000

28 37,500,000

12

12 37,500,000

29 37,500,000

12

12 37,500,000

37,500,000
12

12
30 37,500,000

31 合 計 187,500,000

②×③

当期の

月 数
期間の
保 有

期 末 又 は

帳 簿 価 額

譲渡直前の

事業年
度又は
連結事
業年度

③ ④②①

円円

12

12

12

12

12

12

12

合 計

②×③

当期の
保 有
期間の
月 数

期 末 又 は

帳 簿 価 額

譲渡直前の

事業年

連結事
業年度

度又は

③②① ④

円円

12

12

12

12

12

12

12

合 計

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
三
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法

人

税

申

告

■■別表三 ( 四 ) ／ [ 土地譲渡関連 ]-[ 別表三 ( 四 )] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

■■別表三 ( 五 ) ／ [ 土地譲渡関連 ]-[ 別表三 ( 五 )] メニュー 

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

価の額等に関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
( )

ＯＢＣ商事株式会社

土 地 等 の 譲 渡 に 係 る 対 価 の 額 等 の 明 細

予定対価の額

価 額

又 は 譲 渡 予 定

確認、申出）

譲渡対価の額面 積

譲渡年月日

取得年月日

所 在 地

1,400.00 210,000,000 210,000,000
３ 号

円 円平方メートル

許可

号

号

号

号

号

号

号

号

号

号

号

号

号

号

号

号

号

号

号

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
三

対価の額等に関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

譲

渡

資

産

等

の

明

細

土 地 の 譲 渡 の 内 容

土 地 の 取 得 年 月 日

土 地 の 所 在 地

土 地 の 面 積

土 地 の 譲 渡 年 月 日

土 地 の 譲 渡 対 価 の 額

参

考

に

し

た

土

地

の

価

格

公
示
価
格
又

は
標
準
価
格

取 引 年 月 日

土 地 の 所 在 地

土 地 の 種 類

近

傍

類

地

の

売

買

事

例

土 地 の 面 積

譲 渡 価 格 が 適

正 で あ る こ と

の 説 明

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

１平方メートル当たり譲

○○県 ×××市

××県 ○△市

340,000,000

1,620,000

210.00

イ
ロ
イ
ロ

円

円

平方メートル

1,619,047

平方メートル

円

令和  4 ･  12 ･  15

        ･     ･    

平成 24 ･  11 ･   1

×××××××
××××××××
××××××
×××××××××
××××××××××
×××××××

イ
ロ
イ
ロ

平方メートル

円

円

平方メートル

円

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

イ
ロ
イ
ロ

平方メートル

円

円

平方メートル

円

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

備 考

別
表
三

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分
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法

人

税

申

告

■■付表／ [ 土地譲渡関連 ]-[ 付表 ] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

する事実を証する明細書
法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

譲

渡

資

産

等

の

明

細

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

土 地 の 譲 渡 等 の 内 容

土 地 等 の 所 在 地

一 団 の 宅 地 の 面 積

土 地 等 の 種 類

一部の土地等につき公募をしな

応 募 者 の 範 囲

公 募 を 実 施 し た 地 域

公 募 年 月 日 又 は 期 間

売 出 期 間

公 募 の 方 法

｢5｣のうち当期において公募をし

公

募

要

件

に

該

当

す

る

事

実

等

備 考

新 聞 広 告

○○県 ×××市

423,000,000.00

○○県内全域

号該当措置法第63条第３項第

平方メートル

土 地

～

～

××××××××
××××××
×××××××

15,000,000.00

外 件

28,000,000.00

外 件

28,000,000.00

外 件

外 件

措置法第63条第３項第 号該当

平方メートル

～

～

外 件

外 件

外 件

外 件

付
表
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法

人

税

申

告

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

所得の金額の計算に関する明細書

1 円 円円

2

4

5

6

7

8

加

算

11

次 葉 合 計 10

3

9

減

算

12

19

18

17

16

15

14

13

22

次 葉 合 計 21

20

23(1)＋(11)－(22)

52

△ △

46

35

33

32

29

28

30

34

36 △ △

38

39

△

45

△44

△ △

47

49

48

26

25

24

51

△

△

△

△

△△

((23)から(25)までの計)

△ △

37

31

27

50

(39)＋(40)±(41)＋(42)

40

41

42

43

△ △

別
表
四

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

■■別表四／ [ 別表四 ] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

利益積立金額及び資本金等の額の計算に
関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

期 首 現 在

利 益 積 立 金 額区 分

①

増

②

利 益 準 備 金

減

当 期 の 増 減

円円 円円

差 引 翌 期 首 現 在
利 益 積 立 金 額

①－②＋③

③ ④

2

1

別 途 積 立 金

Ⅰ 利 益 積 立 金 額 の 計 算 に 関 す る 明 細 書

未

納

法

人

税

等 (均等割額を含む｡)

(均等割額を含む｡)

未 納 市 町 村 民 税

未 納 道 府 県 民 税

(

退
職
年
金
等
積
立
金
に
対
す
る
も
の
を
除
く
。)

差 引 合 計 額

繰 越 損 益 金 ( 損 は 赤 )

納 税 充 当 金

25

26

27

29

30

31

△
△

△

△

△

△△

△ △ △

△
△

△
△△

(附帯税を除く｡)

28
未払通算税効果額

減価償却償却超過額 3

繰延消費税等超過額 4

貸  倒  引  当  金 5

特別償却準備金 6

貸倒引当金超過認容 7

一括償却資産超過額 8

仮払交際費 9

退職給与引当金 10

繰延税金資産 11

12

13

返品調整引当金 14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

円円円円

34

35

資 本 準 備 金

資 本 金 又 は 出 資 金

33

32

減 増

差 引 合 計 額

当 期 の 増 減

資 本 金 等 の 額

期 首 現 在

区 分

差 引 翌 期 首 現 在
資 本 金 等 の 額

①－②＋③

① ② ③ ④

36

Ⅱ 資 本 金 等 の 額 の 計 算 に 関 す る 明 細 書

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

別
表
五

■■別表五 ( 一 ) ／ [ 別表五 ( 一 )] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

■■別表五 ( 一 ) 付表／ [ 別表五 ( 一 ) 付表 ] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

種類資本金額の計算に関する明細書
法人名

事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

期 首 現 在
種類資本金額

① ②

当 期 の 増 減

減 増

③ ④

差 引 翌 期 首 現 在

種 類 資 本 金 額

①－②＋③株 式 の 種 類

普通株

円

30,000,000

円

30,000,000

円円

1

配当優先株

15,000,000 15,000,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

差 引 合 計 額

45,000,000 45,000,000

11

備考

別
表
五

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分
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法

人

税

申

告

租税公課の納付状況等に関する明細書
法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

税 目 及 び 事 業 年 度

期 首 現 在
未 納 税 額

①

当期発生税額

②

当 期 中 の 納 付 税 額

充 当 金 取 崩 し
に よ る 納 付

③

仮 払 経 理 に
よ る 納 付

④

損 金 経 理 に
よ る 納 付

⑤ ⑥

期 末 現 在
未 納 税 額
①＋②－③－④－⑤

1

2

3

4

5

当
期
分

令和 3 ・  4 ・  1
令和 4 ・  3 ・ 31

計

中 間

確 定

令和 2 ・  4 ・  1
令和 3 ・  3 ・ 31法

人
税
及
び
地
方
法
人
税

4,871,000

706,800

4,871,000 0

706,800 0

6,807,400

3,884,4005,128,800

03,177,600

5,577,800

257,800

10,242,800

6,807,400

6,807,400

3,435,400

道

府

県

民

税

6

7

8

9

当
期
分

10計

中 間

確 定

令和 2 ・  4 ・  1
令和 3 ・  3 ・ 31
令和 3 ・  4 ・  1
令和 4 ・  3 ・ 31

801,600

107,200

801,600 0

107,200 0

1,344,800107,200801,6001,344,800908,800

1,344,8001,344,800

市

町

村

民

税

当
期
分

11

12

13

14

15計

中 間

確 定

令和 2 ・  4 ・  1
令和 3 ・  3 ・ 31
令和 3 ・  4 ・  1
令和 4 ・  3 ・ 31

652,000

98,000

652,000 0

98,000 0

1,260,300

98,000652,0001,260,300750,000

1,260,300

1,260,300

2,285,600 2,069,600 216,000 0

216,000 216,000 0

02,069,6002,069,600事

業

税

及

び

18

17

16

19計

当 期 中 間 分

令和 2 ・  4 ・  1
令和 3 ・  3 ・ 31
令和 3 ・  4 ・  1
令和 4 ・  3 ・ 31

特
別
法
人
事
業
税

3,772,600 3,772,600 0

01,723,6001,723,600

014,80014,800

24,600 24,600 0

0146,000146,000

そ

の

他

22

21

20

23

損
金
算
入
の
も
の

利 子 税

延 滞 金
(延納に係るもの)

加算税及び加算金

延 滞 税

損

金

不

算

入

の

も

の

24

25

26

27

28

29

過 怠 税

消費税及びその他

固定資産税

延 滞 金
(延納 分を除く ｡ )

繰

入

額

取
崩
額

期 首 納 税 充 当 金

損金経理をした納税充当金

30

31

32

33

34

35

計
(31) ＋ (32)

法 人 税 額 等

事業税及び特別法人事業税
(19の③)

36

37

38

39

40

41

損 金 算 入 の も の

損 金 不 算 入 の も の

そ

の

他

取

崩

額 計

期 末 納 税 充 当 金
(30) ＋ (33) － (40)

仮 払 税 金 消 却

事 業 年 度

期 首 現 在
未 決 済 額

①

当 期 発 生 額

②

当 期 中 の 決 済 額
支 払 額 受 取 額

③ ④

期 末 現 在
未 決 済 額

⑤

・ ・
・ ・
・ ・
・ ・

当 期 分

計

42

43

44

45

円 円 円 円

中間
円

確定

別
表
五

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

■■別表五 ( 二 ) ／ [ 別表五 ( 二 )] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

所得税額の控除に関する明細書
法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

区 分

計

そ の 他

割 引 債 の 償 還 差 益

1

2

3

4

5

6

① ③②

に つ い て 課 さ れ る

所 得 税 額
① のうち控除を受ける

所 得 税 額
②

円

2,724,800

円

417,303

円

417,303

83,722410,000

収 入 金 額

3,134,800 501,025501,025

83,722

銘 柄 計 算 期 間

配 当 等 の
所 得 税 額収 入 金 額

の う ち 元 本(9)

所 有 期 間

控 除 を 受 け る

所 得 税 額

(8) × (11)

8 10 11 127

所 有 期 間 割 合

9

××社社債(割引債)
円

410,000
円

83,722
月

12
月

12
円

83,7221.000

余金の分配及び金銭の分配（みなし配当等を除く。 ）、集団投資信託（合同運用信託、公社債投資信託及び公社債等運用投資

個

別

法

に

よ

る

場

合

銘

柄

別

簡

便

法

に

よ

る

場

合

銘 柄

13 14 16 17 191815

配 当 等 の

計 算 期 首 の

所有元本数等

(15)－(16)

場合は０

2又は12
控除を受ける

所 得 税 額

(14) × (18)

所 得 税 額収 入 金 額

配 当 等 の

計 算 期 末 の

所有元本数等

(15)

円円 円

支 払 者 の 氏 名 又 は 法 人 名 支 払 者 の 住 所 又 は 所 在 地
年 月 日

支 払 を 受 け た 所 得 税 額

控 除 を 受 け る

20 21

収 入 金 額
参 考

       ・  ・  
円 円

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

計

そ の 他 に 係 る 控 除 を 受 け る 所 得 税 額 の 明 細

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

■■別表六 ( 一 ) ／ [ 別表六 ( 一 )] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

内国法人の外国税額の控除に関する明細書
法人名事 業

年度等

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

当 期 の 控 除 対 象 外 国 法 人 税 額

(1)
48

法 人 税 の 控 除 限 度 額

(18)
49

差 引 控 除 対 象 外 国 法 人 税 額

(48)－(49)
50

3,831,972

円

5,542,722

1,710,750

51

52

課 税 標 準 法 人 税 額

(別表一｢2｣－｢3｣)

地 方 法 人 税 額

(マイナスの場合は０) 932,871

9,057,000

53
180,924

((50)と(53)のうち少ない金額)

地 方 法 人 税 控 除 限 度 額

(52)×
(10)

(17)

(通算法人の場合は別表六(二)付表五｢43｣)

54
180,924

円

外 国 税 額 の 控 除 額

(55)＋(56)

(別表六(二)付表六｢13の計｣)

55

56

57

180,924

180,924

( 5 4 ) 又 は 当 初 申 告 税 額 控 除 額

Ⅱ 地 方 法 人 税 に 係 る 外 国 税 額 の 控 除 に 関 す る 明 細 書

加

算

26

0

交際費等の損金不算入額

5,722,782

小 計

貸 倒 引 当 金 の 戻 入 額

36

28

27

5,722,782

29

30

31

32

33

34

35

47

25

7,122,782 0

円

1,400,000

計

(25)＋(36)－(46)

減

算

37

00
小 計 46

38

39

40

41

42

43

44

45

貸 倒 引 当 金 の 繰 入 額

円その他の国外源泉所得に係る

当期利益又は当期欠損の額

当

期

の

そ

の

他

の

国

外

源

泉

所

得

に

係

る

所

得

の

金

額

の

計

算

区 分
国外所得対応分

① ②

当

期

の

法

人

税

の

控

除

限

度

額

の

計

算

3

4

5

6

7

8

48,803,421

当

期

の

所

得

金

額

97,606,841

48,803,420

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額

(別表四｢52の①｣)

被合併法人等の最終の事業
年度の欠損金の損金算入額

(別表九(二)｢6｣)

繰 越 欠 損 金 又 は 災 害
損 失 金 の 当 期 控 除 額

(別表七(一)｢4の計｣)

組 合 等 損 失 超 過 合 計 額
の 損 金 算 入 額

(別表九(二)｢9｣)
計

(マイナスの場合は０)

9

10

(別表十(四)｢20｣)

(別表十(四)｢21｣又は｢23｣)

87,846,156
(10)×90％ 16

15

7,122,782

当

期

の

調

整

国

外

所

得

金

額
18,930,288

調 整 国 外 所 得 金 額

(47の①)

11

12

13

11,807,506

18,930,288

0

18,930,288

(別表六(二)付表一「25」)

(11)＋(12)

(マイナスの場合は０)

(13)－(14)

(マイナスの場合は０)

非 課 税 国 外 所 得 の 金 額

(マイナスの場合は０)
14

17

2

1,710,750

8,820,837

当 期 の 法 人 税 額
((別表一｢2｣-｢3｣)－別表六(五の二)

(マイナスの場合は０)
｢ 5の③｣－別表十七(三の六) ｢ 1 ｣ )

法 人 税 の 控 除 限 度 額

(10)
(17)(2)×

(通算法人の場合は別表六(二)付表五｢35｣)

18

1
当 期 の 控 除 対 象 外 国 法 人 税 額

（別表六(二の二)｢21｣）

円

5,542,722

当
期
に
控
除
で
き
る
金
額
の
計
算 24

19 1,710,750

734,600

2,445,350
当 期 に 控 除 で き る 金 額

(22)＋(23)

((1)と(18)のうち少ない金額)

(別表六(三)｢30の②｣)

(別表六(三)｢34の②｣)

2,445,350

20

21

22

23
(別表六(二)付表六｢6の計｣)

Ⅰ 法 人 税 に 係 る 外 国 税 額 の 控 除 に 関 す る 明 細 書

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
等
分

別
表
六

■■別表六 ( 二 ) ／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 二 )] メニュー  
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

■■別表六 ( 二 ) 付表一／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 二 ) 付表一 ] メニュー 

■■別表六 ( 二 ) 付表二／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 二 ) 付表二 ] メニュー 

■■別表六 ( 二 ) 付表三／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 二 ) 付表三 ] メニュー 

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

に関する明細書
国外事業所等帰属所得に係る所得の金額の計算

法人名
事業年度

又は連結

事業年度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

加

算

7

0

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額
980,200

680,000

450,306

小 計

貸 倒 引 当 金 の 戻 入 額

15

9

8

7,175,006

11

12

13

14

10

0 0

5,064,500

国外事業所等に帰せられるべき資本に

(別表六(二)付表二｢16｣)
対 応 す る 負 債 の 利 子 の 損 金 不 算 入 額

納 付 し た 控 除 対 象 外 国 法 人 税 額 又 は

個 別 控 除 対 象 外 国 法 人 税 額

24

5

11,807,506 0

円

5,000,000

仮 計

(5)＋(15)－(23)

減

算

16
367,500

0367,500
小 計 23

19

20

21

22

貸 倒 引 当 金 の 繰 入 額

17

18

0 0

銀行等の資本に係る負債の利子の損金算入額

(別表六(二)付表二｢20｣)

保 険 会 社 の 投 資 資 産 超 過 額 に 係 る

(別表六(二)付表四｢29｣)
投 資 収 益 の 益 金 不 算 入 額

円国 外 事 業 所 等 帰 属 所 得 に 係 る

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額

6(5)のうち内部取引に係る利益又は損失の額

00

円 円

区 分
国外所得対応分

① ②

国外所得対応分

③ ④

1

2

3

4 製造業

中華人民共和国

中国支店国

外

事

業

所

等

の

名

称

等

名 称

国 名 又 は 地 域 名

所 在 地

主 た る 事 業

中国北京市東城区東四東四四条20号

25

0
26

国 外 事 業 所 等 帰 属 所 得 に 係 る 所 得 の 金 額

(24の①)＋(24の③)

(2 5 ) の う ち 非 課 税 所 得 の 金 額

(24の②)＋(24の④)

11,807,506

円

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
六

付
表
一

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

国

外

事

業

所

等

の

名

称

等

負

債

の

利

子

の

額

名 称

国 名 又 は 地 域 名

円

所 在 地

主 た る 事 業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

中国支店

中華人民共和国

製造業

5,064,500

530,000

5,064,500

国外事業所等を通じて行う
事業に係る負債の利子の額

(5)のうち銀行等の資本に係る

負 債 の 利 子 の 損 金 算 入 額

(20)

( 5 )のうち本店配賦経費に
含 ま れ る 負 債 の 利 子 の 額

計
(5)－(8)

国

外

事

業

所

等

に

係

る

自

己

資

本

の

額

損

金

不

算

入

額

10

11

12

13

14

15

16

8,404,105

6,125,130

361,200

5,763,930

512,350

512,350

5,064,500

円

国外 事業 所等 帰属 資本相 当額

国 外 事 業 所 等 に 係 る 資 産
の 帳 簿 価 額 の 平 均 残 高

(11)－(12)

(マイナスの場合は０)

損 金 不 算 入 額

(9)×
(15)

(14)

の 帳 簿 価 額 の 平 均 残 高
国 外 事 業 所 等 に 係 る 負 債

の 帳 簿 価 額 の 平 均 残 高

(マイナスの場合は０)

Ⅰ 国外事業所等に帰せられるべき資本に対応する負債の利子の損金不算入額の計算に関する明細書

円

17

18

19

20

円

規 制 上 の 自 己 資 本 の 額
(別表六(二)付表三｢35｣)

(17)に係る負債につき銀行等が
支 払 う 負 債 の 利 子 の 額

国外 事業 所等 帰属 資本相 当額
(10)

損 金 算 入 額

(18)×
(19)

(17)

Ⅱ 銀 行 等 の 資 本 に 係 る 負 債 の 利 子 の 損 金 算 入 額 の 計 算 に 関 す る 明 細 書

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
六

別
表
六

付
表
二

国外事業所等帰属資本相当額の計算に関する
明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

円

危険を勘案して計算した金額

590,001,500資

本

配

賦

原

則

法

資

本

配

賦

簡

便

法

総資産の帳簿価額の平均残高

総負債の帳簿価額の平均残高

総資産の帳簿価額の平均残高

総負債の帳簿価額の平均残高

5

6

8

9

10

11

12

13

14

2,500,649

3,642,012

254,600,000

8,404,105

国外事業所等に帰せられる
資産の額について発生し得る
危険を勘案して計算した金額

7

危険を勘案して計算した金額

国外事業所等帰属資本相当額

(マイナスの場合は０)

((5)－(6))× (7)
(8)

事 業 年 度 終 了 の 時 の 貸 借
対 照 表 に 計 上 さ れ て い る
総 資 産 の 帳 簿 価 額

国外事業所等帰属資本相当額

(マイナスの場合は０)

((10)－(11))×(12)
(13)

リ

ス

ク

資

産

資

本

比

率

比

準

法

比

較

対

象

法

人

の

状

況

簿

価

資

産

資

本

比

率

比

準

法

比

較

対

象

法

人

の

状

況

円

％

円

円

％

円

円

名 称

国 名 又 は 地 域 名

所 在 地

主 た る 事 業

比 較 対 象 事 業 年 度

名 称

国 名 又 は 地 域 名

所 在 地

主 た る 事 業

比 較 対 象 事 業 年 度

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

国外事業所等帰属資本相当額
(15)×(23)

国外事業所等に帰せられる
資産の帳簿価額の平均残高

国外事業所等帰属資本相当額
(25)×(33)

(21)
(22)

(31)
(32)

規 制 上 の 自 己 資 本 の 額

信 用 リ ス ク 額

規

制

資

本

配

賦

法

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

場
合
の
国
外
事
業
所
等
帰
属
資
本
相
当
額

危険を勘案して計算した金額

(39)
(37)

(40)
(39)

貸 出 債 権 リ ス ク 額

(35)× (36)
(37)

(35)× (43)
(40)

円

％

円

リ

ス

ク

資

産

規

制

資

本

比

率

比

準

法

比

較

対

象

法

人

の

状

況

名 称

国 名 又 は 地 域 名

主 た る 事 業

比 較 対 象 事 業 年 度

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

所 在 地

国外事業所等帰属資本相当額
(45)×(53)

(51)
(52)

円

円

％

円

国 外 事 業 所 等 の 名 称

国 名 又 は 地 域 名

1

2

中国支店

中華人民共和国

所 在 地

主 た る 事 業

3

4 製造業

銀 行 等 以 外 の 内 国 法 人 に 係 る 国 外 事 業 所 等 帰 属 資 本 相 当 額 の 計 算 に 関 す る 明 細

銀 行 等 で あ る 内 国 法 人 に 係 る 国 外 事 業 所 等 帰 属 資 本 相 当 額 の 計 算 に 関 す る 明 細

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
六

付
表
三
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法

人

税

申

告

当期の控除対象外国法人税額又は個別控除対象
外国法人税額に関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結 ＯＢＣ商事株式会社

( )

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31

当

期

に

納

付

す

る

控

除

対

象

外

国

法

人

税

額

又

は

個

別

控

除

対

象

外

国

法

人

税

額

の

計

算

3

2

1

納

付

分

4

控 除 対 象 外 国 法 人

対 象 外 国 法 人 税 額
税 額 又 は 個 別 控 除

(別表六(四)｢29｣＋別表
六(四の二)｢25｣)

利子等に係る控除対象

控除対象外国法人税額

外国法人税額又は個別

(別表六(五)｢14｣)

控 除 対 象 外 国 法 人
税 額 又 は 個 別 控 除

(別表六(四)｢30｣＋別表

対 象 外 国 法 人 税 額

六(四の二)｢26｣)

5

5,722,782

計

(1)＋(2)＋(3)＋(4)

み
な
し
納
付
分

4,739,870

円

982,912

利子等に係る控除対象

控除対象外国法人税額

外国法人税額又は個別

(別表六(五)｢15｣)

9

8

7

6

5,722,782

外国法人税額又は個別控除

対 象 外 国 法 人 税 額

(別表十七(三の五)｢37｣)

納 付 し た 控 除 対 象 外 国

対 象 外 国 法 人 税 額 計

法人税額計又は個別控除

(1)＋(2)＋(6)

納付したとみなされる控除

対象外国法人税額計又は

(3)＋(4)

計

(7)＋(8)

5,722,782

21

5,542,722

当期 の控 除対 象外 国法 人 税 額 又 は 個 別 控除 対 象 外 国 法 人 税 額

(9) － (19)

(19) － (9) 20

当
期
に
減
額
さ
れ
た
控
除
対
象
外
国
法
人
税
額

又

は

個

別

控

除

対

象

外

国

法

人

税

額

外 国 関 係 会 社

(別表十七(三の五)｢36｣)

に 係 る 減 額 分

13

12

計

(10)＋(11)＋(12)

納 付 分 に 係 る 減 額 分

(別表六(四)｢31｣)

11

10

み な し 納 付 分

(別表六(四)｢32｣)

に 係 る 減 額 分

円

前
期
ま
で
に
減
額
さ
れ
た
控
除
対
象
外
国
法
人
税
額
又
は

個

別

控

除

対

象

外

国

法

人

税

額

の

う

ち

未

充

当

分

期分
令和  3・ 4・ 1

令和  4・ 3・31

計

(14)＋(15)＋(16)＋(17)
18

17

16

15

14

180,060

180,060

期分
       ・  ・  

       ・  ・  

期分
       ・  ・  

       ・  ・  

期分
       ・  ・  

       ・  ・  

合 計

(13) ＋ (18)
180,060

19

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

二
の
二

別
表
六

■■別表六 ( 二の二 ) ／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 二の二 )] メニュー  
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

外国税額の繰越控除余裕額又は繰越控除限度超
過額等の計算に関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
( )

ＯＢＣ商事株式会社

当期の控除余裕額、個別控除余裕額、控除限度超過額又は個別控除限度超過額の計算

控

除

限

度

額

等

1

4

3

2

142,914

5,542,722

32,590

5
(1)＋(2)＋(3)＋(4)

計

控 除 対 象 外 国 法 人 税 額 又 は

（別表六（二の二)「21」）

円

1,710,750

地 方 法 人 税

個 別 控 除 対 象 外 国 法 人 税 額 6

180,924

2,067,178

又は別表六の三「46」)

道 府 県 民 税

市 町 村 民 税

又は別表六の三｢11｣)

法 人 税
7

0

道 府 県 民 税

10

9

8

(7)＋(8)＋(9)

11
(6)－(5)

(1)－(6)

3,475,544

国 税

計

市 町 村 民 税

円

金額)

少ない金額)

36

35

34

37 2,409,823

外

1,065,7213,475,544

当 期 分

1,065,721 0

0

1,065,721

112,700

734,600

218,421 0

0734,600

218,421

112,700

33

32

31

30 外

合 計

③②①

区 分

⑤④ ⑥

前３年以内の控除余裕額、個別控除余裕額、控除限度超過額又は個別控除限度超過額に関する明細

32,00032,00014

13

12

55,41155,411

円
210,000

円
210,000 外 円円

45,300

78,50078,500

45,30017

16

15 円
0

0

0

254,800 254,800
円外

0

0

35,400

84,510

35,400

84,510

0269,800269,800

20

19

18 外

23

22

21 外

26

25

24 外

29

28

27 外

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
六

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

所 在 地

①

期 末 従 業
者 数

②

道府県民
税

③

市町村民
税

④

道府県民税

×

⑤

市町村民税

×

事務所又は事業
所の名称

東京本社 40
人

2.00
％

8.40
％

10,137
円

42,578
円

3

大阪営業所 31 2.00 8.20 7,856 32,2124

名古屋支店 25 1.80 8.40 5,702 26,6115

広島営業所 18 1.80 8.40 4,105 19,1606

福岡営業所 21 1.80 8.40 4,790 22,3537

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28 135 32,590 142,914合 計

2
135

人

（28の①）
1

1,710,750

円

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

付
表
一

■■別表六 ( 三 ) ／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 三 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

■■別表六 ( 三 ) 付表一／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 三 ) 付表一］メニュー 

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

■■別表六 ( 四 ) ／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 四 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

■■別表六 ( 四の二 ) ／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 四の二 )］メニュー 

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

控除対象外国法人税額又は個別控除対象外国法
人税額に関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

納付確定日（納付すべき日）
又 は 納 付 日

6

5

4

3

2

1

事 業 年 度 又 は 計 算 期 間

源 泉 ・ 申 告 ・ 賦 課 の 区 分

税 種 目

所 得 の 種 類

国 名

7

11

10

9

8

課 税 標 準

税 額

税 額 控 除 額

納 付 す べ き 税 額

税 率

納

付

外

国

法

人

税

額

12

18

13

17

16

15

14

課 税 標 準

税 額

税 額 控 除 額

納 付 す べ き 税 額

税 率

み

な

し

納

付

外

国

法

人

税

額

19

22

21

20(((7)又は(13))×35％と(19)の
うち少ない金額)

外 国 法 人 税 額 の 合 計

納

付

分
25

24

23

26

28

27

納

付

分

み

な

し

所 得 税

配 当

・ ・源 申 賦

16,850.00

20

US$

84,250.00

16,850.00

16,850.00

16,850.00

16,850.00
( )円

0.00
( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

・ ・源 申 賦

( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

・ ・源 申 賦

( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

・ ・源 申 賦

( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

( )円

・ ・源 申 賦

29
1,937,750

円

30

円

31

円

32

円

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
六

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

AUD

AustraliaCorp
oration

オーストラリ
ア

所得税

245,800.00

36,870.00

( ％)

0.00

( 円)2,802,120

0.00

( 円)0

0.00

％

％

36,870.00

％
15

( ％)

( 円)

( 円)

％

％

％

( ％)

( 円)

( 円)

％

％

％

( ％)

( 円)

( 円)

％

％

％

( ％)

( 円)

( 円)

％

％

％

名 称

国 名 又 は 地 域 名

所 在 地

税 種 目

納 付 確 定 日 又 は 納 付 日

課 税 標 準

外

国

法

人

の

名

称

等

控

除

対

象

外

国

法

人

税

額

又

は

個

別

控

除

対

象

外

国

法

人

税

額

納
付
し
た
も
の
と
み
な

さ
れ
る
外
国
法
人
税
額

1

2

3

6

7

8

9

10

11

12

13

14

21

22

23

24

25

26

税 額
(8)×(9)

み な し 納 付 の 基 礎 と な る 条 約

及 び 相 手 国 の 法 令 の 根 拠 規 定

み な し 納 付 外 国 法 人 税 額

(12)－(10)

外 国 法 人 税 額 の 合 計

(10)＋(13)

( 1 1 )の規定の適用がないもの
と し た 場 合 の 外 国 法 人 税 額

(8)×税率

控 除 対 象 外 国 法 人 税 額 又 は
個 別 控 除 対 象 外 国 法 人 税 額

(22)×
(10)

(14)

(22)－(23)

納付した控除対象外国法人税額
又は個別控除対象外国法人税額

((23)欄の合計)

本
店
又
は
主
た
る

事

務

所

の

所

在

((24)欄の合計)

発 行 済 株 式 等 の 保 有 割 合 4

5

15

16

17

18

19

20

発 行 済 株 式 等 の 通 算 保 有 割 合

上
記
以
外
の
剰
余
金
の

配
当
等
を
受
け
る
場
合

(15)－(16)

(別表十七(三の七)「25」)

(別表十七(三の七)「27」)

税 率

円

0

2,802,120

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
六
四
の
二
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法

人

税

申

告

利子等に係る控除対象外国法人税額又は個別控
除対象外国法人税額等に関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

利子等に係る控除対象外国法人税額又は個別控除対象外国法人税額に関する明細

3

2税 種 目

1国 名

納 付 確 定 日 又 は 納 付 日

4

6

5

課 税 標 準 （ 収 入 金 額 ）

税 額
(4) × (5)

税 率

納

付

外

国

法

人

税

額

7

9
み な し 納 付 外 国 法 人 税 額

(8) － (6)

みなし納付の基礎となる条約

及び相手国の法令の根拠規定

上記(7)の規定の適用がない

(4) × 税率
ものとした場合の外国法人税額 8

外
国
法
人
税
額

納
付
し
た
と
み
な
さ
れ
る

13

12

11

外 国 法 人 税 額 の 合 計

(6) ＋ (9)

（(12)の合計）

（(13)の合計）

14

10

(11) － (12)

15

個

別

控

除

対

象

外

国

法

人

税

額

控

除

対

象

外

国

法

人

税

額

又

は

8,547.06

8,547.06

US$
85,470.65

8,547.06

10

( )％

8,547.06

( )円

0.00

( )円

( )％

( )円

( )円

( )％

( )円

( )円

( )％

( )円

( )円

( )％

( )円

( )円

982,912

円

所 得 率 の 計 算

16 17 18 19 2221 2320

円 円 円 円 円 円 円 円

84.06
％

24
所 得 率

計

当 期 分

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
六

■■別表六 ( 五 ) ／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 五 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

■■別表六 ( 五の二 ) ／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 五の二 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

分配時調整外国税相当額の控除に関する明細書
法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

区 分

計

そ の 他

1

2

3

4

5

① ③②

① に 係 る 分 配 時
調 整 外 国 税 相 当 額

② の う ち 控 除 を 受 け る
分配時調整外国税相当額

円 円 円

237,0001,000,000

収 入 金 額

1,000,000 237,000237,000

237,000

6

237,000

0

7

8

法 人 税 の 額

(別表一「10」又は別表一の三「6」)

法 人 税 の 額 か ら 控 除 す る 金 額

((5の③)と(6)のうち少ない金額)

( 5 の ③ ) の う ち 法 人 税 の 額 を 超 え る 金 額
(5の③)－(6)

(マイナスの場合は0)

12,336,587

円

銘 柄 の 計 算 期 間

収 益 の 分 配 等
収 入 金 額

(11) の う ち

元 本 所 有 期 間
(10)×(13)

10 12 13 149

所 有 期 間 割 合

11

外 国 税 相 当 額

分 配 時 調 整

外国株式投資信託
円

1,000,000
円

237,000
月

12
月

12
円

237,0001.000

個

別

法

に

よ

る

場

合

銘

柄

別

簡

便

法

に

よ

る

場

合

銘 柄

15 16 18 19 212017

収益の分配等の

計 算 期 首 の

所有元本数等

(17)－(18)

2又は12

(16)×(20)

収 入 金 額

収益の分配等の

計 算 期 末 の

所有元本数等

所有元本割合

(17)
外国税相当額

分 配 時 調 整

円円 円

支 払 者 の 法 人 名 支 払 者 の 所 在 地

22 23

収 入 金 額
参 考

       ・  ・  
円 円

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

計

そ の 他 に 係 る 控 除 を 受 け る 分 配 時 調 整 外 国 税 相 当 額 の 明 細

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

別
表
六
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法

人

税

申

告

■■別表六 ( 六 ) ／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 六 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法人税の額から控除される特別控除額に関する
明細書

当 期 税 額 控 除 可 能 額

(7の合計)
1

2

4

6

5

0

11,322,296

調 整 前 法 人 税 額

2,264,459

円 円

10,190,066

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額

((1)と(4)のうち少ない金額)＋(3)

当 期 税 額 基 準 額

((2)－(3))× 90
100

調 整 前 法 人 税 額 超 過 額

(1)－((5)－(3))

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 及 び 調 整 前 法 人 税 額 超 過 額 の 計 算

2,264,459

(別表六(十六)｢14｣＋｢28｣)
3

02,264,459

当 期 税 額 控 除 可 能 額 、 調 整 前 法 人 税 額 超 過 構 成 額 及 び 法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 の 明 細

適 用 を 受 け る 各 特 別 控 除 制 度
当期税額控除可能額

7 8

当 期 分一般試験研究費に係る法人税額の特別控除

特別試験研究費に係る法人税額の特別控除 当 期 分

当 期 分

中 小 企 業 者 等 が 機 械 等 を

高 度 省 エ ネ ル ギ ー 増 進 設 備 等 を
当 期 分

当 期 分

当 期 分

当 期 分

当 期 分

当 期 分

当 期 分

当 期 分

当 期 分

当 期 分

当 期 分

当 期 分

合 計

円円別表六(九)｢20｣
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

26

27

28

(6)

別表六(十)｢19｣

別表六(十四)｢9｣

別表六(十七)｢15｣

別表六(六)付表｢1の③｣

別表六(十八)｢14｣

別表六(六)付表｢1の⑧｣

別表六(十九)｢16｣

別表六(二十)｢23｣

別表六(二十一)｢23｣

別表六(二十二)｢17｣

別表六(二十三)｢16｣

別表六(二十四)｢26｣

別表六(二十四)｢36｣

別表六(二十五)｢8｣

別表六(六)付表｢1の⑪｣

別表六(六)付表｢1の⑭｣

別表六(二十七)｢15｣

別表六(三十二)｢18｣

別表六(三十四)｢20｣

別表六(六)付表｢2の⑭｣

別表六(六)付表｢2の⑪｣

別表六(六)付表｢2の③｣

別表六(六)付表｢2の⑧｣

沖縄の特定地域において工業用機械等を

取 得 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

特定復興産業集積区域等において機械等を

取 得 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

取 得 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

中小企業者等が特定経営力向上設備等を

取 得 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除
特 定 中 小 企 業 者 等 が 経 営 改 善 設 備 を

認定地方公共団体の寄附活用事業に関連する

増 加 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

地方活力向上地域等において雇用者の数が

地方活力向上地域等において特定建物等を

国際戦略総合特別区域において機械等を

国 家 戦 略 特 別 区 域 に お い て 機 械 等 を
取 得 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

取 得 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

機械等を取得した場合の法人税額の特別控除

取 得 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

寄附をした場合の法人税額の特別控除

雇 用 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

取 得 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

取 得 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

認定特定高度情報通信技術活用設備を
取 得 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

当 期 分

別表六(三十五)｢11｣

22

国内新規雇用者に対する給与等の支給額が

中 小 企 業 者 等 の 給 与 等 の 支 給 額 が
増 加 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

当 期 分

当 期 分

別表六(二十八)｢20｣

別表六(二十九)｢19｣

当 期 分

別表六(三十三)｢18｣

2,264,459
別表六(三十三)｢25｣

別表六(三十三)｢32｣

0

19

20

23

24

25

別表六(六)付表｢2の⑲」別表六(六)付表｢1の⑲」

増 加 し た 場 合 の 法 人 税 額 の 特 別 控 除

当 期 分
別表六(三十一)｢30｣

21

9

2,264,459

2,264,459

(5)－(3)

別表六(三十五)｢13｣

別表六(三十四)｢22｣

別表六(三十四)｢27｣

別表六(三十三)｢34｣

別表六(三十三)｢27｣

別表六(三十三)｢20｣

別表六(三十二)｢20｣

別表六(三十一)｢32｣

別表六(二十九)｢21｣

別表六(二十八)｢22｣

別表六(二十七)｢17｣

別表六(二十七)｢22｣

別表六(二十六)｢6｣

別表六(二十五)｢10｣

別表六(二十四)｢38｣

別表六(二十四)｢28｣

別表六(二十三)｢18｣

別表六(二十二)｢19｣

別表六(二十一)｢25｣

別表六(二十)｢25｣

別表六(十九)｢18｣

別表六(十九)｢23｣

別表六(十八)｢16｣

別表六(十八)｢21｣

別表六(十七)｢17｣

別表六(十四)｢11｣

別表六(十)｢21｣

円別表六(九)｢22｣

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分



22 23

法

人

税

申

告

■■別表六 ( 六 ) 付表／ [ 外国税額関連 ]-[ 別表六 ( 六 ) 付表］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

前期繰越分に係る当期税額控除可能額及び
調整前法人税額超過構成額に関する明細書

適用を受ける各特別控除制度
当期税額控除可能額

1 2

中 小 企 業 者 等 が 機 械 等 を

計

計

計

計

計

円
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

別表六(十八)｢19｣

別表六(十九)｢21｣

別表六(二十六)｢4｣

別表六(二十七)｢20｣

別表六(三十四)｢25｣

取得した場合の法人税額の特別控除

取得した場合の法人税額の特別控除

取得した場合の法人税額の特別控除

取得した場合の法人税額の特別控除
特定中小企業者等が経営改善設備を

円

取得した場合の法人税額の特別控除

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

        ･     ･    

別
表
六

令
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・
四
・
一
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後
終
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年
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分
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法

人

税

申

告

■■別表六 ( 七 ) ／ [ 特別控除関連 ]-[ 別表六 ( 七 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

特定税額控除規定の適用可否の判定に
関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

0

3

1

2

継

続

雇

用

者

給

与

等

支

給

額

に

係

る

要

件

0

円
継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 額

(22の①)

継続雇用者比較給与等支給額
(22の②)又は(22の③)

((1)＞(2))又は((1)＝(2)＝ 0)
・

令
和
４
年
４
月
１
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
の
場
合

4

5

6

7

8

150,000,000

円

人

(2)

継続雇用者給与等支給増加割合

同 上 以 外 の 場 合

・

・

0.000

15

14

13

(13) ≦ (14)

円

97,606,841

対象年度の基準所得等金額

(マイナスの場合は0)

12

(マイナスの場合は0)

・

所

得

金

額

に

係

る

要

件

国

内

設

備

投

資

額

に

係

る

要

件

国 内 設 備 投 資 額 9

円

当 期 償 却 費 総 額
(25)

10
12,751,830

100

当 期 償 却 費 総 額 の 3 0％ 相当 額

(10)×
30 11

3,825,549

(9) ＞ (11) 12 ・

1,250,000

23

24

11,501,830

円

当 期 償 却 費 総 額 の 計 算

25

円

12,751,830

当 期 償 却 費 総 額
(23)＋(24)

継続雇用者に対する給与等の支給額

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 継 続 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算

③②①

継 続 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算

令和 3 ・ 4 ・ 1

4 3 31・ ・令和

・ ・

・ ・

円

当 期 前事業年度等

0

16

17

18

19

20

円

事業年度等又は連結事業年度等

円

0

当期の月数
(16の③)の月数

継 続 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額

(20)又は((20)×(21))

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 円

0

円

0

円

同 上 の う ち 雇 用 安 定 助 成 金 額

差 引

(17)－(18)＋(19)

21

22

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
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年
度
分
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法

人

税

申

告

■■別表六 ( 九 ) ／ [ 特別控除関連 ]-[ 別表六 ( 九 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

15

16

(20)－(21)

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額

当 期 税 額 控 除 可 能 額

10
)×2

当 期 税 額 基 準 額

調 整 前 法 人 税 額

税 額 控 除 限 度 額

(4)×(14)

円

(別表六(六)｢8の①｣)

調 整 前 法 人 税 額 超 過 構 成 額

18

19

20

17

円

21

22

（別表六(十二)｢11｣）

0.05

特 定 税 額 控 除 規 定 の 適 用 可 否 可

1

8

7

6

5

4

3

2

9

試 験 研 究 費 の 額

控 除 対 象 試 験 研 究 費 の 額

(2)＋(3)

比 較 試 験 研 究 費 の 額

(別表六(十一)「5」)

増 減 試 験 研 究 費 の 額

(1)－(5)

増 減 試 験 研 究 費 割 合

(6)

(5)

-0.273

円

平 均 売 上 金 額

（別表六(十一)｢10｣）

試 験 研 究 費 割 合

(8)

(1) 0.019

円

(9)＞10％の場合の控除割増率

((9)－
10

)×0.5

(0.1を超える場合は0.1)

税

額

控

除

割

合

の

計

算

0.085

13

14

0.037

0.037

10

11

12

9.4

100 100
)×0.35

( 1 0 )及び( 1 1 )以外の場合

100

9.4

100

(0.02未満の場合は0.02)

税 額 控 除 割 合

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

一般試験研究費に係る法人税額の特別控除
に関する明細書

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
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年
度
分
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中小企業者等の試験研究費に係る法人税額
の特別控除に関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

試 験 研 究 費 の 額 1

9

円

2

3

4

11

控除対象試験研究費の額

(2)＋(3)

比 較 試 験 研 究 費 の 額

(別表六(十一)「5」)

増 減 試 験 研 究 費 の 額

(1)－(5)

増 減 試 験 研 究 費 割 合

(6)

(5)

5

6

7 -0.273

0.120

8

10

平 均 売 上 金 額

(別表六(十一)「10」)

試 験 研 究 費 割 合

(1)

(8)

0.019

12 0.120

割 増 前 税 額 控 除 割 合
12
100 100

((9)－
10

100
)×0.5

(0.1を超える場合は0.1)

(10)＋(10)×(11)

(0.17を超える場合は0.17)

税 額 控 除 割 合

円

18

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額

(19)－(20)

17

調整前法人税額超過構成額

(別表六(六)｢8の②｣)

16

当 期 税 額 控 除 可 能 額

調 整 前 法 人 税 額

15

当 期 税 額 基 準 額

0.35

((9)－
10

100
)×2

13

14

円

19

20

(4)×((12)又は0.12)

中小企業者等税額控除限度額

( 7 ) ＞ 9 . 4 ％ の 場 合

21

円

（別表六(十二)｢11｣）

令
和
５
年
３
月

31

日
以
前
に
開
始
す
る
事
業
年
度
の
場
合

0.05

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

■■別表六 ( 十 ) ／ [ 特別控除関連 ]-[ 別表六 ( 十 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

■■別表六 ( 十一 ) ／ [ 特別控除関連 ]-[ 別表六 ( 十一 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

試験研究を行った場合の法人税額の特別控除に

計算に関する明細書
おける比較試験研究費の額及び平均売上金額の 法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

事 業 年 度 又 は 連 結 事 業 年 度

1 2 3 4

調

整

対

象

年

度

試 験 研 究 費 の 額
当期の月数

(1)の事業年度又は
連結事業年度の月数

平成 1431

令和 3132

円 12

12

円

令和 142

令和 313 3

12

1222,548,800 22,548,800

令和 143

令和 314 3

12

12 65,512,40065,512,400

計
88,061,200

円

29,353,733
5

比 較 試 験 研 究 費 の 額

(４の計) ÷ (調整対象年度数)

改定試 験研究費 の額

(2)×(3)

比 較 試 験 研 究 費 の 額 の 計 算

平 均 売 上 金 額 の 計 算

事 業 年 度 又 は 連 結 事 業 年 度 売 上 金 額

6 7 8 9

10

当
期

計

売

上

調

整

年

度

平 均 売 上 金 額

(９の計) ÷ (１＋売上調整年度数)

当期の月数
(6)の事業年度又は
連結事業年度の月数

改 定 売 上 金 額

(7)×(8)

平成 31 14

令和 2 3 31

円

1,238,560,100

12

12

円

1,238,560,100

令和 142

令和 3133

12

12 1,450,315,8001,450,315,800

令和 3 14

令和 314 3

12

121,685,002,003 1,685,002,003

4,373,877,903

円

1,093,469,475

別
表
六

令
四
・
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了
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一
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1

5

6

2

4

3

当 期 の 売 上 金 額

100,350,000

基 準 事 業 年 度

173,860,000

基 準 売 上 金 額

(3)×(4)

基準年度比売上金額減少額

(5)－(1)

(マイナスの場合は０)

173,860,000

73,510,000

円

(2)の基準事業年度の月数

当 期 の 月 数 12

12

平成 30 ･   4 ･   1

平成 31 ･   3 ･  31

円

円 10

9

8

7 0.422

0.05

19,800,000

11

基準年度試験研究費の額

(9)×(4)

19,800,000

当 期 の 試 験 研 究 費 の 額

(5)

(6)

21,340,000

円

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

試験研究費の額の計算に関する明細書

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分
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■■別表六 ( 十二 ) ／ [ 特別控除関連 ]-[ 別表六 ( 十二 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

特別試験研究費に係る法人税額の特別控除
に関する明細書

特 別 試 験 研 究 費 の 額

(14の計)
1

2

3

4

5

6

控除対象済特別試験研究費の額

差引対象特別試験研究費の額

(1)－(2)

円

特 別 研 究 税 額 控 除 限 度 額

30 2025

特 別 試 験 研 究 費 の 額 の 明 細

（1 4の計）のうち（1 2）が第１号である試験研究に係る特別試験研究費の額 15

計

16（ 1 4の計）のうち（1 2）が第２号である試験研究に係る特別試験研究費の額

12 13 14

・第１号 第２号 第３号・

・第１号 第２号 第３号・

・第１号 第２号 第３号・

・第１号 第２号 第３号・

・第１号 第２号 第３号・

特 別 試 験 研 究 の 内 容

円

特 定 税 額 控 除 規 定 の 適 用 可 否 可

7

8

9

10

円

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額

(9)－(10)

調 整 前 法 人 税 額 超 過 構 成 額

(別表六(六)｢8の③｣)

当 期 税 額 控 除 可 能 額

当 期 税 額 基 準 額

((7)＋(別表六(十五)｢18｣))×
100

10

調 整 前 法 人 税 額

11

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

十
四

■■別表六 ( 十四 ) ／ [ 特別控除関連 ]-[ 別表六 ( 十四 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦



30

法

人

税

申

告

高度省エネルギー増進設備等を取得した場合の
法人税額の特別控除に関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 の 計 算

87,500

14

13

11

12
税 額 控 除 限 度 額

7
100

(11)×

調 整 前 法 人 税 額

(13)×
20
100

当 期 税 額 基 準 額

取 得 価 額 の 合 計 額

((10)の合計)
1,250,000

円

0

17

16

15
((12)と(14)のうち少ない金額)

当 期 税 額 控 除 可 能 額

(別表六(六)｢8の④｣)

調 整 前 法 人 税 額 超 過 構 成 額

(15)－(16)

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額

円

機 械 設 備 等 の 概 要

事 業 の 用 に 供 し た 年 月 日

取 得 年 月 日

細 目

構造、用途、設備の種類又は区分

種 類

事 業 種 目

1

2

3

4

5

6

7

8

9

資

産

区

分

取

得

価

額
1,250,000

ボイラー

省エネルギー
装置

製造業

1第 号

1,250,000

円

3 5 1・ ・

4 9 1・ ・

第 号

円

・ ・

・ ・

第 号

円

・ ・

・ ・

第 号

円

・ ・

・ ・

第 号

円

・ ・

・ ・

差 引 改 定 取 得 価 額
(8)－(9)

積 立 金 計 上 額

法人税法上の圧縮記帳による

10

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

十
七

■■別表六 ( 十七 ) ／ [ 特別控除関連 ]-[ 別表六 ( 十七 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦



30 31

法

人

税

申

告

中小企業者等が機械等を取得した場合の法人税
額の特別控除に関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 の 計 算

0
16

15

14

13

12

11
511,007

税 額 控 除 限 度 額

100
7

(10)×

調 整 前 法 人 税 額

(12)×
20
100

当 期 税 額 基 準 額

((11)と(13)のうち少ない金額)

当 期 税 額 控 除 可 能 額

調整前法人税額超過構成額

(別表六(六)｢8の⑥｣)

(14)－(15)

当 期 税 額 控 除 額

取 得 価 額 の 合 計 額

((9)の合計)
10

円

7,300,101

当

期

分

0

17

18
11,270,821

21

20

19
0

前

期

繰

越

分

差 引 当 期 税 額 基 準 額 残 額

(23の計)
繰 越 税 額 控 除 限 度 超 過 額

((17)と(18)のうち少ない金額)

(別表六(六)｢8の⑤｣)
調整前法人税額超過構成額

(19)－(20)
当 期 繰 越 税 額 控 除 額

22
0(16)＋(21)

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額

円

0

翌 期 繰 越 税 額 控 除 限 度 超 過 額 の 計 算

23 24 25

当 期 控 除 可 能 額
事業年度又は連結事業年度

前 期 繰 越 額 又 は
当 期 税 額 控 除 限 度 額

翌 期 繰 越 額
(23)－(24)

計

合 計

当 期 分

令和 2 ・

3 3 31・ ・令和

14 ・

令和 ・3 4 ・ 1

4 3 31・ ・令和

7,200,718

6,689,71111,270,821

6,689,711

円

4,581,110

円

円外

6,689,711

(19)

511,007

(11) (14)

511,007

外

大型貨物自動車(車両総重量８ﾄﾝ)

機 械 装 置 等 の 概 要

事 業 種 目

設 備 の 種 類 又 は 区 分

8

7

6

5

4

3

2

1

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額

指定事業の用に供した年月日

9

種 類

取 得 年 月 日

法人税法上の圧縮記帳による
積 立 金 計 上 額

((7)－(8))

差 引 改 定 取 得 価 額

100 )
75

第 号3

運送業

・11・ 14

9,841,211

円

7,300,101

2,541,110

車両及び
運搬具

大型貨物
自動車

4・11・ 1

第 号

・ ・

円

・ ・

第 号

・ ・

円

・ ・

第 号

・ ・

円

・ ・

第 号

・ ・

円

・ ・

措法第42条の６第１項各号の該当号

資

産

区

分

取

得

価

額

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

十
八
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32

法

人

税

申

告

特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場
合の法人税額の特別控除に関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

2

1(別表一｢2｣又は別表一の三｢2｣
若しくは｢13｣)

調 整 前 法 人 税 額

20
100

当 期 税 額 基 準 額

(7の計)

繰 越 税 額 控 除 限 度 超 過 額
3

5

4
((2)と(3)のうち少ない金額)

(3)のうち当期繰越税額控除可能額

(別表六(六)｢8の⑯｣)

調 整 前 法 人 税 額 超 過 構 成 額

(4)－(5)

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額
6

計

翌 期 繰 越 税 額 控 除 限 度 超 過 額 の 計 算

987

当 期 控 除 可 能 額 翌 期 繰 越 額
(7)－(8)

・ ・
・ ・

・ ・
・ ・

円 円

円外

(4)

前 期 繰 越 額

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

二
十
六
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法

人

税

申

告

中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得
した場合の法人税額の特別控除に関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 の 計 算

16

15

0
14

13

10

1,500,000
12

11
15,000,000

当

期

分

税 額 控 除 限 度 額

100
107

100

調 整 前 法 人 税 額

取 得 価 額 の 合 計 額

((9)の合計)

当 期 税 額 基 準 額
20

100
－(別表六(十八)｢14｣)

当 期 税 額 控 除 可 能 額

((12)と(14)のうち少ない金額)

(別表六(六)｢8の

調整前法人税額超過構成額
18 」)

円

15,000,000

(15)－(16)

当 期 税 額 控 除 額

0
17

23

0

前

期

繰

越

分

(別表六(六)｢8の

調整前法人税額超過構成額

17 」)

(20)－(21)

当 期 繰 越 税 額 控 除 額

(17)＋(22)

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額

(14)－(15)－(別表六(十八)｢19｣)

差 引 当 期 税 額 基 準 額 残 額

－(別表六(二十六)｢4｣)

(24の計)

繰 越 税 額 控 除 限 度 超 過 額

((18)と(19)のうち少ない金額)
20

21

22

円

19

18

翌 期 繰 越 税 額 控 除 限 度 超 過 額 の 計 算

24 25 26

当 期 控 除 可 能 額
事業年度又は連結事業年度

前 期 繰 越 額 又 は
当 期 税 額 控 除 限 度 額

翌 期 繰 越 額
(24)－(25)

計

合 計

当 期 分

・

・ ・

・

・ ・

・ ・

1,500,000

円 円

円外

(20)

1,500,000

(12) (15)

1,500,000

外

機 械 設 備 等 の 概 要

事 業 種 目

細 目

8

7

6

5

4

3

2

1

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額

指定事業の用に供した年月日

9

設 備 の 種 類 又 は 区 分

取 得 年 月 日

法人税法上の圧縮記帳による
積 立 金 計 上 額

差 引 改 定 取 得 価 額
(7)－(8)

資

産

区

分

取

得

価

額

機械及び装置

・4・194

15,000,000

円

15,000,000

その他サービ
ス業用設備

セルフレジ

4・4・19

小売業

・ ・

円

・ ・

・ ・

円

・ ・

・ ・

円

・ ・

・ ・

円

・ ・

種 類

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分
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34

法

人

税

申

告

国内新規雇用者に対する給与等の支給額が増加
した場合の法人税額の特別控除に関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 1・ 1

令和  4・12・31
ＯＢＣ商事株式会社

円

0.080

11
1,935,000

10
24,065,000

9
26,000,000

8

教 育 訓 練 費 の 額

7
36,549,000

765,815,000
6

円

802,364,000
5

31,600,000
4

853,000,000
3

884,600,000
2

50,000,000
1

新

規

雇

用

者

給

与

等

支
給
増
加
割
合
の
計
算

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
(23の①)－(23の②)

(マイナスの場合は０)

(24の①)－(24の②)
(マイナスの場合は０)

((6)＝０の場合は０)

(7)

(6)

調整比較雇用者給与等支給額
(31)

新規雇用者給与等支給額

(32)

(5)－(6)
(マイナスの場合は０)

比 較 教 育 訓 練 費 の 額
(37)

教 育 訓 練 費 増 加 額
(9)－(10)

(マイナスの場合は０)

教 育 訓 練 費 増 加 割 合
(11)

(10)
((10)＝０の場合は０)

調整雇用者給与等支給増加額
(2)－(3)

(マイナスの場合は０)

12

教
育
訓
練
費
増
加
割
合

の

計

算

0.047

円

2,146,000

21

20
2,146,000

19
2,146,000

18
10,730,000

17

4,740,000

4,740,000

15

14
31,600,000

13

法

人

税

額

の

特

別

控

除

額

の

計

算

(別表六(三十)｢12｣)

((1)と(4)のうち少ない金額)－(13)
(マイナスの場合は０)

(14)×
20
100

同 上 以 外 の 場 合

(14)×
15
100

税 額 控 除 限 度 額
(15)又は(16)

調 整 前 法 人 税 額

当 期 税 額 基 準 額

(18)×
20
100

当 期 税 額 控 除 可 能 額

(別表六(六)｢8の ｣)19

法人税額の特別控除額
(20)－(21)

22

16

税
額
控
除
限
度
額
の
計
算

26

② ③

28

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算
適用年度の月数

①

12

12

32

31

765,815,000

853,000,000
新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額

((30の①)－(30の②)＋(30の③))×(27)
(マイナスの場合は０)

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
((28の①)－(28の②))×(27)

(マイナスの場合は０)

・ ・

・ ・

令和

令和

3 4 1

4 3 31

給 与 等 の 支 給 額

27

29

30

①の給与等に充てるため

他の者から支払を受ける金額

円

853,000,000

円

40,000,000

765,815,000

円

円

円

②

802,364,000

①

50,000,000

25

円

24

23

①の給与等に充てるため
他の者から支払を受ける金額

884,600,000

給 与 等 の 支 給 額

③

国内新規雇用者に対する給与等の支給額、調整雇用者給与等支給額及び新規雇用者給与等支給額の明細

33
円

24,000,000

円

35

比 較 教 育 訓 練 費 の 額 の 計 算

37 24,065,000
比 較 教 育 訓 練 費 の 額

(36の計)÷(調整対象年度数)

48,130,000

24,000,000

24,130,000

36

計

24,130,000

34

教 育 訓 練 費 の 額事業年度又は連結事業年度
適用年度の月数

(33)の事業年度又は
連結事業年度の月数

改 定 教 育 訓 練 費 の 額
(34)×(35)

12

12

12

12

令和

令和

令和

令和

2

3

3

4

・

・

・

・

4

3

4

3

・

・

・

・

1

31

1

31

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
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事
業
年
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法

人

税

申

告

■■別表六（二十九）／ [ 特別控除関連 ]-[ 別表六 ( 二十九 )] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

中小企業者等の給与等の支給額が増加した場合
の法人税額の特別控除に関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 1・ 1

令和  4・12・31
ＯＢＣ商事株式会社

0.08011

1,935,000
10

24,065,000
9

26,000,000
8教 育 訓 練 費 の 額

7
31,600,000

853,000,000
6

円

884,600,000
5

0.0374

31,600,000
3

853,000,000
2

884,600,000
1

円調
整
雇
用
者
給
与
等

支
給
増
加
額
の
計
算

教
育
訓
練
費
増
加
割
合
の
計
算

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
(32)

雇 用 者 給 与 等 支 給 額
(25)

雇用者給与等支給増加割合

((2)＝０の場合は０)

(3)

(2)

雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
(1)－(2)

(マイナスの場合は０)

調整雇用者給与等支給額
(26)

(33)

(5)－(6)
(マイナスの場合は０)

比 較 教 育 訓 練 費 の 額
(38)

教 育 訓 練 費 増 加 額
(8)－(9)

(マイナスの場合は０)

教 育 訓 練 費 増 加 割 合
(10)

(9)
((9)＝０の場合は０)

円

21

20

0
19

18

17

4,740,000
16

4,740,000

15

14

31,600,000
13

0
12

法

人

税

額

の

特

別

控

除

額

の

計

算

中

小

企

業

者

等

税

額

控

除

限

度

額

の

計

算

(別表六(三十)｢26｣)

(マイナスの場合は０)

(13)×
25
100

同 上 以 外 の 場 合

(13)×
15
100

(14)又は(15)

調 整 前 法 人 税 額

当 期 税 額 基 準 額

(17)×
20
100

当 期 税 額 控 除 可 能 額

(別表六(六)｢8の ｣)20

法人税額の特別控除額
(19)－(20)

27 30
円 円円

3128

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算

適用年度の月数

29

12

12853,000,000

円

33

32
853,000,000

853,000,000

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
((28)－(29)＋(30))×(31)

(マイナスの場合は０)

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
((28)－(29))×(31)

(マイナスの場合は０)

・ ・

・ ・

令和

令和

3 4 1

4 3 31

円円円円

884,600,000

26

884,600,000

2524
円

2322

雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算

雇用者給与等支給額
(22)－(23)＋(24)

(マイナスの場合は０)
(22)－(23)

(マイナスの場合は０)

884,600,000

34
円

24,000,000

円

36

比 較 教 育 訓 練 費 の 額 の 計 算

38
24,065,000

比 較 教 育 訓 練 費 の 額
(37の計)÷(調整対象年度数)

48,130,000

24,000,000

24,130,000

37

計

24,130,000

35

教 育 訓 練 費 の 額事業年度又は連結事業年度
適用年度の月数

(34)の事業年度又は
連結事業年度の月数

改 定 教 育 訓 練 費 の 額
(35)×(36)

12

12

12

12

令和

令和

令和

令和

2

3

3

4

・

・

・

・

4

3

4

3

・

・

・

・

1

31

1

31

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

二
十
九
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■■別表六（三十一）／ [ 特別控除関連 ]-[ 別表六 ( 三十一 )] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

給与等の支給額が増加した場合の法人税額の
特別控除に関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

円

円

0.08018

17

24,065,000
16

26,000,000
15教 育 訓 練 費 の 額

10
31,600,000

853,000,000
9

円

884,600,000
8

0.0377

31,600,000
6

853,000,000
5

884,600,000
4

調

整

雇

用

者

給

与

等

支

給

増

加

額

の

計

算

教
育
訓
練
費
増
加
割
合
の
計
算

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
(別表六(三十一)付表一｢11｣)

雇 用 者 給 与 等 支 給 額
(別表六(三十一)付表一｢4｣)

雇用者給与等支給増加割合

((5)＝０の場合は０)

(6)

(5)

雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
(4)－(5)

(マイナスの場合は０)

調整雇用者給与等支給額
(別表六(三十一)付表一｢5｣)

(別表六(三十一)付表一｢12｣)

(8)－(9)

(マイナスの場合は０)

比 較 教 育 訓 練 費 の 額

教 育 訓 練 費 増 加 額
(15)－(16)

(マイナスの場合は０)

教 育 訓 練 費 増 加 割 合
(17)

(16)
((16)＝０の場合は０)

1,935,000

(13)
(12)

((12)＝０の場合は０)

(11)－(12)
(マイナスの場合は０)

継続雇用者給与等支給額 11

12

13

14

円

0

円

円

32

31

0
30

2,264,459
29

11,322,296

28

27

26

25

31,600,000
21

20

第

１

項

適

用

の

場

合

(別表六(三十一)付表二｢12｣)

(19)－(12)

(マイナスの場合は０)

税 額 控 除 限 度 額

0.05

調 整 前 法 人 税 額
(別表一｢2｣又は別表一の三｢2｣

当 期 税 額 基 準 額

(28)×
20
100

当 期 税 額 控 除 可 能 額

調整前法人税額超過構成額
(別表六(六)｢8の ｣)21

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額
(30)－(31)

第

２

項

適

用

の

場

合

税
額
控
除
限
度
額
又
は
中
小
企
業
者
等
税
額
控
除
限
度
額
の
計
算

0.1

( 7 )≧2. 5％の場合

0.15

24

23

22
( 1 4 ) ≧ 4 ％の 場合

0.1

((6)と(10)のうち少ない金額)
19

31,600,000

人

円

1

2

150,000,000

950

適 用 可 否 3

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 の 計 算

可

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

三
十
一
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給与等支給額及び比較教育訓練費の額
の計算に関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

円

6 9
円円

107

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算

適用年度の月数

8

12

12853,000,000

円

12

11
853,000,000

853,000,000

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
((7)－(8)＋(9))×(10)
(マイナスの場合は０)

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
((7)－(8))×(10)

(マイナスの場合は０)

・ ・

・ ・

令和

令和

3 4 1

4 3 31

円円円円

884,600,000

5

884,600,000

43
円

21

雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算

雇用者給与等支給額
(1)－(2)＋(3)

(マイナスの場合は０)
(1)－(2)

(マイナスの場合は０)

884,600,000

20
円

24,000,000

円

22

比 較 教 育 訓 練 費 の 額 の 計 算

24
24,065,000

比 較 教 育 訓 練 費 の 額
(23の計)÷(調整対象年度数)

48,130,000

24,000,000

24,130,000

23

計

24,130,000

21

教 育 訓 練 費 の 額事業年度又は連結事業年度
適用年度の月数

(20)の事業年度又は
連結事業年度の月数

改 定 教 育 訓 練 費 の 額
(21)×(22)

12

12

12

12

令和

令和

令和

令和

2

3

3

4

・

・

・

・

4

3

4

3

・

・

・

・

1

31

1

31

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 継 続 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算

継 続 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算

適用年度 前事業年度等

① ② ③

事業年度等又は連結事業年度等

継続雇用者に対する給与等の支給額

同 上 の う ち 雇 用 安 定 助 成 金 額

差 引

(14)－(15)＋(16)

適用年度の月数
(13の③)の月数

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び
継 続 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額

(17)又は((17)×(18))

13

14

15

16

17

18

19

円

令和 3 ・ 4 ・ 1

令和 4 ・ 3 ・ 31

・ ・

・ ・
円 円

0 0

円

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

三
十
一

付
表
一

■■別表六（三十一）付表一／ [ 特別控除関連 ]-[ 別表六 ( 三十一 ) 付表一 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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■■別表六（三十三）／ [ 特別控除関連 ]-[ 別表六 ( 三十三 )] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

事業適応設備を取得した場合等の法人税額の
特別控除に関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 の 計 算

20

19

18

17

16

15

税 額 控 除 限 度 額

100
3

＋(15)×
100
5

調 整 前 法 人 税 額

(13)×
20
100

当 期 税 額 基 準 額

((16)と(17)のうち少ない金額)
当 期 税 額 控 除 可 能 額

調整前法人税額超過構成額
(別表六(六)｢8の 23 ｣)

(18)－(19)
当 期 税 額 控 除 額

取 得 価 額 の 合 計 額
14

円

情

報

技

術

事

業

適

応

設

備

13

21

22

24

23

事

業

適

応

繰

延

資

産

支 出 し た 金 額 の 合 計 額
((12)の合計)

繰 延 資 産 税 額 控 除 限 度 額

100
3

＋(22)×
100
5

(13)×
20
100

当 期 税 額 基 準 額 残 額
－(18)

35
(20)＋(27)＋(34)

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額

25

26

27

事
業
適
応
繰
延
資
産

円

調整前法人税額超過構成額
(別表六(六)｢8の 24 ｣)

((23)と(24)のうち少ない金額)
当 期 税 額 控 除 可 能 額

(25)－(26)
当 期 税 額 控 除 額

28

29

31

30

生

産

工

程

効

率

化

等

設

備

等

32

33

34

調整前法人税額超過構成額
(別表六(六)｢8の 25 ｣)

((30)と(31)のうち少ない金額)
当 期 税 額 控 除 可 能 額

(32)－(33)
当 期 税 額 控 除 額

100
5

＋(29)×
100
10

(13)×
20
100

当 期 税 額 基 準 額 残 額
－(18)－(25)

取 得 価 額 の 合 計 額

機 械 設 備 等 の 概 要

事 業 種 目

支 出 年 月 日

細 目

9

8

7

6

5

3

2

1

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額

事業の用に供した年月日

10

種 類

取 得 年 月 日

積 立 金 計 上 額

第 項4

・10・14

円

4・10・1

自動車製造業

空間認識シュ
ミレータ

機械装置

・ ・

円

第 項4

・10・14

円

4・10・1

自動車製造業

車両シュミレ
ータ

機械装置

・ ・

円

第 項

・ ・

円

・ ・

・ ・

円

第 項

・ ・

円

・ ・

・ ・

円

第 項

・ ・

円

・ ・

・ ・

円

資

産

区

分

取

得

価

額

4

支 出 し た 金 額

11

12

差 引 改 定 取 得 価 額
(8)－(9)

事
業
適
応
繰
延

資

産

の

明

細

可
特 定 税 額 控 除 規 定 の 適 用 可 否

該当する場合又は中小企業者若しくは農業協同組合等である場合

別
表
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

三
十
三
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法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

当

期

分

同
上
の
う
ち

欠 損 金 額

(別表四 ｢52の①｣)

災 害 損 失 金

青 色 欠 損 金

合 計
202,436,580

欠 損 金 の 繰 戻 し 額

16

12

11

10

7

6

8

資産の滅失等により生じた損失の額

災 害 を 受 け た 資 産 の 別

災 害 の 種 類

計

(7)＋(8)＋(9)

差 引 災 害 に よ り 生 じ た 損 失 の 額

(10)－(11)

繰 越 控 除 の 対 象 と な る 損 失 の 額

当 期 の 欠 損 金 額

(別表四 ｢52の①｣)

被 害 資 産 の 原 状 回 復 の た め の

費 用 等 に 係 る 損 失 の 額

被 害 の 拡 大 又 は 発 生 の 防 止

の た め の 費 用 に 係 る 損 失 の 額
9

保 険 金 又 は 損 害 賠 償 金 等 の 額

中間申告における災害損失欠損金の繰戻し額

13

14

15
繰戻しの対象となる災害損失欠損金額

同上のうち所得税額の還付又は欠損金の

繰 戻 し の 対 象 と な る 災 害 損 失 金 額

災害のやんだ日又はやむを

固 定 資 産 計

① ＋ ②

① ③②

棚 卸 資 産

円

        ・    ・    

円

円

得 な い 事 情 の や ん だ 日

災 害 に よ り 生 じ た 損 失 の 額 の 計 算

事 業 年 度 区 分
控 除 未 済 欠 損 金 額

3

当 期 控 除 額 翌 期 繰 越 額

54

円 円   ・  ・  

   ・  ・  

0
円平成 30・ 4・ 1

平成 31・ 3・31 960,000 960,000

平成 31・ 4・ 1

令和  2・ 3・31 1,580,0001,580,000 0

令和  2・ 4・ 1

令和  3・ 3・31 46,263,420248,000,000 201,736,580

令和  3・ 4・ 1

令和  4・ 3・31 0700,000 700,000

   ・  ・  

   ・  ・  

   ・  ・  

   ・  ・  

   ・  ・  

   ・  ・  

   ・  ・  

   ・  ・  

   ・  ・  

   ・  ・  

計 48,803,420 202,436,580251,240,000

97,606,841

円

48,803,420

円控 除 前 所 得 金 額

(別表四「43の①」) 50又は100

100

損 金 算 入 限 度 額

(1)×
1 2

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

別
表
七

■■別表七 ( 一 ) ／ [ 別表七 ( 一 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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■■別表七（一）付表五／ [ 別表七 ( 一 ) 付表五 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

認定事業適応法人の欠損金の損金算入の特例に
関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

投 資 の 額 の 累 計 額

1

3

4

2

5

6

投 資 額 残 額 の 計 算

97,606,841

円

0

48,803,421

円

50,000,000

円

50,000,000

円

欠 損 控 除 前 所 得 金 額

(別表七(一)「1」)

(前期以前の(6)の合計額)

投 資 額 残 額

(3)－(4)

(12の計)

所 得 限 度 額

(別表七(一)「1」－「2」)

超 過 控 除 対 象 額 の 計 算

特 例 事 業 年 度

7 8 9 10 11 12

特例対象控除
未済欠損金額

( 7 ) の う ち

(7)－(8)

損金算入限度
超 過 額

投 資 額 残 額

円

960,000

円

960,000

円

0

円

50,000,000

円

48,803,421

円

0

平成 30・ 4・ 1

平成 31・ 3・31

1,580,000 1,580,000 0 50,000,000 48,803,421 0

平成 31・ 4・ 1

令和  2・ 3・31

0

計

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

別
表
七

付
表
五
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法

人

税

申

告

受取配当等の益金不算入に関する明細書
法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

1

2

3

4

5

8

7

6

9

11

10

(別表八(一)付表一｢9の計｣)

関

連

法

人

株

式

等

受 取 配 当 等 の 額

(別表十七(一)｢35｣と別表十七(二の二)｢

29 ｣のうち多い金額)又は(別表十七(二の

二)｢3 4 ｣と別表十七の三(二)｢ 1 7 ｣のうち

多い金額)

計
(3)－(4)－(5)＋(6)

総 資 産 価 額
(29の計)

期末関連法人株式等の帳簿価額
(30の計)

(7)×
(9)

(8)

負

債

利

子

等

の

額

の

計

算

当期に支払う負債利子等の額

超 過 利 子 額 の 損 金 算 入 額

(別表十七(二の三)｢10｣)

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

円

13

その他株式等に係る受取配当等の額
(別表八(一)付表一｢26の計｣)

12(別表八(一)付表一｢33の計｣)

14

24

23

22

21

20

19

17

16

15

26

関

連

法

人

株

式

等

負

債

利

子

等

の

額

の

計

算

当期に支払う負債利子等の額

受 取 配 当 等 の 額

(別表八(一)付表一｢16の計｣)

計
(16)－(17)＋(18)

負 債 利 子 控 除 割 合
(21)
(20)

(19)×(22)

超 過 利 子 額 の 損 金 算 入 額

(別表十七(二の三)｢10｣)

(別表十七(一)｢35｣と別表十七(二の二)｢

29 ｣のうち多い金額)又は(別表十七(二の

二)｢3 4 ｣と別表十七の三(二)｢ 17 ｣のうち

多い金額)

(別表八(一)付表一｢9の計｣)

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

円

円

18

25

その他株式等に係る受取配当等の額
(別表八(一)付表一｢26の計｣)

(別表八(一)付表一｢33の計｣)

当年度実績により負債利子等の額を計算する場合 基準年度実績により負債利子等の額を計算する場合

円

連結法人に支払う負債 総 資 産 価 額
(27)－(28)

期末関連法人株式等の
帳 簿 価 額

円 円円

前 期 末 現 在 額

当 期 末 現 在 額

区 分
総 資 産 の 帳 簿 価 額

計

30292827

当 年 度 実 績 に よ る 場 合 の 総 資 産 価 額 等 の 計 算

別
表
八

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

■■別表八 ( 一 ) ／ [ 別表八 ( 一 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

■■別表八 ( 一 ) 付表一／ [ 別表八 ( 一 ) 付表一］メニュー 

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

法人名事 業

年 度
ＯＢＣ商事株式会社

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31

27

28

29

30

31

32

33

非

支

配

目

的

株

式

等

法 人 名 又 は 銘 柄

本 店 の 所 在 地

基 準 日 等

保 有 割 合

受 取 配 当 等 の 額

(31)-(32)

円 円 円 円

計

円

そ

の

他

株

式

等

21

22

23

24

25

26

法 人 名

本 店 の 所 在 地

保 有 割 合

受 取 配 当 等 の 額

(24)-(25)

40,000
円

0

40,000

東京都新宿区

200,000
円

0

200,000

70,000
円

0

70,000

千葉県千葉市

100,000
円

0

100,000

計

410,000
円

0

410,000

関

連

法

人

株

式

等

法 人 名

本 店 の 所 在 地

保 有 割 合

受 取 配 当 等 の 額

10

11

12

15

14

13

(14)－(15) 16

(16)×0.04
17

(16)
(16の計)

18

付表二｢14｣))×(18)

19

20(16)－((17)又は(19))

円

円

円

円

円

円

円

円

計

円

円

受 取 配 当 等 の 額 の 明 細

6

7

8

9

法 人 名

受 取 配 当 等 の 額

本 店 の 所 在 地

円 円 円 円

計

円

支 払 利 子 等 の 額 の 明 細

1令 第 1 9 条 第 2 項 の 規 定 に よ る 支 払 利 子 控 除 額 の 計 算 ・不適用適用

4

5

3

2当 期 に 支 払 う 利 子 等 の 額

別表十七の三(二)｢17｣のうち多い金額)

超 過 利 子 額 の 損 金 算 入 額
(別表十七(二の三))｢10｣)

支 払 利 子 等 の 額 の 合 計 額
(2)－(3)＋(4)

円 円

別
表
八

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

付
表
一
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法

人

税

申

告

外国子会社から受ける配当等の益金不算入等に
関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

外

国

子

会

社

の

名

称

等

益

金

不

算

入

額

等

の

計

算

11

名 称

5

3

2

1

6

7

8

10

18

9

20

22

支 払 義 務 確 定 日

発 行 済 株 式 等 の 保 有 割 合

本
店
又
は
主
た

国 名 又 は 地 域 名

所 在 地

る
事
務
所
の
所

在

剰余金の配当等の額に係る費用相当額
((9)－(16))×５％

(別表十七(三の七)｢23｣＋｢24｣)

(19)＋(20)＋(21)

発 行 済 株 式 等 の 通 算 保 有 割 合

主 た る 事 業 4

支 払 義 務 確 定 日 ま で の 保 有 期 間

剰 余 金 の 配 当 等 の 額

12

13

14

15

16

17

益
金
不
算
入
の
対
象
と
な
ら
な
い
損
金
算
入
配
当

等
の
額
の
計
算

損

金

算

入

対

応

受

取

配

当

等

の

額

の

計

算

((9)又は(15))

(16)に対応する外国源泉税等の額

((10)又は(10)×
(13)
(14)

)

損金算入対応受取配当等の額

(9)×
(13)
(14)

(9)－(16)－(18)
19

21

23

24

25

(別表十七(三の七)｢28｣)

(別表十七(三の七)｢25｣)

(23)－(24)
(マイナスの場合は0)

(10)－(17)

26
益 金 不 算 入 と さ れ る 剰 余 金 の 配 当 等 の 額 の 合 計

((22)欄の合計) 0

円

損 金 不 算 入 と さ れ る 外 国 源 泉 税 等 の 額 の 合 計
((25)欄の合計)

27
0

AustraliaCorpor
ation

オーストラリア

円
245,800.00 )(

23,351,000

AUD

( )29,496.00
円

2,802,120

AUD

90

80 ％

％15.27

令和  5・ 3・31

輸入業

円
)(

円
)(

円
)(

円
)(

23,351,000

AUD

円
)(

2,802,120

AUD

0

0

・有 無

・有 無

円
)(

( )
円

％

％

       ・  ・  

円
)(

円
)(

円
)(

円
)(

円
)(

・有 無

・有 無

円
)(

( )
円

％

％

       ・  ・  

円
)(

円
)(

円
)(

円
)(

円
)(

・有 無

・有 無

円
)(

( )
円

％

％

       ・  ・  

円
)(

円
)(

円
)(

円
)(

円
)(

・有 無

・有 無

別
表
八

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

■■別表八 ( 二 ) ／ [ 別表八 ( 二 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

個別評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入
に関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

債

務

者

住 所 又 は 所 在 地 1

2

個 別 評 価 の 事 由 3

4

5

6

当 期 繰 入 額

個 別 評 価 金 銭 債 権 の 額

繰

入

限

度

額

の

計

算

7

8

9

10

11

13

14

15

16

17

繰

入

限

度

額

20

22

23

24

12

(8)＋(9)＋(10)

その他による取立て等の見込額

同 上 の 発 生 時 期

21

氏 名 又 は 名 称

(外国政府等の別)

(6)のうち5年以内に弁済される金額

の
う
ち
取
立
て
等
の
見
込
額

(6)

部分の金額
(6)のうち実質的に債権とみられない

(6)－(7)－(11)－(12)

(13)
令 第 9 6 条 第 1 項 第 1 号 該 当

(13)
令 第 9 6 条 第 1 項 第 2 号 該 当

(13)×50％
令 第 9 6 条 第 1 項 第 3 号 該 当

(13)×50％
令 第 9 6 条 第 1 項 第 4 号 該 当

(前期の(19))

その対象となった金額

場合の(21)の金額

(前期の(6))
前期の個別評価金銭債権の額

19貸
倒
実
績
率
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
金
額
の
明
細

(5)－((14)、(15)、(16)又は(17))
繰 入 限 度 超 過 額

18

渋谷区北
１－１０－８

渋谷電気
株式会社

( )

令第96条第１項
3 号 該当

700,000

700,000

1,400,000

700,000

100,000

800,000

200,000

1,000,000

500,000

100,000

750,000

円

1,400,000

750,000

練馬区北町
２－８－６

練馬電気
株式会社

( )

令第96条第１項
3 号 該当

250,000

100,000

250,000

1,600,000

300,000

300,000

100,000

500,000

200,000

700,000

200,000

150,000

100,000

500,000

円

1,000,000

150,000

350,000

( )

令第96条第１項
号 該当

円

( )

令第96条第１項
号 該当

円

3,000,000

950,000

1,000,000

100,000

950,000

150,000

1,250,000

円

円

計

2,400,000

150,000

1,100,000

別
表
十
一

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

■■別表十一 ( 一 ) ／ [ 引当金関連 ]-[ 別表十一 ( 一 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入
に関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

1

2

3

4

5

6

442,359,300

0.0936

法 定 の 繰 入 率

当 期 繰 入 額

貸 倒 実 績 率

(17)

繰 入 限 度 額

（(2)×(3)）又は（(4)×(5)）

繰

入

限

度

額

の

計

算

期 末 一 括 評 価 金 銭 債 権 の

(24の計)

帳 簿 価 額 の 合 計 額

円

4,000,000

実質的に債権とみられないもの

銭 債 権 の 帳 簿 価 額 の 合 計 額
(26の計)

の額を控除した期末一括評価金

円

442,359,300

円

41,404,830

1,000

0

8
(1)－ ((6)又は(7))

繰 入 限 度 超 過 額

104又は102

の 繰 入 限 度 額

公 益 法 人 等 ・ 協 同 組 合 等

(6)×
100

7

9

10

11

14

13

12

令第96条第6項第2号イの

計額
貸倒れによる損失の額の合

損金の額に算入された令第

の合計額
96条第６項第２号ロの金額

(11)＋(12)＋(13)－(14)

損金の額に算入された令和

号ハの金額の合計額
２年旧令第96条第６項第２

354,000

円

2,485,300

586,500

前３年内事業年度(設立事業年度

連結事業年度)末における一括評
である場合には当該事業年度又は

価金銭債権の帳簿価額の合計額

828,433

(9)

業年度及び連結事業年度の数

前３年内事業年度における事

15

77,500
16

0.093617

232,500

貸

倒

実

績

率

の

計

算
12

(15)×

貸 倒 実 績 率 (16)

(10)(小数点以下4位未満切上げ)

一 括 評 価 金 銭 債 権 の 明 細

勘 定 科 目

24 25 26

期 末 残 高

2321201918

税務上貸倒

される額及
び売掛債権
等に該当し

ものとみな
れがあった

ないものの
額

(18)のうち 個別評価の
対象となっ
た売掛債権
等の額及び
非適格合併
等により合
併法人等に
移転する売

額
掛債権等の

売 掛 債 権
等 と み な
さ れ る 額
及 び 貸 倒
否認額

の法人に対
する売掛債
権等の額

連結完全支
配関係又は
完全支配関
係がある他

期 末 一 括
評 価 金 銭
債 権 の 額

(18)＋(19)－
(20)－(21)－
(22)－(23)

実 質 的 に
債 権 と み
ら れ な い
ものの額

差 引 期 末

(24)－(25)

金 銭 債 権
一 括 評 価

の 額

該当する法

権以外の金
号の金銭債
条第９項各
人の令第96

銭債権の額

法第52条第

22

円 円 円 円 円 円 円 円
受取手形

円

割引手形

売 掛 金

仮 払 金

計

の 間 に 開 始 し た 各 事 業 年 度 末 の

一 括 評 価 金 銭 債 権 の 額 の 合 計 額

27

28

29

30

円

円

同上の各事業年度末の実質的に債権

とみられないものの額の合計額

債 権 か ら の 控 除 割 合

(小数点以下3位未満切捨て)

(28)

(27)

実質的に債権とみられないものの額

(24の計)×(29)

基準年度の実績により実質的に債権とみられないものの額を計算する場合の明細

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

一
の
二

別
表
十
一

■■別表十一 ( 一の二 ) ／ [ 引当金関連 ]-[ 別表十一 ( 一の二 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

返品調整引当金の損金算入に関する明細書 法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

8

13

10

11

12

9

7,045,916

27,107,740

1,152,540,000

当 期 繰 入 額

43,606,084

1,854,000,200

繰

入

限

度

額

の

計

算

売
上
高
基
準
に
よ
る
場
合

売
掛
金
基
準
に
よ
る
場
合

当期末における対象事

業に係る売掛金の合計

額

繰 入 限 度 額

(9)×(3)×(7)×
10
8

当期末以前２月間の対

象事業に係る棚卸資産

の総売上高

繰 入 限 度 超 過 額

(8) － ((10)又は(12))

50,652,000

円

繰 入 限 度 額

(11)×(3)×(7)×
10
8

0.9800000000

3

2

7

6

5

1

4

売

買

利

益

率

の

計

算

返

品

率

の

計

算

44,308,220

0.0300000000

164,550,000

2,171,102,780

当期及び当期前１年以内

に開始した各期の対象事

業に係る棚卸資産の総売

上高

当期及び当期前１年以内

に開始した各期の対象事

業に係る棚卸資産の買戻

しの額の合計額

返 品 率
(2)

(1)

当期の対象事業に係る棚

卸資産の純売上高

同上に係る売上原価と販

売手数料の合計額

(6)
売 買 利 益 率

(4)

差引利益の額 (4)－(5)

円

5,485,000,000

円

2,215,411,000

別
表
十
一

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

■■別表十一 ( 二 ) ／ [ 引当金関連 ]-[ 別表十一 ( 二 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

寄附金の損金算入に関する明細書
法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

一

般

寄

附

金

の

損

金

算

入

限

度

額

の

計

算

所 得 金 額 仮 計
(別表四｢26の①｣)

支
出
し
た
寄
附
金
の
額

指 定 寄 附 金 等 の 金 額
(41の計)

特 定 公 益 増 進 法 人 等 に
(42の計)対 す る 寄 附 金 額

そ の 他 の 寄 附 金 額

計
(1)＋(2)＋(3)

完 全 支 配 関 係 が あ る
法 人 に 対 す る 寄 附 金 額

計
(4)＋(5)

寄 附 金 支 出 前 所 得 金 額

(マイナスの場合は0)
(6)＋(7)

2.5又は1.25
同 上 の 相 当 額

100

(マイナスの場合は0)

同 上 の 月 数 換 算 額

(10)×

2.5
相 当 額同 上 の

1,000

((9)＋(12)) ×

14

13

12

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

375,000

150,000,000

91,021,770

1,456,000

1,456,000

796,000

160,000

2,311,944

150,000,000

92,477,770

11

671,736

500,000
円

指 定 寄 附 金 等 の 金 額
(1)

×(8)

寄附金支出前所得金額の 相 当 額特

定

公

益

増

進

法

人

等

に

対

す

る

寄

附

金

の

特

別

損

金

算

入

限

度

額

の

計

算

(11)×

×((14)＋(15))

((2)と((14)又は(16))のうち少ない金額)

(4)－(19)

損

金

不

算

入

額

(20)－((9)又は(13))－(17)－(18)
国外関連者に対する寄附金額及び
本店等に対する内部寄附金額 (19)

(5)
計

(21)＋(22)＋(23)

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24 124,264

124,264

1,456,000

500,000

160,000

3,171,180

5,779,860

562,500

国 外 関 連 者 に 対 す る 寄 附 金 額 及 び
本 店 等 に 対 す る 内 部 寄 附 金 額

公 益 法 人 等 の 場 合公 益 法 人 等 以 外 の 法 人 の 場 合

34

33

32

31

30

29

28

27

26

25

円

35

36

37

38

39

40

所 得 金 額 仮 計
(別表四｢26の①｣)

そ の 他 の 寄 附 金 額

支

出

し

た

寄

附

金

の

額
計

(25)＋(26)＋(27)

寄 附 金 支 出 前 所 得 金 額

(マイナスの場合は0)
(28)＋(29)

20又は50

100
同 上 の 相 当 額

同 上 以 外 の み な し 寄 附 金 額

長期給付事業への繰入利子額

損

金

算

入

限

度

額

の

計

算

(別表十四(二)付表｢3｣)

損 金 算 入 限 度 額

指 定 寄 附 金 等 の 金 額
(41の計)

(28)－(36)

損

金

不

算

入

額

(37)－(34)－(35)

国外関連者に対する寄附金額及び

(36)

計
(38)＋(39)

国 外 関 連 者 に 対 す る 寄 附 金 額 及 び
完全支配関係がある法人に対する寄附金額

指 定 寄 附 金 等 に 関 す る 明 細

寄 附 金 額
41告 示 番 号寄 附 先 寄 附 金 の 使 途寄 附 し た 日

令和  4 ・  4 ・ 20 （宗）幸福寺 平19年告示 172号 重要文化財保存費用 400,000
円円

令和  5 ・  2 ・  1 平20年告示 185号 留学費用援助 100,000（財）海外留学センター

500,000計

特 定 公 益 増 進 法 人 若 し く は 認 定 特 定 非 営 利 活 動 法 人

等 に 対 す る 寄 附 金 又 は 認 定 特 定 公 益 信 託 に 対 す る 支 出 金 の 明 細
寄 附 金 額 又 は 支 出 金 額

42所 在 地寄 附 先 又 は 受 託 者寄附した日又は支出した日 寄 附 金 の 使 途 又 は 認 定
特 定 公 益 信 託 の 名 称

令和  4 ・  4 ・ 21 （財）医療研究所 神奈川県鎌倉市 試験研究費 100,000
円円

令和  5 ・  1 ・ 25 東京都文京区 試験研究費 60,000（学）東京大学

160,000計

その他の寄附金のうち特定公益信託（認定特定公益信託を除く｡）に対する支出金の明細

所 在 地受 託 者支 出 し た 日 特 定 公 益 信 託 の 名 称 支 出 金 額

円円

別
表
十
四

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

■■別表十四 ( 二 ) ／ [ 別表十四 ( 二 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

当

期

の

公

益
目

的

事

業

に

係
る

費

用

の

額

み な し 寄 附 金 額 1

2

4

5

6

7

8

9

10

3

11

12

13

14

15

17

当

期

の

公

益
目

的

事

業

に

係
る

収

入

の

額

公 益 目 的 保 有 財 産 処 分 収 入 額公 益 目 的 保 有 財 産 取 得 支 出 額

公 益 目 的 事 業 に 係 る 経 常 費 用 の 額

同上のうち公益目的保有財産の償却費の額
公 益 目 的 事 業 に 係 る 経 常 収 益 の 額

1,235,000

466,000

3,432,0003,898,000

553,000

1,000,000 485,000

(30の計)

公益資産取得資金増加額のうち当期積立基
準額を超えない部分の金額

（42の計）

公益目的保有財産とした公益目的保有財
産以外の財産の額

差 引 計
(4)－(5)＋(6)＋(7)＋(8)＋(9)

（22の計）

公益目的保有財産以外の財産とした公益
目的保有財産の額

公 益 法 人 特 別 限 度 額

（(1)と(2)のうち少ない金額）

10,000,000

466,000

公 益 資 産 取 得 資 金 減 少 額
（35の計）

計
(11)＋(12)＋(13)＋(14)＋(15)＋(16)

16
358,000

3,580,000

2,589,000

公 益 目 的 事 業 実 施 必 要 額 の 計 算

公 益 目 的 事 業 実 施 必 要 額
(10)－(17)

当

期

積

立

基

準

額

の

計

算

当 期 末 に お け る 積 立 限 度 額

特定費用準備資金の目的である活動の内容

特 定 費 用 準 備 資 金 の 積 立 期 間 の 末 日

当 期 積 立 額

当 期 取 崩 額

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

①＋②＋③③②①

前 期 ま で に 取 り 崩 し た 金 額

前 期 ま で に 積 み 立 て た 金 額

当 期 積 立 基 準 額
(27)×(28)

当該事業年度の月数

前期末積立累計額控除後の積立限度額
(24)－((25)－(26))

（マイナスの場合は０）

当 期 増 加 額
(20)－(21)

（マイナスの場合は０）

当 期 減 少 額
(21)－(20)

（マイナスの場合は０）

（(23)と(29)のうち少ない金額）

公益目的事業に係る特定費用準備資金の明細及び当期増加額のうち当期積立基準額を超えない部分の金額の計算

④＋⑤＋⑥⑥⑤④

1,000,000

850,000

150,000

計

当
期
積
立
基
準
額
の
計
算

資 産 取 得 資 金 の 積 立 期 間 の 末 日

当 期 末 公 益 資 産 取 得 資 金 額

前 期 末 公 益 資 産 取 得 資 金 額

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

⑦ ⑦＋⑧＋⑨⑨⑧

当 期 積 立 基 準 額
(39) × (40)

当該事業年度の月数

前期末公益資産取得資金額控除後の最低額
(37)－(38)

（マイナスの場合は０）

当 期 増 加 額
(33)－(34)

（マイナスの場合は０）

当 期 減 少 額
(34)－(33)

（マイナスの場合は０）

（(36)と(41)のうち少ない金額）

公益資産取得資金の明細及び当期増加額のうち当期積立基準額を超えない部分の金額の計算

⑩＋⑪＋⑫⑫⑪⑩

資産取得資金の対象となる資産の名称及び資
産取得資金の目的

前 期 末 公 益 資 産 取 得 資 金 額
(34)

0

0

853,500

401,500

853,500

7
7

0

1,255,000

計

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

付
表

別
表
十
四

■■別表十四 ( 二 ) 付表／ [ 別表十四 ( 二 ) 付表］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

譲 受 法 人 名

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

譲 渡 収 益 の 額

譲 渡 年 月 日

譲 渡 損 益 調 整 資 産 の 種 類

20,000,000

0

20,000,000

20,000,000

20,000,000

30,000,000

50,000,000

円

月

円

円

月

･譲 渡 償 却

土地

ＯＢＣ百貨
店

10,000,000

0

30,000,000

20,000,000

円

10,000,000

96

月

520,833

9,479,167

5

円

円

月

520,833

･譲 渡 償 却

建物

ＯＢＣ物産

円

月

円

円

月

･譲 渡 償 却

円

月

円

円

月

･譲 渡 償 却

20,000,000

10,000,000

520,833

9,479,167

計

20,000,000

円

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

調 整 前 譲 渡 利 益 額
(4)－(5)（マイナスの場合は０）

圧 縮 記 帳 等 に よ る 損 金 算 入 額

譲 渡 原 価 の 額

当期に譲受法人において生じた調整事由

譲 渡 利 益 額
(6)－(7)

当期が譲渡年度である場合の損金算入額
(8)

譲 渡 損 失 額
(5)－(4)(マイナスの場合は０)

当期が譲渡年度である場合の益金算入額
(10)

譲
渡
利
益
額
の
調
整

(8)のうち期首現在で益金の額に算入

(前期の(14))
されていない金額

翌期以後に益金の額に算入する金額
((8)又は(12))－(13)

当 期 益 金 算 入 額
簡便法により計算する場合
には､(21)又は(25)の金額

減

価

償

却

資

産

当 期 益 金 算 入 額

(8)
(20)

(19)
×

償 却 期 間 の 月 数

譲受法人が適用
する耐用年数 ×12

当 期 損 金 算 入 額

×
(20)

(19)
(10)

簡

便

法

に

よ

り

当

期

益

金

算

入

額

又

は

当

期

損

金

算

入

額

を

計

算

す

る

場

合

繰

延

資

産

支出の効果の及ぶ期間の月数

当 期 益 金 算 入 額

(8)
(24)

(23)
×

当 期 損 金 算 入 額

×
(24)

(23)
(10)

譲
渡
損
失
額
の
調
整

当 期 損 金 算 入 額
簡便法により計算する場合
には､(22)又は(26)の金額

翌期以後に損金の額に算入する金額
((10)又は(15))－(16)

(10)のうち期首現在で損金の額に算入

(前期の(17))
されていない金額

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
十
四

■■別表十四 ( 六 ) ／ [ 別表十四 ( 六 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

交際費等の損金算入に関する明細書 法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

0

4

5

3

1

円

0

7,394,640

支 出 交 際 費 等 の 額

(８ の 計)

中小法人等の定額控除限度額

12
12

損 金 不 算 入 額

(１) － (４)

損 金 算 入 限 度 額

(２)又は(３)

円

7,394,640

2

0
(９の計)×

100
50

科 目

6 7 8

差引交際費等の額
控除される費用の額

交際費等の額から

9

支 出 額
飲 食 費 の 額

( ８ ) の う ち 接 待

交 際 費

円円円円

779,440 7,394,6408,174,080

計

8,174,080 07,394,640779,440

別
表
十
五

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

■■別表十五／ [ 別表十五］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

旧定額法又は定額法による減価償却資産
の償却額の計算に関する明細書

法人名 ＯＢＣ商事株式会社

( )

事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31

15

14損金に計上した当期償却額

13

12積 立 金 の 期 中 取 崩 額

11期 末 現 在 の 積 立 金 の 額

8

差 引 帳 簿 記 載 金 額

7取 得 価 額 又 は 製 作 価 額

6耐 用 年 数

5事 業 の 用 に 供 し た 年 月

4取 得 年 月 日

3細 目

2構 造

1

9

10

16(13)＋(14)＋(15)
合 計

(10)－(11)－(12)

期末現在の帳簿記載金額
償却額計算の対象となる

(7)－(8)
差 引 取 得 価 額

種 類

残 存 価 額

計

増 加 償 却 額

算 出 償 却 額

定 額 法 の 償 却 率

算 出 償 却 額

計

算 出 償 却 額

差 引 取 得 価 額 × 5 ％

(21)×割増率
増 加 償 却 額

(9)×

29

28

27

26

24

23

22

21

20

19

18

17

(27)＋(28)

(27)×割増率

(19)×(20)

(9)－(17)

25
(9)

(25)×(26)

平
成
1 9
年
３
月
31

日
以
前
取
得
分

19
年
４
月
１

の場合

の場合

当期分の普通償却限度額等

34

33

32

31

30

(30)＋(32)＋(33)
合 計

特 別 償 却 限 度 額

適 用 条 項
租 税 特 別 措 置 法

(23)、(24)又は(29)
特
別
償
却
又

に
よ
る
特
別

は
割
増
償
却

償
却
限
度
額

(34)－(35)
償 却 超 過 額

(35)－(34)

35

36

37

償 却 不 足 額

当 期 償 却 額

42

41差引合計翌期への繰越額

39

38前 期 か ら の 繰 越 額

40

償却不足によるもの

に よ る も の

(37)＋(38)－(39)－(40)

当 期 分 不 足 額

(42)－(43)
差 引 翌 期 へ の 繰 越 額

46

45

44

43

積 立 金 取 崩 し

当
期
損
金

認

容

額

47

資

産

区

分

取

得

価

額

帳

簿

価

額

当

期

分

の

普

通

償

却

限

度

額

等

差

引

償

却

超

過

額

特
別
償
却
不
足
額

合 併 等 特 別 償 却 不 足 額

備考

当
期
分
の
償
却
限
度
額

2,604,960

2,580,000

24,960

171,600

171,600

4,400,000

0.039

171,600

196,560

2,300,000

200,000

1,350,000

4,400,000

3,850,000

196,560

171,600

5,076,560

2,580,000

26

事務所

木 造

建 物

5,600,000

1,200,000

条 項
( )

年

( )

( )

外

外 円

円

円

円

外

外△

平成 21年  8月

平成21・ 8・10

外

1,564,040

1,500,000

64,040

175,000

175,000

3,500,000

0.050

175,000

239,040

1,500,000

3,500,000

1,500,000

239,040

175,000

3,239,040

1,500,000

20

倉 庫

木 造

建 物

3,500,000

条 項
( )

年

( )

( )

外

外 円

円

円

円

外

外△

平成 23年 11月

平成23・11・ 1

外

4,169,000

4,080,000

89,000

346,600

346,600

7,900,000

346,600

435,600

3,800,000

200,000

1,350,000

7,900,000

5,350,000

435,600

346,600

8,315,600

4,080,000

【小 計】

9,100,000

1,200,000

条 項
( )

年

( )

( )

外

外 円

円

円

円

外

外△

      ・  ・

外

9,000

2,560

1,253,160

9,000

1,200,000

62,160

80,400

80,400

1,200,000

0.067

80,400

152,560

1,300,000

550,000

1,200,000

1,850,000

152,560

90,400

10,000

2,652,560

1,200,000

15

金 属 製

器具・備品

2,400,000

1,200,000

条 項
( )

年

( )

( )

外

外 円

円

円

円

外

外△

平成 21年  4月

平成21・ 4・ 1

外

21,000

21,000

168,000

168,000

1,680,000

0.100

168,000

189,000

1,680,000

1,680,000

1,680,000

189,000

168,000

1,869,000

10

そ の 他

同    左

1,680,000

条 項
( )

年

( )

( )

外

外 円

円

円

円

外

外△

平成 29年  4月

平成29・12・24

外

2

／

1
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法

人

税

申

告

旧定率法又は定率法による減価償却資産
の償却額の計算に関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

資

産

区

分

種 類

構 造

細 目

取 得 年 月 日

事 業 の 用 に 供 し た 年 月

耐 用 年 数

1

2

3

4

5

6

取

得

価

額

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額 7

8

9

18

17

16

15

14

13

12

11

10償

却

額

計

算

の

基

礎

と

な

る

額

償却額計算の対象となる

期 末 現 在 の 積 立 金 の 額

積 立 金 の 期 中 取 崩 額

差 引 帳 簿 記 載 金 額

損金に計上した当期償却額

合 計

算 出 償 却 額

計

算 出 償 却 額

増 加 償 却 額

差引取得価額×５％ 19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32
計

増 加 償 却 額

改 定 償 却 額

償 却 保 証 額

調 整 前 償 却 額

定 率 法 の 償 却 率

改 定 償 却 率

改定取得価額

33

(18)×(20)

(21)×割増率

(18)×(25)

(９)×(27)

(29)×(30)

保 証 率

月
31

３
年
19

平
成

19

年

４

月

１

日

以

後

取

得

分

100
5(９)×

60
12

当
期
分
の
償
却
限
度
額

36

37

38

特 別 償 却 限 度 額

当期分の普通償却限度額等

35

34

合 計
(34)＋(36)＋(37)

（23)、（24)又は(33)

適 用 条 項
租 税 特 別 措 置 法

当 期 償 却 額 39
償 却 不 足 額

償 却 超 過 額

40

41

差
引

償

却

超

過

額

特
別
償
却
不
足
額

前 期 か ら の 繰 越 額 42

償却不足によるもの

積 立 金 取 崩 し

43

44
差引合計翌期への繰越額 45

47

48差 引 翌 期 へ の 繰 越 額

49

50当 期 分 不 足 額

46

に よ る も の

(41)＋(42)－(43)－(44)

(46)－(47)

認

容

額

・ ・
・・

51
適格組織再編成により引き継ぐべき

期末現在の帳簿記載金額

(10)－(11)－(12)

(13)＋(14)＋(15)

(16)－(17)

当

期

分

の

普

通

償

却

限

度

額

等

差 引 取 得 価 額
(７)－(８)

合 併 等 特 別 償 却 不 足 額
(((40)－(43))と(36)のうち少ない金額)

(39)－(38)

備考

(38)－(39)

35

工 場

金属造

建 物

外△

外

外

外

円

円

円

円

円

)(

)(

外

年

5,473,035

5,473,035

5,473,035

4,933,440

539,595

円

1,766,733

0.01532

5,473,035

0.071

77,085,000

77,085,000

4,933,440

72,151,560

72,151,560

115,322,000

115,322,000

平成 22年  4月

項
( )

条

・ ・22  4  1平成

26

事務所

木 造

建 物

外△

外

外

外

円

円

円

円

円

)(

)(

外

年

1,042,329

1,042,329

64,000

1,106,329

920,000

186,329

64,000

8,336

55,664

64,000

64,000

64,000

64,000

円

503,217

0.01989

1,042,329

0.096

10,857,600

10,921,600

64,000

920,000

9,937,600

9,937,600

25,300,000

25,300,000

平成 21年  8月

項
( )

条

・ ・21  4  1平成

24

住 宅

木 造

建 物

外△

外

外

外

円

円

円

円

円

)(

)(

外

年

1,012,308

1,012,308

202,461

1,214,769

1,100,000

114,769

101,736

53,876

47,860

60,893

53,876

7,017

7,017

円

258,840

0.02157

1,012,308

0.104

9,733,736

9,733,736

101,736

1,100,000

8,532,000

8,532,000

12,000,000

12,000,000

平成 20年 12月

項
( /20

１
)

４７
100

条

・ ・20 10  1平成

16

倉 庫

木 造

建 物

外△

外

外

外

円

円

円

円

円

)(

)(

外

年

732,525

732,525

732,525

800,000

67,475

67,475

円

418,235

0.04294

732,525

0.125

5,860,200

5,860,200

800,000

5,060,200

5,060,200

9,740,000

9,740,000

平成 27年  4月

項
( )

条

・ ・27  3 15平成

10

製造設備

機械及び装置

外△

外

外

外

円

円

円

円

円

)(

)(

外

年

18,952,167

18,952,167

18,952,167

0

18,952,167

円

11,038,062

0.06552

18,952,167

0.200

94,760,838

94,760,838

94,760,838

94,760,838

168,468,600

168,468,600

平成 27年  5月

項
( )

条

・ ・27  4  1平成

別
表
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法

人

税

申

告

旧国外リース期間定額法若しくは旧リース期間

定額法又はリース期間定額法による償却額の計

算に関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

資

産

区

分

細 目

種 類

構 造

契 約 年 月 日 4

3

2

1

5

償

却

額

計

算

の

基

礎

と

な

る

金

額

30

31

32

33

前 期 か ら の 繰 越 額

償却不足によるもの

差引合計翌期への繰越額

当

期

損

金

認

容

額

(29)＋(30)－(31)－(32)

備考

旧

リ

ー

ス

期

間

定

額

法

取得価額又は製作価額

差 引 取 得 価 額

見 積 残 存 価 額

旧リース期間定額法

取得価額又は製作価額

差 引 取 得 価 額

残 価 保 証 額

取 得 価 額

残 価 保 証 額

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

(6)－(7)

(8)－(9)

を採用した事業年度

(17)－(18)

(12)－(13)

(14)－(15)

償却額計算の対象となる

期 末 現 在 の 積 立 金 の 額

積 立 金 の 期 中 取 崩 額

差 引 帳 簿 記 載 金 額

20

21

22

23

当 期 に お け る リ ー ス 期 間

24

25

帳

簿

記

載

金

額

26
当 期 分 の 普 通 償 却 限 度 額

(25)

(24)

当 期 償 却 額 27

28

29

償 却 不 足 額差

引
償 却 超 過 額

償

却

超

過

額

期末現在の帳簿記載金額

(20)－(21)－(22)

又 は 改 定 リ ー ス 期 間 の 月 数

(26)－(27)

(27)－(26)

26

801,230

・ ・20  1 10平成

1000cc

乗用自動車

車両運搬具

・ ・20  1 2平成

・21 31平成 ・ 1

1,550,000

1,550,000

850,000

2,586,000

1,736,000

2,586,000

12

外 円

外 円

外

外△

円

外

1,870,000

1,870,000

801,230

( )月

平成 20年  2月

24

250,000

・ ・24  4  1平成

ニコー製

複写機

事務機器

・ ・

・ ・

185,000

185,000

500,000

500,000

12

外 円

外 円

外

外△

円

外

250,000

( )月

平成 24年  4月

450,000

・ ・

備 品

・ ・22  1 4平成

・23 31平成 ・ 3

1,453,000

2,458,000

2,458,000

2,458,000

外 円

外 円

外

外△

円

外

450,000

( )月

・ ・

・ ・

・ ・

外 円

外 円

外

外△

円

外

( )月

1,501,230

・ ・

合    計

・ ・

・ ・

3,188,000

1,735,000

500,000

500,000

4,194,000

850,000

5,044,000

5,044,000

外 円

外 円

外

外△

円

外

1,870,000

1,870,000

1,501,230

( )月

別
表
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六
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法

人

税

申

告

繰延資産の償却額の計算に関する明細書
法人名

事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

Ⅰ 均等償却を行う繰延資産の償却額の計算に関する明細書

繰 延 資 産 の 種 類

償 却 期 間 の 月 数

支 出 し た 金 額

支 出 し た 年 月

当 期 償 却 額

差

引

償 却 不 足 額

償 却 超 過 額
(11)－(10)

(10)－(11)

償

却

超

過

額

前 期 か ら の 繰 越 額

同上のうち当期損金認容額

差引合計翌期への繰越額
(13)＋(14)－(15)

償 却 期 間 の 月 数
当期の期間のうちに含まれる

3

4

5

11

12

13

14

15

16

6

2

1

当 期 分 の 普 通 償 却 限 度 額

(3)×
(5)

(4)

当

期

分

の

償

却

限

度

額

租税特別措置法適用条項

特 別 償 却 限 度 額

合 計

(6)＋(8)＋(9)

7

8

9

10

特

別

償

却

不

足

額

翌

期

へ

の

繰

差 引 翌 期 へ の 繰 越 額
(17)－(18)

越

額

の

内

訳

・ ・

・ ・

当 期 分 不 足 額

17

18

19

20

21

22
適格組織再編成により引き継ぐべき
合 併 等 特 別 償 却 不 足 額

((12)と(8)のうち少ない金額)

共同施設
負担金

133,333

令和  4年  8月

8

1,000,000

円

60
月

133,333

円

133,333

外 円

( )

月

円

円

外 円

( )

月

円

円

外 円

( )

月

円

円

外 円

( )

月

合 計

133,333

円

133,333

1,000,000

円

133,333

外 円

( )

Ⅱ 一時償却が認められる繰延資産の償却額の計算に関する明細書

繰 延 資 産 の 種 類

前 期 ま で に 償 却 し た 金 額

当 期 償 却 額

期 末 現 在 の 帳 簿 価 額

23

24

25

26

27

支 出 し た 金 額
円 円 円 円

合 計

円

令
四
・
四
・
一
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後
終
了
事
業
年
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は
連
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事
業
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法

人

税

申

告

少額減価償却資産の取得価額の損金算入の
特例に関する明細書

法人名事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

1種 類

2

3

構 造

4

7

6

5
取

得

価

額

積 立 金 計 上 額

資

産

区

分

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額

細 目

事 業 の 用 に 供 し た 年 月 令和 4年 6月

250,000

セキュリティ

ソフトウェア

円

250,000

令和 4年 4月

150,000

セキュリティ

ソフトウェア

円

150,000

円 円 円

1種 類

2

3

構 造

4

7

6

5
取

得

価

額

積 立 金 計 上 額

資

産

区

分

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額

細 目

事 業 の 用 に 供 し た 年 月

円 円 円 円 円

1種 類

2

3

構 造

4

7

6

5
取

得

価

額

積 立 金 計 上 額

資

産

区

分

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額

細 目

事 業 の 用 に 供 し た 年 月

円 円 円 円 円

当 期 の 少 額 減 価 償 却 資 産 の 取 得 価 額 の 合 計 額
8

円

400,000（(7)の計）

別
表
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令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
分

■■別表十六 ( 七 ) ／ [ 減価償却関連 ]-[ 別表十六 ( 七 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

一括償却資産の損金算入に関する明細書
法人名

事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

前 期 か ら の 繰 越 額

10

9

8

7

5

4

3

2

当 期 損 金 経 理 額

事 業 年 度 又 は 連 結 事 業 年 度

事 業 の 用 に 供 し た

6

1

同上の事業年度又は連結事業年度に

取 得 価 額 の 合 計 額

損

金

算

入

限

度

超

過

額

差

引

当 期 の 月 数

当該事業年度又は連結事業年度の月数)

(事業の用に供した事業年度の中間申告又
は連結事業年度の連結中間申告の場合は､

(3)

当 期 分 の 損 金 算 入 限 度 額

×
36

(2)

同 上 の う ち 当 期 損 金 認 容 額

（(6)と(8)のうち少ない金額）

翌 期 へ の 繰 越 額

(7)＋(8)－(9)

損 金 算 入 不 足 額

(4)－(5)

損 金 算 入 限 度 超 過 額

(5)－(4)

円

月

円

円

月

円

円

月

円

円

12

月

円

円

12

月

円

(当期分)

円

12

月

円

別
表
十
六

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

■■別表十六 ( 八 ) ／ [ 減価償却関連 ]-[ 別表十六 ( 八 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

特別償却準備金の損金算入に関する明細書
法人名

事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

17

資

産

区

分

特 別 償 却 に 関 す る 規 定 の 該 当 条 項

種 類

構 造 ・ 区 分 ・ 設 備 の 種 類

細 目

事 業 の 用 に 供 し た 年 月

当 期 積 立 額

当 期 の 特 別 償 却 限 度 額

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

耐 用 年 数 等

13

14

15

16

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

差

引

積

立

不

足

額

翌

期

繰

越

額

の

計

算

当

期

積

立

限

度

額

当

期

益

金

算

入

額

積
立
不
足
額

前期から繰り越した積立不足額又は
合 併 等 特 別 償 却 準 備 金 積 立 不 足 額

積 立 限 度 額
 (8)＋(9)

積 立 限 度 超 過 額
  (7)－(10)

割 増 償 却 の 場 合
(8)－(7)

翌 期 に 繰 り 越 す べ き 積 立 不 足 額
(10)－(7)

当期において切り捨てる積立不足額又は
合 併 等 特 別 償 却 準 備 金 積 立 不 足 額

差 引 翌 期 へ の 繰 越 額
 (14)－(15)

当 期 分
(12)又は(13)

計
(17)＋(18)

当 期 積 立 額 の う ち 損 金 算 入 額
((7)と(10)のうち少ない金額)

合 併 等 特 別 償 却 準 備 金 積 立 不 足 額
(8)－(7)

84､60又は(耐用年数等×12)
×(23)

12

合 計
(25)＋(26)

期 末 特 別 償 却 準 備 金 の 金 額
(24)－(27)

積 立 事 業 年 度

期 首 特 別 償 却 準 備 金 の 金 額

同上以外の場合による益金算入額

            ・        ・       
            ・        ・       

1第 条 第 項
第 号

令和  4年  8月

257番

機械及び装置

金属工作機械

年
10

円

1,250,000

令和  3・ 4・ 1

令和  4・ 3・31

500,000

円

0

0

0

300,000

950,000

950,000

950,000

128,572

71,428

71,428

200,000

第 条 第 項
第 号

年

円

       ・  ・  

       ・  ・  

円

第 条 第 項
第 号

年

円

       ・  ・  

       ・  ・  

円

200,000

950,000

0

500,000

円

計

円

1,250,000

0

0

300,000

950,000

950,000

71,428

71,428

128,572

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
十
六

■■別表十六 ( 九 ) ／ [ 減価償却関連 ]-[ 別表十六 ( 九 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

資産に係る控除対象外消費税額等の損金算入に
関する明細書

法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

課税標準額に対する消費税額等

税 抜 経 理 分( )

課 税 仕 入 れ 等 の 税 額 等

税 抜 経 理 分( )

当 期 の 消 費 税 の 課 税 売 上 割 合 13

12

11

10

9

円

60.0％

の う ち 当 期 損 金 算 入 額

同

上

の

う

ち

当 期 の 繰 延 消 費 税 額 等

14

15

16

18

19

円

17

繰 延 消 費 税 額 等

当期の月数

2
1

60

当 期 の 損 金 算 入 限 度 額

当期の月数

60

損 金 算 入 不 足 額

(2)－(3)

損 金 算 入 限 度 超 過 額

(3)－(2)

差

引

同上のうち当期損金認容額

翌 期 へ の 繰 越 額

(5)＋(6)－(7)

前 期 か ら の 繰 越 額損
金
算
入
限
度
超
過
額

当 期 損 金 経 理 額

8

7

6

5

4

3

2

1

円 円 円 円 円

当 期 分

円

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
十
六

■■別表十六 ( 十 ) ／ [ 別表十六 ( 十 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

国外関連者に関する明細書
法人名

事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

事 前 確 認 の 有 無

算定方法

支 払

受 取

算定方法

支 払

受 取

算定方法

支 払

受 取

算定方法

支 払

受 取

受 取

算定方法

受 取

受 取

利 益 剰 余 金

税 引 前 当 期 利 益

営 業 利 益

名 称

資本金の額又は出資金の額

特 殊 の 関 係 の 区 分

保 有

被 保 有

事 業 年 度

営 業 収 益 又 は 売 上 高

原 価

販 売 費 及 び

役 務 提 供 の 対 価

無形資産の使用料

営 業 費 用

国

外

関

連

者

の

名

称

等

直

近

事

業

年

度

の

営

業

収

益

等

国

外

関

連

者

と

の

取

引

状

況

等

一 般 管 理 費

従 業 員 の 数

主 た る 事 業

所 在 地

算定方法

支 払

支 払

算定方法

支 払

国 名 又 は 地 域 名
本
店
又
は
主

た
る
事
務
所

の
所
在

貸 付 金 の 利 息
又は借入金の利息

令和  5 ・  3 ・ 31

1,280

輸入業

2000,Australia
Street,SydneyNSW
Unti1205,123Pitt

AustraliaCorporation

令和  4 ・  4 ・  1

第 該当

％

％

％

80

25,000 百万円)

百万円)

百万円)

百万円)

百万円)

百万円)

(

(

(

(

(

(

25,000,000.00

25,800,000.00 AUD

AUD

AUD

AUD

AUD

AUD

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

・ 無有

850,000.00 AUD

オーストラリア

・ ・

・ ・

第 該当

％

％

％

百万円)

百万円)

百万円)

百万円)

百万円)

百万円)

(

(

(

(

(

(

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

・有 無

・ ・

・ ・

第 該当

％

％

％

百万円)

百万円)

百万円)

百万円)

百万円)

百万円)

(

(

(

(

(

(

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

・有 無

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

別
表
十
七

■■別表十七 ( 四 ) ／ [ 別表十七 ( 四 )］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

特別償却等の償却限度額の計算に関する付表
法人名

事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

10

8

普 通 償 却 限 度 額

取 得 価 額 又 は 支 出 金 額

7

6取 得 等 年 月 日

5細 目

4構造、用途、設備の種類又は区分

3

1

償 却 ・ 準 備 金 方 式 の 区 分

11

9

事 業 の 種 類

資 産 の 種 類

2

適

用

要

件

等

17

15

14

13

12

16

事 業 の 用 に 供 し た 年 月 日

又 は 支 出 年 月 日

対象となる取得価額又は支出金額

特 別 償 却 率 又 は 割 増 償 却 率

資産の取得価額等の合計額

区 域 の 名 称 等

認 定 等 年 月 日

そ の 他 参 考 と な る 事 項

(特別償却又は割増償却の名称)

該 当 条 項

円

150,000

ソフトウェア

情報通信機械器具製造業用設備

製造業

( )22

情報通信機械器具製造業用設備

500,000

円

償 却 ・ 準 備 金

１００

３０

( )

( ) ・措置法 震災特例法

( 42 )条(の 6 )第( 1 )項( 2 )号( )

500,000

円

円

1,000,000

円

        ・    ・    ( )

        ・    ・    ( )

令和   4 ・   4 ・   1

令和   4 ・   4 ・   1

円

1,125,000

ソフトウェア

情報通信機械器具製造業用設備

製造業

( )22

情報通信機械器具製造業用設備

1,500,000

円

償 却 ・ 準 備 金

生産性向上設備

確認番号XXXXXXX

１００

( )

( ) ・措置法 震災特例法

( 42 )条(の12の4)第( 1 )項( )号( )

1,500,000

円

375,000

円

円

令和  4 ・  4 ・  1 ( )認定

        ・    ・    ( )

令和   4 ・   7 ・  15

令和   4 ・   7 ・  15

人

％

％

50

10.526

27

21

18

3,000

5,000

18.947

26

株式数等の計
大規模法人の保有する

中 小 企 業 者 又 は 中 小 連 結 法 人 の 判 定

常 時 使 用 す る 従 業 員 の 数

18,000

発 行 済 株 式 又 は 出 資 の
総 数 又 は 総 額

大
規
模
法
人
の
株
式

数
等
の
保
有
割
合

出 資 金 の 額
第１順位の株式数又は

保 有 割 合

保 有 割 合

大

規

模

法

人

の

保

有

す

る

株

式

数

等

の

明

細

順
位

大 規 模 法 人

3

2

1

32

29

28

計

株 式 数 又 は

出 資 金 の 額

ＯＢビジネス

ヤマト商業

ＡＢＣ商事

25

24

23

22

100,000
株

10,000
株

18,000
株

10,000
株(18)のうちその有する自己の株式

又 は 出 資 の 総 数 又 は 総 額 19

差引(18)－(19) 20

5,000

95,000

30

31

特
別
償
却
の
付
表

令
四
・
四
・
一
以
後
終
了
事
業
年
度
又
は
連
結
事
業
年
度
分

■■特別償却の付表／ [ 特別償却の付表 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

災害損失特別勘定の損金算入に関する明細書 法人名
事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

5

2

災 害 の あ っ た 日

6

7

84

3

1 当 期 繰 入 額        ・   ・  

繰
入
限
度
額
の
計
算

費 用 の 見 積 額 の 合 計 額
（17の合計額）

保 険 金 等 の 額 の 合 計 額
（18の合計額）

繰 入 限 度 額
(2)－(3)

繰 入 限 度 額
(4)

期末災害損失特別勘定残高
(5)－(7)

繰 入 限 度 超 過 額

（マイナスの場合は０）

(5)－(6)

円

円

被 災 資 産 の 修 繕 等 の た め に 要 す る 費 用 の 見 積 額 の 明 細

被 災 資 産 の 所 在 地

事業の 用に供し た年月 日

被 災 資 産 の 帳 簿 価 額

被 災 資 産 の 価 額

再 取 得 価 額 等

未 償 却 残 額

被 災 資 産 の 価 額

9

18

17

16

15

14

13

12

11

10

翌期 以後の保 険金 等の額

被

災

資

産

の

明

細

価

値

の

減

少

額

修

繕

費

用

等

の

見

積

額

名 称 及 び 種 類
又 は 共 通 費 用 の 費 目

構 造 、 設 備 の
種 類 及 び 細 目

価 値 の 減 少 額
(9)－(10)

翌 期 以 後 の
修 繕 費 用 等 の 見 積 額

差 引 見 積 額
(14)－(15)

費用の見積額((11)、(12)
又は ( 1 6 ) の う ち 多 い 額 )

       ・  ・  

円

       ・  ・  

円

       ・  ・  

円

       ・  ・  

円

付
表

■■特別勘定の損金算入に関する明細書 ／ [ 災害関連 ]-[ 特別勘定の損金算入に関する明細書 ］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

■■特別勘定の益金算入に関する明細書／ [ 災害関連 ]-[ 特別勘定の益金算入に関する明細書 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

災害損失特別勘定の益金算入に関する明細書
法人名

事業年度

事業年度

又は連結
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

( )

8

災 害 の あ っ た 日

益 金 算 入 額

7

6

要 取 崩 額

5

2

1

最 終 取 崩 事 業 年 度 等

同 上 の う ち 保 険 金 等

3

       ・  ・  

       ・  ・  

4

0

当

期

益

金

算

入

額

に よ り 補 塡 さ れ た 金 額

同上の日から１年を経過する日

～

       ・  ・  

       ・  ・  

修繕等をした場合の取崩額

(20の合計額)

修 繕 等 が 遅 れ た 場 合 の

修 繕 完 了 事 業 年 度 等

に お け る 取 崩 額

円

16
期末災害損失特別勘定残高

15

14

13

12

11
同 上 以 外 の 場 合

10
修 繕 等 を し た

9期 首 現 在 額

場 合 の 取 崩 額

に よ る 取 崩 額

ま で に 益 金 の 額 に

に 算 入 す べ き 金 額

(8)

(13)－(14)－(15)

(10)＋(11)

差 引 期 末 現 在 額

計

当期中において益金の額

(9)－(12)

算 入 さ れ た 金 額

同 上 の う ち 前 期 末

円

減

算

翌

期

繰

越

額

の

計

算

当

期

取

崩

額

19
同 上 の 修 繕 等 の 工 事 に

18同上の修繕等の工事期間

17修 繕 等 の 工 事 の 名 称 等

構 造 、 設 備 の

被 災 資 産 の 所 在 地

名 称 及 び 種 類

同上のうち当期において
20

係 る 修 繕 費 用 等 の 金 額

損金の額に算入した金額

種 類 及 び 細 目

又 は 共 通 費 用 の 費 目
被

災

資

産

当期において被災資産に係る修繕費用等として損金の額に算入した金額の明細

       ・  ・  

～

       ・  ・  

円

       ・  ・  

～

       ・  ・  

円

       ・  ・  

～

       ・  ・  

円

       ・  ・  

～

       ・  ・  

円

付
表
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法

人

税

申

告

ＯＢＣ商事株式会社

(フリガナ) ＯＢＣショウジカブシキガイシャ

法 人 名

期 末 現 在 の
資本金の額又は
出 資 金 の 額

所 得 金 額 又 は

欠 損 金 額

納 税 地

4 8 8 0 3 4 2 1

兆

円千百万十億

円千百万十億

1 5 0 0 0 0 0 0 0

電話( ) －

住友不動産新宿オークタワー

東京都新宿区西新宿６丁目８番１号

03 3342 1880

法 人 番 号

整 理 番 号

提 出 枚 数

事 業 種 目

令和 日月年

1枚 うち 枚目1

1 2 3 4 5 6 7 8

2 2業種番号

収受印

新宿

1955

3 1

1

3

4

5

4

再提出分)・(当初提出分

Ｆ Ｂ ４ ０ １ １
様式第一

租 税 特 別 措 置 法 の 条 項 区 分 番 号 適 用 額

十億 百万 千 円

0 0 1 8 7
第 号項 第１第条 の２５２

7 4 0 0 0

0 0 6 5 9
令和４年旧措置法

第 号項 第１第条４２
2 2 6 4 4 5 9

0 0 6 6 7
第 号項 第４第条４２

2 2 6 4 4 5 9

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

第 号項 第第条

■■適用額明細書 ／ [ 適用額明細書 ]  メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

関 す る 同 意
調査の通知に

※整理番号

事務所の名称

税 務 代 理 権 限 証 書

受
付

印

所属税理士会等

及 び 所 在 地

新宿 税務署長 殿

税 理 士

又 は

税理士法人

飯島税理士事務所

)

)

5330 6658

連絡先

03

東京都新宿区西落合１－２－１

1234567890 号登録番号等      第

東京 新宿 支部

飯島 邦博氏名又は名称

※事務処理欄  ・  ・   ( ) 部門他部門等回付業種部門

１ 税務代理の対象に関する事項

年   分   等
(該当する税目にレ印を記載してください。)

税 目

※ 申 告 に 係 る も の

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 ( 譲 渡 割 )

※ 源 泉 徴 収 に 係 る も の

税

税

税

税

法 人 税

地 方 法 人 税 を 含 む
復 興 特 別 法 人 税 ・

年分平成・令和

 4 年  4 月  1 日  5 年  3 月 31 日自 至平成・令和 平成・令和

年    月    日自 至年    月    日平成・令和 平成・令和

自 年    月    日 至

(法 定 納 期 限 到 来 分)

年    月    日平成・令和 平成・令和

２ その他の事項

依 頼 者

氏 名 又 は 名 称

住所又は事務所
の 所 在 地

東京都新宿区西新宿６丁目８番１号住友不動産新宿オークタワー

電話( 03 －) 3342 1880

山口 和夫

ＯＢＣ商事株式会社

過 年 分 に

税 務 代 理

を代理人と定め、下記の事項について、税理士法第２条第１項第１号に規定する税務代理を委
税 理 士

任します。

上記の

令和  4 年  3 月 31 日

関 す る

あ る 場 合 に お
代 理 人 が 複 数

け る 代 表 す る
代 理 人 の 定 め

■■税務代理権限証書／ [ 税理士添付書面 ]-[ 税務代理権限証書 ］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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法

人

税

申

告

５   その他

記帳は正確に処理されています。法令の規定に従い申告書を作成しました。
決算及び申告書の作成に関して、会社は誠実に対応しています。

※整理番号

（３／４）

４   相談に応じた事項

相 談 の 要 旨事 項

土地の取得価格 取得した土地及び家屋を、1860万円で取得

帳 簿 書 類 の 名 称

１   自ら作成記入した帳簿書類に記載されている事項

作成記入の基礎となった書類等

売掛金元帳、買掛金元帳、現金出納帳、銀行帳、手形帳総勘定元帳

売上日計表、仕入日計表試算表

棚卸集計表、固定資産台帳貸借対照表、損益計算書

２   提示を受けた帳簿書類（備考欄の帳簿書類を除く。）に記載されている事項

備 考帳 簿 書 類 の 名 称

株主名簿

退職給与規定

（１／４）

1880電話（ ） －

依 頼 者

334203の 所 在 地

住所又は事務所

氏名 又は 名 称
ＯＢＣ商事株式会社

東京都新宿区西新宿６丁目８番１号住友不動産新宿オークタワー

山口 和夫

１から４に掲げる事項であります。

私（当法人）が申告書の作成に関し、計算し、整理し、又は相談に応じた事項は、下記の

事務所の所在地

税 務 代 理 権 限 証 書 の 提 出

所属税理士会等

氏 名

電話（ ） －

電話（ ） －

氏名 又は 名 称

号登録番号  第支部税理士会

係る税理士

書面作成に

税理士法人

税理士又は

有 （ ） ・ 無

事務所の所在地

受
付

印

※整理番号殿

年     月     日

新宿 税務署長

税    申告書（      年分・               事業年度分・       ）に係る

23 5

確定法人

※事務

処理欄

部門 業種 意見聴取連絡事績

・ ・

年月日 税理士名

事前通知等事績

予定年月日

・ ・・ ・

通知年月日

（1）

（2）

（3）

３   計算し、整理した主な事項

区 分 備 考事 項

土地
取得価額の確認
有価証券の期中増減及び期末残高について確認有価証券

（1）のうち顕著な増減事項 増 減 理 由

ニコニコタイヨー（株）の２店舗を引き継い売上高の増加
だ為、売上高が増加
派遣会社社員を３名受け入れた為、人件費が人件費の増加
増加

（1）のうち会計処理方法
変 更 等 の 理 由

に変更等があった事項
当期から会計基準に従って、引当金等を適正税効果会計の採用

※整理番号

（２／４）

Ｂ

Ａ

ＤＣ

※ 追加記載する事項

※整理番号

※ 追加記載する事項

Ａ

ＤＣＢ

（４／４）

■■税理士法第33条の2第1項に規定する添付書面 ／[税理士添付書面]-[税理士法第33条の2添付書面 ］メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告

事業年度: 令和  4年 4月 1日から 令和  5年 3月31日まで

印刷日付: 令和 4年 5月24日

ＯＢＣ商事株式会社

地 方 税 基 礎 情 報

【法人区分】一般の普通法人等

申告区分: 確定

都 道 府 県 民 税 ・ 市 町 村 民 税 に 関 す る 基 礎 情 報

課
税

標
準

総
額

法人税法の規定によって計算した法人税額

試験研究費の額等に係る法人税額の特別控除額

還付法人税額等の控除額

退職年金等積立金に係る法人税額

課税標準となる法人税額

8

9

3,278,750

2,264,459

2,404,800

12,196,000

12,336,587
7

（使途秘匿金税額等）

11

10

事 業 税 に 関 す る 基 礎 情 報

所

得

金

額

の

計

算

損金の額に算入した海外投資等損失準備金勘定への繰入額

97,606,841

益金の額に算入した海外投資等損失準備金勘定からの戻入額

外国の事業に帰属する所得以外の所得に対して課された外国法人税額

別表四の所得金額

加

算

減

算

仮 計

5,722,782

45,192,029

損金の額に算入した所得税額

91,884,059

別表四の法人税の所得金額 19 48,803,421

18

17

16

15

14

13

12

47,579,286

課

税

標

準

年400万円を超え年800万円以下の金額

年800万円を超える金額

軽減税率不適用法人の金額

付加価値額総額

付加価値額

000

資本金等の額総額

年400万円以下の金額

計

45,192,000

000

000

軽減税率適用区分

951,390,000

951,390,299

資本金等の額

000

47,579,000

0 適用しない：所

得

割

所得金額総額 20 45,192,030

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

申告期限の延長の処分（承認）の有無

住民税

1事業税
翌期の中間申告の要否

法人税の当期の確定税額

0法人税

：

：

1 ：

：

要

要

0

5,874,450

：0国外関連者の有無

事業税

32

36

35

34

33

31

資 本 金 等 の 額 に 関 す る 基 礎 情 報

法人税の資本金等の額

無償増資額

無償減資等による欠損てん補額

資本金等の額

資本金の額及び資本準備金の額の合算額

(4)と(5)のいずれか大きい額

1

2

3

4

5

6

150,000,000

50,000,000

100,000,000

150,000,000

150,000,000

■■地方税基礎情報／ [ 地方税基礎情報 ]-[ 地方税基礎情報 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告税 額

38

36

35

34

33

31

30

28

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

1 0 5 8

摘 要

39

37

32

29

収 入 金 額

収 入 金 額 総 額

資 本 金 等 の 額

資本金等の額総額

付 加 価 値 額

付加 価値額総 額

所

得

割

課 税 標 準

0.506

1.2144

1.216

4 7 5 7 9 2 8 6

9 5 1 3 9 0 2 9 9

9 1 6 2

1 8 3 2 3 0

8 7 0 3

年400万円以下の
金 額

金 額

収

入

割

資

本

割

税 率
100 )(

3129 30＋計 ＋

4 5 1 9 2 0 3 0

0 0

0 02 2 2 5 1

4 6 3 0 0

0 0

( 366968

所 得 金 額 総 額
-

0 0

2 3 7 7 2

0 0

0 0

0 0 0 0

0 04 6 3

2 2 2 5 1

2 3 7 7 2 0 0

1 0 5 8

資 本 割 収 入 割

付加価値割

0 0

5251

5049

4847

4645

42

所 得 割

44

2 3 7 7 240373532 ＋ ＋合計事業税額 3937353339 ＋＋＋又は＋

税 額 の 控 除 額
基 づ く 事 業
仮 装 経 理 に

租 税 条 約 の 実

税 額 の 控 除 額
施 に 係 る 事 業

既 に 納 付 の 確

の 事 業 税 額
定 し た 当 期 分

43 44 45

46

の
内
訳

の う ち46

見 込 納 付 額
差 引

5146 －

41

43 0 02 3 7 7 2差引事業税額
40 41 42

54 0 00 0

税 額課 税 標 準

260.053

摘 要

所 得 割 に 係 る
特 別 法 人 事 業 税 額

収 入 割 に 係 る
特 別 法 人 事 業 税 額

税 率

( )100

8 7 08 7 0 0 0 2 2 6 2 0 02 2 6 2

0 0

0 0

0 0

2 2 6 2

2 2 6 2

62

60

55

2 2 6 2 0 0

61

5958

56

60 の う ち

見込 納 付額

5453 ＋合計特別法人事業税額 )(

595857

差 引
60 － 61

-55 56
57 0 02 2 6 2

4 8 8 0 3 4 2 1

67

66

65

64

63

70

69

68

加

算

所
得
金
額
の
計
算
の
内
訳

減

算
れた外国法人税額

損金の額又は個別帰属損金額に算入した所得税額及

損失準備金勘定への繰入額

損失準備金勘定からの戻入額
外国の事業に帰属する所得以外の所得に対して課さ

金額(法人税の明細書(別表4の2付表)の(42))

益金の額又は個別帰属益金額に算入した海外投資等

損金の額又は個別帰属損金額に算入した海外投資等

繰越欠損金額等若しくは災害損失金額又は債務免除等が
あった場合の欠損金額等の当期控除額

法人税の所得金額(法人税の明細書(別表4)の(52))又は個別
所得金額(法人税の明細書(別表4の2付表)の(55))

所得金額(法人税の明細書(別表4)の(34))又は個別所得

63 －－＋＋仮計 67666564

び復興特別所得税額

71法 第 1 5 条 の ４ の 徴 収 猶 予 を 受 け よ う と す る 税 額

0 0 0

0 0 0

2 4 0 4 8 0 0

4 0 6 4 4

2 2 5 8

7

6

3

2

1

1 2 1 9 65

4

2 2 6 4 4 5 9

1 2 3 3 6 5 8 7
計 算 し た 法 人 税 額

２以上の道府県に事務所又は事業所

る法人税額又は個別帰属法人税額
を有する法人における課税標準とな

4＋21 ＋ － 3

65 )×又は(

3 2 7 8 7 5 0

8

0 0

2 3 7

2 3 7

14

13

12

11

16

15

0 0

0 0

1 6 8 9 1外国の法人税等の額の
控除額

差 引 法 人 税 割 額
111087 －－－－ 12＋ 9

13 14 15－－

10

9

0 0

1 3 6 520

19

18

17

0 0

均

等

割

額

1 2
17

12
×円

1918

月

1 3 6 5 0 0

1 6 0 2

23

22

21

1 6 0 2 0 0

0 0

21 のうち見込納付額

21 －22差 引

2016

0 0 0

0 0 0

26

25

24

27

24 ×

26 ×

7

令和  5 ・  5 ・ 10決 算 確 定 の 日

解 散 の 日 ・ ・

・ ・

有 無 有 無

法 人 税 の 申 告 書 の 種 類 青 色 ・ そ の 他

・

・

・

・

要 否 国外関連者の有無 無有

又は連結個別資本金等の額 1 5 0 0 0 0 0 0 0

5 8 7 4 4 5 0連結法人税個別帰属支払額

72

及び支払方法

銀行 支店

当座普通

中 間 納 付 額還 付 請 求

年 日月年日月

申 告 年 月 日こ の 申 告 の 基 礎

・・・

法 人 番 号

殿

日月受 付 印 19 5 5 年令和

愛知県税事務所長

管 理 番 号整 理 番 号発 信 年 月 日
確 認通 信 日 付 印

愛知県名古屋市中区錦1丁目16番7号NORE伏見ビル7F

東京都新宿区西新宿６丁目８番１号住友不動産新宿オークタワー

ＯＢＣ商事株式会社法人名

ＯＢＣしょうじかぶしきがいしゃ

(電話

池田 義男山口 和夫
やまぐち かずお

代表者
氏 名

)

所在地

052-5813-1584

1 0 0 0 0 0 0 0 0

事 業 種 目 電気機器の開発・販売

非中小法人等

資 本 金 等 の 額
期 末 現 在 の

1 5 0 0 0 0 0 0 0
)(

1 5 0 0 0 0 0 0 0資本準備金の額の合算額
期末現在の資本金の額及び

いけだ よしお

第
六
号
様
式

(

提
出
用)

(

道

府

県

民

税)

関
与
税
理
士

(

電
話

署

名

〇
三-

五
三
三
〇-

六
六
五
八

)

4 3 11 354
道 府 県 民 税
事 業 税

(

特
別
法
人
事
業
税)

(

事

業

税)

■■第六号様式／ [ 第六号様式 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告

管 理 番 号 24事務所1 整 理 番 号

43

月

38

年 日

00

申 告 年 月 日法 人 番 号

44

56

555049

B12

期末現在の資本金の額
又 は 出 資 金 の 額

資 本 金 等 の 額
期 末 現 在 の

又 は 出 資 金 の 額 )
1 5 0 0 0 0 0 0 0

87

86

88 1 0 0 0 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0 0 0

25 37

0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 00 0 0

0 00 0 0

0 00 0 0

0 00 0 0

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

4 5 1 9 2 0 3 0 B

76

82

78

77

75

9 1 6 2

1 8 3 2 3 0

1 0 5 88 7 0 3

2 2 2 5 10 0 0

0 0

4 6 3

12
B

12

4 7 5 7 9 2 8 6

9 5 1 3 9 0 2 9 9

81

80

79

0 02 3 7 7 2

0 00 0

0 00 0

0 0

0 0

49

47

45

42

40

4 6 3

2 2 2 5 11 0 5 8

2 3 7 7 2

52

50

48

46

44

2 3 7 7 2 0 051

41

43 0 02 3 7 7 2

0 00 0

0 053 2 2 6 28 7 0 0 0

84

83

54

0 0

0 0

56

5958

55

2 2 6 2

2 2 6 2

2 2 6 2 0 0

0 0

62

6160

0 02 2 6 257

4 8 8 0 3 4 2 1

63

4 8 8 0 3 4 2 1

71

70

68

67

66

65

64

69

90総 数

1

2

3
総 数

本県分

総 数

本県分

総 数

本県分

事

業

税

本県分 98

97

96

95

94

93

92

91

89

住

民

税

B
12

72

0 0 0

0 0 0

2 4 0 4 8 0 0

3 2 7 8 7 5 085

01

02

03

04

05

06

07

08

使 途 秘 匿 金
税 額 等

2 2 5 8

1 2 1 9 6

4 0 6 4 4

2 2 6 4 4 5 9

1 2 3 3 6 5 8 7

0 0

0 0

0 0

1 6 8 9 1

12

11

13

14

15

16 2 3 7

2 3 7

10

09

0 0

17

18

19

20 1 3 6 5

1 3 6 5

1 2

0 0

0 0

0 021

22

23

1 6 0 2

1 6 0 2 0 0

0 0 0

0 0 024

25

26

27

74

73
法人税の繰戻しがある

又 は 個 別 所 得 金 額
事 業 に係 る 所 得 金 額
収 入 金額 課 税 さ れ た
は 繰 越個 別 欠 損 金 額
場合の繰越欠損金額又

100

総 数 99

軌 道 又

は 鉄 道

売

上

高

4 354 1 3 1 予備12
B

第
六
号
様
式(

入
力
用)

■■第六号様式（入力用）／ [ 第六号様式 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦



69

地

方

税

申

告

控除対象還付法人税額又は控除対象
個別帰属還付税額の控除明細書

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

事業年度又は

連結事業年度

控除対象還付法人

個別帰属還付税額

税額又は控除対象

①

既に控除を

②

受 け た 額

控除未済額

③

①－②

当期控除額

④

翌期繰越額

⑤

円 円 円 円       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

円       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

2,404,8002,404,8001,853,5004,258,300

令和  3・  4・  1

令和  4・  3・ 31 0

円 円

2,404,8002,404,8001,853,5004,258,300 0
計

当 期 分

(

提
出
用)

■■第六号様式別表二の五／ [ 第六号様式別表二の五 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦



70

地

方

税

申

告

均等割額の計算に関する明細書

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

4012

月

事務所、事業所又は寮等(事務所等)の従業者数の明細

従業者数の
していた月数 合計数
事務所等を有東京都内における主たる

事務所等の所在地

人

特別区内における従たる事務所等

名 称
合計数
従業者数の所 在 地

(外 箇所)
月数

1
人

千代田区

2 中 央 区

3 港 区

4 新 宿 区

5 文 京 区

6 台 東 区

7 墨 田 区

8 江 東 区

9 品 川 区

10 目 黒 区

11 大 田 区

12 世田谷区

13 渋 谷 区

14 中 野 区

15 杉 並 区

16 豊 島 区

17 北 区

18 荒 川 区

19 板 橋 区

20 練 馬 区

21 足 立 区

22 葛 飾 区

23 江戸川区

(主たる事務所等の従業者数の合計数を含む。)

合 計

4 0

廃

止

異 動 の

設

置

年 月 日区 分
異 動

所 在 地名 称

旧の主
たる事
務所等 月)(

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

均 等 割 額 の 計 算

区 分
税 率

(年 額)
(ア)

区
数

月
数

主たる
事務所
等所在

の
特別区

事務所等の

従業者数

50人超 ①

事務所等の

従業者数

50人以下②

従たる
事務所
等所在

の
特別区

事務所等の

従業者数

50人超 ③

事務所等の

50人以下④

従業者数

1 6 0 0 0 0

1 2

特
別
区
の
み
に
事
務
所
等
を
有
す
る
場
合

税額計算

4 0 0 0 0 0

円

5 3 0 0 0 0

2 9 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

円

0 0
月

2 9 0 0 0 0

備

考

特
別
区
（
市
町
村
分
）

50人超

道 府 県 分

事務所等の

従業者数

50人以下

⑥

⑦

⑤

従業者数

事務所等の

特
別
区
と
市
町
村
に
事
務
所
等
を
有
す
る
場
合

⑧①＋②＋③＋④ 又は ⑤＋⑥＋⑦

納 付 す べ き 均 等 割 額

1 6 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0

1 3 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

2 9 0 0 0 0

市町村の存する区域

務所等

内における従たる事

(外 箇所)
名 称 所 在 地

第
六
号
様
式
別
表
四
の
三

(

提
出
用)

■■第六号様式別表四の三／ [ 第六号様式別表四の三］メニュー  
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告

所 得 金 額 の 計 算

加

算

小 計

減

算

小 計

仮 計 ＋ －1 158

1

2

3

4

6

外 国 の 事 業 に 帰 属 す る 所 得

再 仮 計 － 1716

非
課
税
等
所
得

小 計

農事組合法人の農業に係る所得

社 会 保 険 等 に 係 る 医 療 の 所 得

鉱 物 の 掘 採 事 業 に 係 る 所 得

林 業 に 係 る 所 得

所 得 金 額 差 引 計 － 2318

繰越欠損金額等又は災害損失金額の
当期控除額
債務免除等があった場合の欠損金額
等の当期控除額

所 得 金 額 再 差 引 計 － － 2624 25

9 7 5 8 5 9 7 3

5 7 2 2 7 8 2

5 7 2 2 7 8 2

9 1 8 6 3 1 9 1

9 1 8 6 3 1 9 1

1 5 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0

9 0 3 6 3 1 9 1

4 5 1 8 1 5 9 5

4 5 1 8 1 5 9 6

13

12

11

10

9

8

7

26

25

24

23

22

21

20

19

18

17

16

15

14

4 5 1 8 1 5 9 6

27

28

29

30

32

33

新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費
の特別控除額
農業経営基盤強化準備金積立額の損
金算入額
農用地等を取得した場合の圧縮額の
損金算入額
関西国際空港用地整備準備金積立額
の損金算入額

再投資等準備金積立額の損金算入額

合計 27 28 29 31 3230 33 34 35

中部国際空港整備準備金積立額の損
金算入額

31

5

36

34

35

非 課 税 所 得 の 区 分 計 算

鉱
物
の
掘
採
事
業
の
所
得

期 末 の 総 従 業 者 数

)×( 3716 ／＋ 10 38

× 414240 ／

円

人

43

42

41

40

39

38

37

備

考

年     度

事     業 令和

3 135

44

日まで

日から

月年令和

月年 1

法 人 番 号

ＯＢＣ商事株式会社法 人 名

理

項

※

処

事

事務所 区分 管 理 番 号整 理 番 号

所 得 金 額 に 関 す る 計 算 書 ・

・
に掲げる事業

第
六
号
様
式
別
表
五

(

提
出
用)

■■第六号様式別表五／ [ 第六号様式別表五 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦



72

地

方

税

申

告

資 本 金 等 の 額 の 計 算

資本金等の額

2523

29 229

19

当該事業年度の月数

20

19

18

16

15

14

13

12

17

1 5 0 0 0 0 0 0 0

1 0 2 4 2 0 7 1 4

4 7 5 7 9 2 8 6

4 7 5 7 9 2 8 6

4 7 5 7 9 2 8 6

1 5 0 0 0 0 0 0 0

月1 2

12 ×
12

13

控除額計

1035

12 30

14

差引

－15

のうち年1,000億円以下の金額16

22

課税標準となる資本金等の額

20 × ／ 24 20 23 24× ／

／×20 21 2420

16
×

100

50のうち年1,000億円を超え
年5,000億円以下の金額

16
×

100

25のうち年5,000億円を超え
年１兆円以下の金額

17 19

仮計

18＋ ＋

国内における所得等課税事業に係る

期末の従業者数
21

22

24

25

国内における収入金額等課税事業に係る

期末の従業者数

23

計

22 ＋＋21

4 7 5 7 9 2 8 6

23
国内における特定ガス供給業に係る

期末の従業者数

付 加 価 値 額 の 計 算

別表５の２の２ 33 12

報酬給与額

又は別表５の３

別表５の２の２34 3

純支払利子

又は別表５の４

別表５の２の２35 3

純支払賃借料

又は別表５の５

1

収益配分額

32＋ ＋

収

益

配

分

額

の

計

算

68

単年度損益

24

4

付加価値額

5＋

1 ／ 4

1

雇用安定控除額

－ 8

4 ×
100

70

9

課税標準となる付加価値額

－10－6

2

3

4

5

6

7

8

9

1

11

1 2 1 9 0 4 1 0 0 0

3 5 1 6 2 0 0

1 0 0 0 0 0 0

1 2 2 3 5 5 7 2 0 0

9 0 3 6 3 1 9 1

1 3 1 3 9 2 0 3 9 1

3 6 2 5 5 0 9 6 0

9 3 0 0 9 4 9 3 9

8 5 6 4 9 0 0 4 0

％1 0 0

2 1 2 7 4 4 9 2
10

又は別表５の６の３ 50

雇用者給与等支給増加額

29別表５の６の２

34別表５の６

2. 資本金等の額の明細

1 5 0 0 0 0 0 0 0 1 5 0 0 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0 0 01 5 0 0 0 0 0 0 0

期 首 現 在 の 金 額 26
区 分

当 期 中 の 減 少 額 27 当 期 中 の 増 加 額 28 差引期末現在の金額 29

( 27 2826 )＋－

1

3
資本金等の額

場合の理由等

2
の額の合算額

事 業

年 度

令和 1

3 13

4

5

4

令和 日まで月

月

年

日から年

法人番号

ＯＢＣ商事株式会社法 人 名

申告区分※

処

事

管 理 番 号

理

項

整 理 番 号 事務所

付加価値額及び資本金等の額の計算書
1. 付加価値額及び資本金等の額の計算

・

・

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二

(

提
出
用)

■■第六号様式別表五の二／ [ 外形標準課税関連 ]-[ 第六号様式別表五の二 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦



73

地

方

税

申

告

12

報酬給与額

別表５の３

2

1

3 1 0 0 0 0 0 0

3

純支払利子

別表５の４

3

純支払賃借料

別表５の５

1 2 6 1 6 2 1 0 0 0

3 5 1 6 2 0 0 5

4 9 1 8 6 3 1 9 1

1 3 5 8 0 0 0 3 9 12

付加価値額

＋＋＋1 43

16

単年度損益

別表５

2. 外国の事業に帰属する付加価値額の計算

外国の事業に帰属する報酬給与額

7

8

6

外国の事業に帰属する純支払利子

外国の事業に帰属する純支払賃借料

17

外国の事業に帰属する単年度損益

別表５
9

10
7 9

外国の事業に帰属する付加価値額

＋ ＋＋ 86

11

期末の総従業者数

外国の事業に帰属する付加価値額の計算

方法

12

外国における事務所又は事業所の期末の

従業者数

・ 従業者数按分区分計算

3. 非課税事業に係る報酬給与額等の計算

14

23

13 4 2 5 8 0 0 0 0

0

0

15

純支払賃借料

＋ ＋2118 024

15

16

17

18

19

20

21

22

純支払賃借料

純支払利子

報酬給与額

純支払賃借料

純支払利子

報酬給与額

純支払賃借料

純支払利子

報酬給与額

0

4 2 5 8 0 0 0 0

14

純支払利子

＋ ＋2017

13

報酬給与額

＋＋ 1916
非

課

税

事

業

計

林

業

鉱
物
の
掘
採
事
業

農
事
組
合
法
人
の
行
う
農
業

25
鉱物の掘採事業と精錬事業とを通じ

て算定した報酬給与額

27

生産品の収入金額又は生産品の収入

金額から買鉱価格を差し引いた金額

鉱物の掘採事業と精錬事業とを通じ

て算定した純支払利子

28

鉱物の掘採事業と精錬事業とを通じ

て算定した純支払賃借料

鉱産税の課税標準であるべき鉱物の

価額

26

29

30

31

32

鉱物の掘採事業に係る報酬給与額

／× 282925

鉱物の掘採事業に係る純支払利子

／× 282926

鉱物の掘採事業に係る純支払賃借料

／× 282927

鉱
物
の
掘
採
事
業
に
係
る
報
酬
給
与
額
等

4. 報酬給与額等の計算

報酬給与額

－ －221 6
33

34 3 5 1 6 2 0 0
純支払利子

－ －232 7

1 2 1 9 0 4 1 0 0 0 35 1 0 0 0 0 0 0
純支払賃借料

－ －243 8

事 業

年 度

令和 1

3 13

4

5

4

令和 日まで月年

日から月年

法人番号

ＯＢＣ商事株式会社法 人 名

事務所※

処

事

管 理 番 号

理

項

整 理 番 号 申告区分

付 加 価 値 額 に 関 す る 計 算 書
1. 付加価値額の総額の計算

( ・
に掲げる事業)・

第
六
号
様
式
別
表
五
の
二
の
二

(

提
出
用)

■■第六号様式別表五の二の二／ [ 外形標準課税関連 ]-[ 第六号様式別表五の二の二 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦



74

地

方

税

申

告

2. 特例適用対象法人等の資本金等の額に関する計算

13

14

15

非 課 税 事 業 を 併 せ て 行 う 法 人

特 定 内 国 法 人

71

10 55(別表5の2の2 )／同表－同表 ％

8

収 入 金 額 課 税 事 業 ( 法 第 7 2 条 の ２ 第 １ 項 第 ２ 号 に 掲 げ る 事 業 ) を 併 せ て 行 う 法 人

特 定 内 国 法 人 又 は 非 課 税 事 業 を 併 せ て 行 う 法 人

14

月数按分後の資本金等の額

別表5の2

2 0 9 0 7 8 4 1

1 0 0 0 0 0 0 0 0

7 9 0 9 2 1 5 9

再差引

－ 87

非課税事業に係る控除額

／15149 ×

8 ＋＋＋

控除額計

6 1110

課税標準の特例に係る控除額

30

差引

－ 65

10

特定子会社の株式又は出資に係る控除額

別表 5の 2の 4

5
外国の事業に係る控除額

／同表7 10( ×別表5の2の2 )
×別表5の2の2 11 ／同表12 )7(又は

5

6

7

8

9

10

12

11

2 0 9 0 7 8 4 1

2 0 9 7 2 7 4 2

1 0 2 4 2 0 7 1 4

2 3 5 5 8 1 3

25若しくは29

資本金等の額

23又は別表5の2下表3

2

1

／× 431
4

3

期末の総従業者数

3. 外国法人の資本金等の額に関する計算

法第72条の21第１項各号及び第２項関係

29

資本金等の額
別表5の2下表3

17

16

18

19

法第72条の21第１項第１号に係る加算

仮計
＋ 1816 17 －

1 5 0 0 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0 0

20

21

22

23

1 5 0 0 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0 0 0

29

資本金の額
別表5の2下表1

資本準備金の額

仮計
2120 ＋

19 22と のいずれか大きい額

26

29

28

法附則第９条第４項から第７項まで及び第17項関係

27

30

10

月数按分後の資本金等の額

又は14別表5の2 )( 9 －

課税標準の特例に係る控除割合

未収金の帳簿価額

総資産価額

29

課税標準の特例に係る控除額
27 )／( )又は( 2826 26× ×

1
2

4 1 9 4 5 4 8 4

法附則第９条第１項関係

24
29

資本金の額
別表5の2下表1

25法附則第９条第１項に係る額
×224

2 0 9 7 2 7 4 2

14

月数按分後の資本金等の額
別表5の2

31

外国の事業に係る控除額
373631 ／×

34

差引
－3231

3933 38 ／×

控除額計
＋3432

32

33

35

36

39

38

37期末の総従業者数

非課税事業又は収入金額課税事業を併せて行う法人

事 業

年 度

令和 1

3 13

4

5

4

令和 日まで月年

日から月年

法人番号

ＯＢＣ商事株式会社法 人 名

申告区分事務所

理

項

※

処

事

管 理 番 号整 理 番 号

資 本 金 等 の 額 に 関 す る 計 算 書
1. 内国法人の資本金等の額に関する計算
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地

方

税

申

告

特定子会社の株式等に係る控除額に関する計算書
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

又は( 1 2 (－ ) －5 )6総資産価額

16 22又は特定子会社の株式等の帳簿価額

( )7＋3(／)8＋4

総資産価額に占める特定子会社の株式等の帳簿価額の割合

別表５の２ )) (( 738414 ＋／＋×
特定子会社の株式等に係る控除額

令和   4  ・   4  ・   1

令和   5  ・   3  ・  31

104,050,000

3

79,092,159

円10

令和   3  ・   4  ・   1

令和   4  ・   3  ・  31

当該事業年度区 分 前事業年度

154,050,000

円1

154,050,000

円5

50,000,000

2

40,000,000

6

65,000,000

4

114,050,000

7

50,000,000

8

53
％9

事業年度

社債の金額等
特定子会社に対する貸付金及び保有する特定子会社の発行する

総資産の帳簿価額

特定子会社の明細

当該事業年度

特 定 子 会 社 の

名称及び所在地

特定子会社の

発 行 済 株 式

等 の 総 数

11

特定子会社が

保有する自己

株 式 等 の 数

12

直 接 又 は 間

接 に 保 有 す

る 株 式 等 の

数 13

持株割合

13 11 12／( － )

直接に保有する

特定子会社株式

等 の 帳 簿 価 額
特定子会社に対す

る 貸 付 金 額
14

保有する特定子会

社発行社債の金額
15

＋14 15

ＯＢＣ百貨店
60

％

65,000,000

円

35,000,000

円

50,000,000

円

85,000,000

円

60,000150,000250,000

150,000250,000 85,000,00050,000,00035,000,000
計

65,000,000

16

前事業年度

持株割合

19 17 18 )－(／

特 定 子 会 社 の

名称及び所在地

特定子会社の

17

等 の 総 数

発 行 済 株 式

特定子会社が

18

株 式 等 の 数

保有する自己

直 接 又 は 間

19数

る 株 式 等 の

接 に 保 有 す

直接に保有する

等 の 帳 簿 価 額

特定子会社株式
特定子会社に対す

20

る 貸 付 金 額
保有する特定子会

21

社発行社債の金額 ＋ 2120

50,000,000

円

35,000,000

円

5,000,000

円

40,000,000

円

50
％

150,000250,000 50,000

ＯＢＣ百貨店

計
150,000250,000 40,000,0005,000,00035,000,00050,000,000

22
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地

方

税

申

告

名 称 所 在 地

事 務 所 又 は 事 業 所
備 考給 与 の 額

役 員 又 は 使 用 人 に 対 す る 給 与

本社 東京都新宿区西新宿６丁目８番１号 655,080,000
円人

大阪営業所 大阪府大阪市北区梅田２丁目６番地
２号ｽﾉｰｸﾘｽﾀﾙﾋﾞﾙ９Ｆ 541,200,000

加 算 又 は 減 算 ②

兆 千 円百万十億

1 1 9 6 2 8 0 0 0 0
計

(①＋②) ③

小 計 ① 1,196,280,000

1

2

3

4

5

6

7

8

9

7,500,000

5,250,000

12,500,000

3,500,000

15,000,000

25,000,000

12,500,000

8,500,000

8 － 9

百万兆 千 円十億

7 5 2 5 0 0 0 0④

23,000,000
円

10

12,500,000

8,650,000

12,504,000

3,505,000

1,500,000

百万兆 千 円十億

1 5 9 1 0 0 0

35,000,000
円

⑤

計 (④－⑤) ⑥

百万兆 千 円十億

7 3 6 5 9 0 0 0

役 員 又 は 使 用 人 の た め に 支 出 す る 掛 金 等

労 働 者 派 遣 等 を 受 け た 法 人

⑦
派遣元に支払う金額の合計 百万兆 千 円十億

8 5 0 0 0 0 0 0

6 3 7 5 0 0 0 0⑧
75
100⑦×

労 働 者 派 遣 等 に 係 る 金 額 の 計 算

労 働 者 派 遣 等 を し た 法 人

⑨
別表5の3の2②

百万兆 千 円十億

5 5 0 0 0 0 0 0

8 0 0 0 0 0 0 0⑩
別表5の3の2③

0⑪
75
100⑩×⑨－

百万兆 千 円十億

1 2 6 1 6 2 1 0 0 0⑫

事 業

年 度

1

3 13

4

5

4

令和 日まで月年

日から月年令和

法人番号

ＯＢＣ商事株式会社法 人 名

申告区分事務所

理

項

※

処

事

管 理 番 号整 理 番 号

報 酬 給 与 額 に 関 す る 明 細 書 ( ・ )・
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地

方

税

申

告

労働者派遣等に関する明細書

・( ・
第１号

第３号 )
第４号

事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

労 働 者 派 遣 等 を 受 け た 法 人

派遣をした者（派遣元）

氏名又は名称 住所又は所在地
派遣元に支払う金額

派 遣 人 数
備 考

労働時間数

土日祝日休東京都港区１－１－１
ＯＢＣスタッフ
サービス

人
15

円

時間
50,000,000

人材派遣トップ
35,000,000

10
神奈川県横浜市中区

労 働 者 派 遣 等 を し た 法 人

派遣を受けた者（派遣先）

氏名又は名称 住所又は所在地

派 遣 人 数
備 考

労働時間数

派 遣 先 か ら

支払を受ける金額

東京都港区２－３－５ＯＢＣ百貨店
人

25
円円

時間
50,000,00035,000,000

ＯＢＣストア
50

30,000,00020,000,000
東京都町田市３－５－１０

85,000,000
計

①

計
80,000,000

③②

55,000,000
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地

方

税

申

告

③

百万兆 千 円十億

3 5 1 6 2 0 0

区 分
氏名又は名称 住 所 又 は 所 在 地

備 考

受 取 利 子

貸 付 金 等 の 期 末 現 在 高期 中 の 受 取 利 子 額
貸 付 先

ＯＢＣバンク
新宿支店 東京都新宿区西新宿１－２－８

円

35,800
円

7,160,000

日本第一銀行
本店 東京都中央区５－５－５ 2,290,000458,000

その他
ＯＢＣ百貨店
本店 東京都港区２－３－５ 1,562,500125,000

兆 千 円百万十億

6 1 8 8 0 0計
②

区 分
氏名又は名称 住 所 又 は 所 在 地

借 入 先
期 中 の 支 払 利 子 額 借 入 金 等 の 期 末 現 在 高 備 考

支 払 利 子

ＯＢＣバンク
新宿支店 東京都新宿区西新宿１－２－８ 3,850,000

円 円

88,000,000

ＯＢＣバンク
新宿支店 東京都新宿区西新宿１－２－８ 2,850,000285,000

十億 千兆 円

4 1 3 5 0 0 0
百万

計
①

事 業

年 度

令和 1

3 13

4

5

4

令和 日まで月年

日から月年

法人番号

ＯＢＣ商事株式会社法 人 名

※

処

事

管 理 番 号事務所

理

項

整 理 番 号 申告区分

純 支 払 利 子 に 関 す る 明 細 書 ・(
・

)
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地

方

税

申

告

③

百万兆 千 円十億

1 0 0 0 0 0 0

所 在 地
備 考期 中 の 支 払 賃 借 料

住所又は所在地

貸主の氏名又は名称
契 約 期 間

支 払 賃 借 料
土 地 の 用 途 又 は
家 屋 の 用 途 若 し く は 名 称

角共不動産

東京都新宿区西新宿１－８

平成 30  1 4 ・・

令和  5 31 3 ・・

円

12,000,000

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

計
①

兆 千 円百万十億

1 2 0 0 0 0 0 0

所 在 地
備 考期 中 の 受 取 賃 借 料

住所又は所在地

借主の氏名又は名称
契 約 期 間

受 取 賃 借 料

土 地 の 用 途 又 は
家 屋 の 用 途 若 し く は 名 称

東京都港区６－６－１

ＯＢＣセンタービル

トップ商事

東京都目黒区１－１－１
５・６階分

円

11,000,000
平成  5 1 ・・30

令和  5 ・・ 31 3

・・

・ ・

・・

・ ・

・・

・ ・

・・

・ ・

・・

・ ・

・・

・ ・

・・

・ ・

・・

・ ・

・・

・ ・

計
②

百万兆 千 円十億

1 1 0 0 0 0 0 0

事 業

年 度

令和

令和 日まで月年

日から月年

3 135

144

法人番号

ＯＢＣ商事株式会社法 人 名

申告区分事務所

理

項

※

処

事

管 理 番 号整 理 番 号

純 支 払 賃 借 料 に 関 す る 明 細 書 ・( ・ )
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地

方

税

申

告

■■第六号様式別表五の六／ [ 外形標準課税関連 ]-[ 第六号様式別表五の六］メニュー  
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3

2

円新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
( 12 の１)－( 12 の２)＋( 12 の３)

1
円新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額

－1 2

(マイナスの場合は０)

新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 割 合 の 計 算

新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額

19

新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 割 合
／3 2

2 ＝０の場合は０)(
0.0474

控 除 対 象 新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算
円 円国 内 新 規 雇 用 者 に 対 す る 給 与 等 の 支 給 額

（マイナスの場合は０）
( 11 の１)－( 11 の２)

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額

（マイナスの場合は０）
( 10 の１)－( 10 の２)

控 除 対 象 新 規 雇 用 者 給 与 等 支 給 額

5 8と のうち少ない金額

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
6 － 7

(マイナスの場合は０)
5

6

7

8

9

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額

18

34

円

31

32

33

円

報 酬 給 与 額

別表５の２ 1

雇 用 安 定 控 除 額

別表５の２ 9 24 × 33 又 は 27 × 339 × 33 、

付 加 価 値 額 か ら の 控 除 額

雇 用 安 定 控 除 調 整 率

31 32 ) ／－ 31(

付 加 価 値 額 か ら 控 除 す る 額 の 計 算

国内新規雇用者に対する給与等の支給額、調整雇用者給与等支給額及び新規雇用者給与等支給額の明細

給 与 等 の 支 給 額
１ の 給 与 等 に 充 て る た め

他 の 者 か ら 支 払 を 受 け る 金 額
２ の う ち 雇 用 安 定 助 成 金 額

１ ２ ３

国 内 雇 用 者 に 対 す る 給 与 等 の 支 給 額

同 上 の う ち 国 内 新 規 雇 用 者 に 係 る 金 額

同 上 の う ち 一 般 被 保 険 者 に 係 る 金 額

円 円

円

10

11

12

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算

前 事 業 年 度 又 は 前 連 結 事 業 年 度

国 内 雇 用 者 に 対 す る 給 与 等 の 支 給 額

同 上 の う ち 国 内 新 規 雇 用 者 に 係 る 金 額

同 上 の う ち 一 般 被 保 険 者 に 係 る 金 額

13

15

16

17

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額

(マイナスの場合は０)

15 の１)－( 15 14の２))×(( 18

新 規 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額

(マイナスの場合は０)

17 の１)－( 17 の２)＋( 17 の３))×14(( 19

円

令和

令和

・

・

・

・

3

4

4

3

1

31

給 与 等 の 支 給 額

１ ２ ３

１ の 給 与 等 に 充 て る た め
他 の 者 か ら 支 払 を 受 け る 金 額

２ の う ち 雇 用 安 定 助 成 金 額

円 円

円

14
12

12

適用年度の月数

前連結事業年度の月数
⑬の前事業年度又は

20

22

21

円

23

24

報 酬 給 与 額

別表５の３ 12

派 遣 労 働 者 等 に 支 払 う 報 酬 給 与 額

別表５の３ 9の合計

派 遣 先 か ら 支 払 を 受 け る 金 額

別表５の３ 10の合計

21 と ( 22 × 7 5 ％ ) の う ち 少 な い 金 額

控 除 対 象 額

9 20 20 23× ／ ＋( )

円

労 働 者 派 遣 等 を し た 法 人 の 計 算

27

円

28
国 内 に お け る 所 得 等 課 税 事 業 に

係 る 期 末 の 従 業 者 数

6 の う ち 所 得 等 課 税 事 業 に 係 る 額

又 は 6 28 30× ／

30
控 除 対 象 額 9 × 25 ／ 6 、

24 × 25 ／ 6 、 9 × 26 ／ 6 ／又 は 24 26 6×

国 内 に お け る 事 務 所 又 は 事 業 所 の

期 末 の 従 業 者 数

人

事業税を課されない事業等、所得等課税事業又は収入金額等課税事業のうち複数の事業を併せて行う法人の計算

の う ち 収 入 金 額 等 課 税 事 業 に6

係 る 額 又 は 6 29 30× ／

25

26 29
国 内 に お け る 収 入 金 額 等 課 税 事 業

に 係 る 期 末 の 従 業 者 数

事 業

年 度

令和  3・ 9・ 1

令和  4・ 8・31
ＯＢＣ商事株式会社

・ に掲げる事業

第
六
号
様
式
別
表
五
の
六

(

提
出
用)
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地

方

税

申

告

円
6

5

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
33 の１)(

4
継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額

－4 5 (マイナスの場合は０)

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 割 合 の 計 算

継 続 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額
( 33 の２)又は( 33 の３)

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 割 合
／6 5 ( 5 ＝０の場合は０)

0.0647

円

控 除 対 象 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額 の 計 算
雇 用 者 給 与 等 支 給 額

18

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
25

控 除 対 象 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
10 13と のうち少ない金額）（

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
11 － 12 (マイナスの場合は０)

8

9

10

11

12

雇 用 者 給 与 等 支 給 増 加 額
8 － （マイナスの場合は０）9

円 円調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
19

26

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額

13

14

50

円

47

48

49

円

報 酬 給 与 額

別表５の２ 1

雇 用 安 定 控 除 額

別表５の２ 9 38 × 49 又 は 42 × 4914 × 49 、

付 加 価 値 額 か ら の 控 除 額

雇 用 安 定 控 除 調 整 率

47 48 ) ／－ 47(

付 加 価 値 額 か ら 控 除 す る 額 の 計 算

円 円円円 円

雇 用 者 給 与 等 支 給 額
15 16 17－ ＋

18 19

国 内 雇 用 者 に 対 す る
給 与 等 の 支 給 額

15 の 給 与 等 に 充 て る た め
他の者から支払を受ける金額

16 のうち雇用安定助成金額

15 16 17

調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
15 16－

比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算
前 事 業 年 度 又 は
前 連 結 事 業 年 度

国 内 雇 用 者 に 対 す る
給 与 等 の 支 給 額

21 の 給 与 等 に 充 て る た め
他の者から支払を受ける金額

22 のうち雇用安定助成金額
適用年度の月数

20

20 21 22 23 24

円 円令和

令和

・

・

・

・

3

4

4

3

1

31

円 12

12
比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額

25
( 21 － 22 ＋ 23 )× 24 (マイナスの場合は０)

調 整 比 較 雇 用 者 給 与 等 支 給 額
26

21 22 24( － )× (マイナスの場合は０)

円

雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 調 整 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 の 計 算

継 続 雇 用 者 に 対 す る 給 与 等 の 支 給 額

同 上 の う ち 雇 用 安 定 助 成 金 額

事 業 年 度 等 又 は 連 結 事 業 年 度 等

30

31

32

継続雇用者給与等支給額の計算

１ ２ ３

前 一 年 事 業 年 度 特 定 期 間 等
継 続 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算
前 事 業 年 度 等

差 引
28 － 29 ＋ 30

適 用 年 度 の 月 数
( の ３ ) の 月 数27

適 用 年 度

同 上 の 給 与 等 に 充 て る た め
他 の 者 か ら 支 払 を 受 け る 金 額

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 継 続 雇 用 者
比較給与等支給額 32 )×31又は(31

円

円 円 円

27

28

29

33

令和 3 ・ 4 ・ 1
令和 4 ・ 3 ・ 31

・ ・
・ ・

継 続 雇 用 者 給 与 等 支 給 額 及 び 継 続 雇 用 者 比 較 給 与 等 支 給 額 の 計 算

34

36

35

円

37

38

報 酬 給 与 額

別表５の３ 12

派 遣 労 働 者 等 に 支 払 う 報 酬 給 与 額

別表５の３ 9の合計

派 遣 先 か ら 支 払 を 受 け る 金 額

別表５の３ 10の合計

35 と ( 36 × 7 5 ％ ) の う ち 少 な い 金 額

控 除 対 象 額

14 34 34 37× ／ ＋( )

円

労 働 者 派 遣 等 を し た 法 人 の 計 算

42

円

43
国 内 に お け る 所 得 等 課 税 事 業 に

係 る 期 末 の 従 業 者 数

11 の う ち 所 得 等 課 税 事 業 に 係 る 額

又 は 11 43 46× ／

46
14 39 11 38 39 11 1114 40

38 × 40 ／ 11 、 14 × 41 ／ 11 ／又 は 38 41 11×

国 内 に お け る 事 務 所 又 は 事 業 所 の

期 末 の 従 業 者 数

人

事業税を課されない事業等、所得等課税事業、収入金額等課税事業及び特定ガス供給業のうち２以上の事業を併せて行う法人の計算

の う ち 収 入 金 額 等 課 税 事 業 に11

係 る 額 又 は 11 44 46× ／

39

40 44
国 内 に お け る 収 入 金 額 等 課 税 事 業

に 係 る 期 末 の 従 業 者 数

11 の う ち 特 定 ガ ス 供 給 業 に 係 る 額

又 は 11 45 46× ／

国 内 に お け る 特 定 ガ ス 供 給 業

に 係 る 期 末 の 従 業 者 数
41 45

人

円
期 末 現 在 の 資 本 金 の 額 又 は 出 資 金 の 額

期 末 現 在 の 常 時 使 用 す る 従 業 員 の 数
適 用 可 否

1

2
3 可

事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

給与等の支給額が増加した場合の
付加価値額の控除に関する明細書

・
・

に掲げる事業
第１号

第３号

第４号

第
六
号
様
式
別
表
五
の
六
の
三

(

提
出
用)

■■第六号様式別表五の六の三／ [ 外形標準課税関連 ]-[ 第六号様式別表五の六の三］メニュー  
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告

控除明細書
欠損金額等及び災害損失金の

( ・ )

事 業

年 度

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

事 業 年 度 区 分
3

当 期 控 除 額 4 翌 期 繰 越 額

3 )－ 4

5

       ・   ・   円円

       ・   ・   
欠損金額等・災害損失金

平成 30・  4・  1 円

0平成 31・  3・ 31 960,000 960,000
欠損金額等・災害損失金

平成 31・  4・  1

01,580,0001,580,000令和  2・  3・ 31
欠損金額等・災害損失金

令和  2・  4・  1

205,347,97142,652,029248,000,000令和  3・  3・ 31
欠損金額等・災害損失金

令和  3・  4・  1

700,0000700,000令和  4・  3・ 31
欠損金額等・災害損失金

       ・   ・   

       ・   ・   
欠損金額等・災害損失金

       ・   ・   

       ・   ・   
欠損金額等・災害損失金

       ・   ・   

       ・   ・   
欠損金額等・災害損失金

       ・   ・   

       ・   ・   
欠損金額等・災害損失金

       ・   ・   

       ・   ・   
欠損金額等・災害損失金

206,047,971
合 計

災 害 損 失 金

青 色 欠 損 金

同
上
の
う
ち

当

期

分

欠 損 金 額 等 ・ 災 害 損 失 金

円

災 害 に よ り 生 じ た 損 失 の 額 の 計 算

災 害 の 種 類
災 害 の や ん だ 日 又 は

7

8

9

10

6当 期 の 欠 損 金 額

       ・   ・   

円 円

災害により生じた損
失の額

繰越控除の対象とな
る損失の額( と6 9

のうち少ない金額)

保険金又は損害賠償
金等の額

差引災害により生じ
た損失の額( )－7 8

1 2第6号様式 9
は

控 除 前 所 得 金 額

)
又－(別表10 50又は100

損 金 算 入 限 度 額

100
×1

円

45,192,029

円

90,384,059

計
251,240,000 206,047,97145,192,029

第
六
号
様
式
別
表
九

(

提
出
用)

■■第六号様式別表九／ [ 第六号様式別表九 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦



83

地

方

税

申

告

■■第六号様式別表九の二／ [ 第六号様式別表九の二］メニュー  
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

認定事業適応法人の欠損金額等の控除の特例に
関する明細書

( ・

事 業

年 度

令和  4・  4・  1

令和  5・  3・ 31
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

超 過 控 除 対 象 額 の 計 算

特 例 対 象 控 除
未済欠損金額等

(別表９の③)

別表９の③と(

別表９の②－

⑦ の う ち
超過控除可能額

⑦－⑧

損 金 算 入 限 度
超 過 額

②－(当該特例

超過控除対象額

(⑨、⑩と⑪特 例 事 業 年 度

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

投 資 額 残 額

⑤－(当該特例

円

45,192,030

円

0

円

50,000,000960,000

円 円

0

円

960,000
平成 31・  3・ 31

平成 30・  4・  1

平成 31・  4・  1

令和  2・  3・ 31
1,580,000 0 50,000,000 45,192,030 01,580,000

計

0

(前期以前の⑥の合計額)

① ②

③ ⑤

④ ⑥

90,384,059

円

所 得 限 度 額
（別表９の①－②）

円

45,192,030

投 資 額 残 額 の 計 算

投 資 の 額 の 累 計 額
③－④

投 資 額 残 額

50,000,000

円

0

当期に特例の適用を受けた金額
(⑫の計)

欠 損 控 除 前 所 得 金 額
別表９の①

円

50,000,000

第
六
号
様
式
別
表
九
の
二

(

提
出
用)
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地
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税

申

告

■■第六号様式別表十四／ [ 第六号様式別表十四］メニュー  
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

1.基準法人所得割額の計算

2.基準法人収入割額の計算

0 0

所 得 金 額 総 額

年 4 0 0 万 円 以 下 の 金 額

年 4 0 0 万 円 を 超 え 年 8 0 0 万 円 以 下 の 金 額

年 8 0 0 万 円 を 超 え る 金 額

計 ②＋③＋④

②

③

④

⑤

⑥

所得割の課税標準 基準法人所得割額

法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
第

①

摘 要

軽 減 税 率 不 適 用 法 人 の 金 額

税 率

( )
100

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 08 7 0 1

4 5 1 8 1 5 9 6

0 0

0 0

0 0

0 08 7 01.00

一
号
に
掲
げ
る
事
業
の
所
得
割

0 0

収 入 金 額 総 額 ⑦

⑧

収入割の課税標準 基準法人収入割額

収 入 金 額

摘 要

0 0 0

税 率

( )
100

⑨

⑩

収 入 金 額 総 額

収 入 金 額 0 0 0 0 0

収 入 金 額 総 額

収 入 金 額

⑪

⑫ 0 0 0 0 0

事     業

年     度

令和

3 1

1月

月年

年

令和 35

44

法 人 番 号

ＯＢＣ商事株式会社法 人 名

区分事務所整 理 番 号 管 理 番 号

※

処

事

理

項

基準法人所得割額及び基準法人収入割額に関する計算書

第
六
号
様
式
別
表
十
四

(

提
出
用)
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地

方

税

申

告

■■第七号の二様式（その１）／ [ 第七号の二様式 [ 外国税額関連 ]]-[ 第七号の二様式（その１）] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

外国の法人税等の額の控除
に関する明細書 (その１)

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

控
除
対
象
外
国
税
額

円

5,542,722

5,542,722

当 期 の 控 除 対 象 外 国 税 額

(別表１の⑥)
①

外国税額(別表１の⑱)

前３年以内の控除限度額を超える
②

計 ①＋② ③

当
期
分
の
控
除
外
国
税
額

1,238,302

国 税 の 控 除 限 度 額
(別表１の①、同表の⑥又は(同表の ④
① ＋ 同 表 の ② ) )

③－④

外国税額のうち④の額を超える額
⑤

道 府 県 民 税 の 控 除 限 度 額

(別表１の③)
⑥

4,304,420

21,305

前３年以内の控除余裕額のうち

当期加算額(別表１の
⑦

)21 63,502

計 ⑥＋⑦ ⑧
84,807

84,807

当 期 分 の 控 除 外 国 税 額

(⑤又は⑧のうち少ない額)
⑨

前３年以内の控除未済外国税額及び
⑪

控除未済税額控除不足額相当額

232,224

当期分として算定した法人税割額
⑬

21

⑭
22 ) 84,807

84,807
⑨ 又 は 当 初 申 告 税 額 控 除 額 ⑩

法第53条第42項により控除できる金額

(別表７(その１)の⑧)
⑫

・有 無

       ・  ・  

       ・  ・  

円 円

       ・  ・  

       ・  ・  

円

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

計

円円

⑪

当 期 分

連結事業年度
事業年度又は

外国税額等

控除未済

⑮

当期控除額

⑯ ⑮－⑯

翌期繰越額

⑰

事 務 所 又 は 事 業 所

名 称 所 在 地

円
26,504東京都

人 円
72,240

円
26,504東京本社

大阪営業所 大阪府 20,539 55,980 20,539

名古屋支店 愛知県 14,907 40,626 14,907

広島営業所 広島県 10,600 29,250 10,600

福岡営業所 福岡県 12,257 34,128 12,257

合 計 232,224
21

84,807 84,807
22

従業者

補正後
数又は

の従業
者数 ⑱

控 除 す べ き

外 国 税 額 等

⑲

各道府県ごとに

算定した法人税

割額
⑳

各道府県ごとに

(⑱又は⑲のうち

少ない額)

各道府県ごとに控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の明細

第
七
号
の
二
様
式

(

提
出
用)
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地

方

税

申

告

外国の法人税等の額の控除
に関する明細書 (その２)

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

円

5,542,722

5,542,722

1

当 期 の 控 除 対 象 外 国 税 額
(別表１の⑥)

2外 国 税 額 ( 別 表 １ の ⑱ )
前３年以内の控除限度額を超える

3(①＋②)
計

当

期

分

の

控

除

外

国

税

額

4,304,420

4,283,115

84,807

131,387

21,305

93,427

63,502

37,960

1,238,302

5る額は下段に
は上段に、④と⑥の合計額を超え
外国税額のうち④の額を超える額

9下段に)
(⑥＋⑧(イ)は上段に、⑦＋⑧(ロ)は

計

前 ３ 年 以 内 の 控 除 余 裕 額 の う ち

8は下段に)22

当期加算額(別表１の は上段に、21

4
( 別表 １ の ① 、 同 表 の ⑥ 又 は (同 表 の ① ＋
国 税 の 控 除 限 度 額

同表の②))

6(別表１の③)
道 府 県 民 税 の 控 除 限 度 額

10(⑤又は⑨の各段のうち少ない額)
当 期 分 の 控 除 外 国 税 額

7(別表１の④)
市 町 村 民 税 の 控 除 限 度 額

84,807

131,387

232,224

1,018,278

84,807

131,38715

不足額相当額(⑭若しくは(⑪＋⑫＋⑬)
のうち少ない額又は 及び31 )34

12

前３年以内の控除未済外国税額及び

控 除 未 済 税 額 控 除 不 足 額 相 当 額

33

14

30

84,807

131,38711

⑩ 又 は 当 初 申 告 税 額 控 除 額

13

法第53条第42項及び第321条の８第42項に

より控除できる金額(別表７(その２)の⑧)

・有 無政令第９条の７第６項ただし書又は令和２年旧政令
第９条の７第７項ただし書の規定の適用の有無
政令第48条の13第７項ただし書又は令和２年旧政令

・有 無
第48条の13第８項ただし書の規定の適用の有無

       ・  ・  

       ・  ・  

円 円

市
町
村

道
府
県

民

税
民

税

       ・  ・  

       ・  ・  

円

市
町
村

道
府
県

民

税
民

税

       ・  ・  

       ・  ・  市
町
村

道
府
県

民

税
民

税

       ・  ・  

       ・  ・  市
町
村

道
府
県

民

税
民

税

       ・  ・  

       ・  ・  市
町
村

道
府
県

民

税
民

税

       ・  ・  

       ・  ・  市
町
村

道
府
県

民

税
民

税

計
市
町
村

道
府
県

民

税
民

税

⑫

当 期 分
市
町
村

道
府
県

民

税
民

税

市
町
村

道
府
県

民

税
民

税

連結事業年度

事業年度又は

16

外国税額等

控 除 未 済

17

当期控除額

18

(⑯－⑰)

翌期繰越額

事 務 所 又 は 事 業 所

特

別

区

以

外

名 称 所 在 地

大阪営業所
円人 円 円 円 円 円人

名古屋支店

広島営業所

福岡営業所

小 計
25 26

19

き外国税額等

21

各都道府県ご

又は⑳のうち
外国税額等(⑲
とに控除する

少ない額)
20

法人税割額

22

外国税額等

23

人税割額

24

各市町村ごと
に控除する外

ない額)
は のうち少23

又22国税額等(

各都道府県・市町村ごとに控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の明細

合 計
29 30 31 32 33 34

控 除 未 済 繰
越 額

29( － ) 3531

東京本社 東京都新宿区
特
別
区

28

26

27

25

控 除 未 済 繰
越 額

32( － ) 3634

(

提
出
用)

第
七
号
の
二
様
式

■■第七号の二様式（その２）／ [ 第七号の二様式 [ 外国税額関連 ]]-[ 第七号の二様式（その２）] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告

■■第七号の二様式別表一／ [ 第七号の二様式 [ 外国税額関連 ]]-[ 第七号の二様式別表一 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

当
期

分
の

控

除
限

度
額

当期分の控除余裕額又は控除限度額を超える外国税額の計算

142,914

当
期

分
の

控

除
余

裕
額

3,475,544

0

5,542,722

32,590

当期分の控除限度額を超える外国税額
11

－ 56

円

1,710,750

円
法 人 税 の 控 除 限 度 額 1

道 府 県 民 税 の 控 除 限 度 額 3

市 町 村 民 税 の 控 除 限 度 額 4

計 1 ＋ ＋2 53 ＋ 4

国 税 の 控 除 余 裕 額 － 71 6

8
36－

1 2 3

9
4

5 6

計 ＋ ＋ 10987

当 期 の 控 除 対 象 外 国 税 額 6

2,067,178

地 方 法 人 税 の 控 除 限 度 額 2
180,924

前３年以内の控除余裕額又は控除限度額を超える外国税額の明細

事業年度又は

連結事業年度

国 税

前 期
加 算か ら の

繰 越 額す る 額繰 越 額

翌 期当 期 に

控 除 余 裕 額

道 府 県 民 税

前 期
か ら の 加 算

繰 越 額す る 額繰 越 額

翌 期当 期 に

市 町 村 民 税

前 期
か ら の 加 算

繰 越 額す る 額繰 越 額

翌 期当 期 に

控除限度額を超える外国税額

前 期

か ら の と み な

繰 越 額す 額

翌 期当 期 分

繰 越 額

円 円 円 円 円 円

令和 2・ 3・31

平成31・ 4・ 1
円 円

円 円 円
令和 2・ 4・ 1

令和 3・ 3・31

円

令和 3・ 4・ 1

令和 4・ 3・31

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

18

合 計

171615141312 19

円

当 期 分

－

の 額

237
13

＋ の

＋

額

17

15 11

＋ )

＋

の額

－(

1715

13

円 円 円 円 円 円 円 円円 円

7 の 額 23 の 額 8 の額 24 の額 9 の額 25 の額 11 の 額
－

の 額

248 －

の 額

259

円

前 ３ 年 以 内 の 控

算額

除 余 裕 額 の 当 期

の 限 度 額 へ の 加

道 府 県

民 税

市 町 村

民 税

充てられる額

のうち12 に
20

11

21
14

充てられる額

のうち に11

充てられる額
22

1116 のうち に

円13

974,513

63,502

15

37,960

17

国 税

除 限 度 額 を 超 え

期 へ の 繰 越 額

前 ３ 年 以 内 の 控

る 外 国 税 額 の 当

道 府 県

民 税

市 町 村

民 税

円

19

国 税

計

充てられる額

18 のうち に
23

7

に充てられる額

－18 のうち
24

823

＋ 2523 ＋ 2624

に充てられる額

18 － － のうち
25

9

2423

第
七
号
の
二
様
式
別
表
一

(

提
出
用)
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地

方

税

申

告

控除限度額の計算に関する明細書
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

都 道 府 県 名
法 人 税 の

控 除 限 度 額
②

従業者数

⑤

税率

④

②で按分した

法人税の控除

限 度 額
⑥

道府県民税の

④×⑤

控 除 限 度 額

⑧

補 正 後 の

従 業 者 数

506,888

円

40

人
東京都

（特別区分） 100 10,137

円

80

人

大阪府

100 7,856 62392,83831

愛知県

100 5,702 45316,80525

広島県

100 4,105 32228,09918

福岡県

100 4,790 37266,11621

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

256
合 計

1,710,746135

③

1,710,750

円①

32,590

⑦

(

提
出
用)

第
七
号
の
二
様
式
別
表
二

■■第七号の二様式別表二／ [ 第七号の二様式 [ 外国税額関連 ]]-[ 第七号の二様式別表二 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告

課

税

標

準

の

総

額

所

得

金

額

年 4 0 0 万 円 以 下 の 金 額

年 8 0 0 万 円 を 超 え る 金 額

計

軽減税率不適用法人の金額

円

6

収 入 金 額

資 本 金 等 の 額

付 加 価 値 額

＋＋

000

000

000

45,181,000

47,579,000

930,094,000

13

12

11

000

10

876 9

8

7

事業税 (
・

・

第１号

第２号

第３号 )
第４号

・

道 府 県 民 税

課

税

標

準

の

総

額

5,317,476

退職年金等積立金に係る法人税額

(1

円

還 付 法 人 税 額 等 の 控 除 額

特別控除額

法人税額

4

3

2

)法人税法の規定によって計算した

2,404,800

9,281,018

3,278,750

5差 引 計

12,193,000
1 ＋ 2 － 3 ＋ 4

4

5 . 電線路の電力の容量

. 軌道の延長キロメートル数

. 従業者数

2
適 用 す る 事 業 税 の 分 割 基 準

. 固定資産の価額

1 . 事務所又は事業所数3

事 務 所 又 は 事 業 所

基 準

(単位

分 割

基 準

分 割

課 税

標 準 額

年400万

円以下の

所得金額

付 加

価値額

資本金

等の額

収 入

金 額

15

＋
＋ (単位

＝人)
＝ )

分 割

16

1514

21201918171614

計名 称 及 び

分 割 課 税 標 準 額

事 業 税 道 府 県 民 税

人

所 在 地

千円 千円 千円 千円 千円千円 千円千円(      )

(      )

(      )

(      )

(      )

(      )

(      )

合    計

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

第
十
号
様
式

(

提
出
用)

■■第十号様式／ [ 第十号様式］メニュー  
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告

租税条約の実施に係る法人税割額の控除額

既に納付の確定した当期分の法人税割額

仮装経理に基づく法人税割額の控除額

退職年金等積立金に係る法人税額

還付法人税額等の控除額

試験研究費の額等に係る法人税額の特別控除額

3 3 8 5 3外国の法人税等の額の控除額

法人税法の規定によって計算した法人税額

税 額課 税 標 準

１

12

11

10

６

５

４

３

２

13

14

15

摘 要

1 8 9 6 7 2

2 4 0 4 8 0 0

2 2 6 4 4 5 9

1 2 3 3 6 5 8 7

8.40

使 途 秘 匿 金 税 額 等 ）(

＋ － ＋１ ４３２

2以上の市町村に事務所又は事業所を有する法人における課税標準 (
５

24
23
× )となる法人税額又は個別帰属法人税額及びその法人税割額

差引法人税割額 ５ 又は－ － － －10９６10９ ７７ －－ －11 11－＋ ＋8 8

この申告により納付すべき法人税割額 12 13 14－ －

税率 ( )100

3 2 7 8 7 5 0

0 0 01 2 1 9 6

0 0 02 2 5 8

0 01 5 5 8

0 0

1 5 5 8 0 0

市町村民税の特定寄附金税額控除額 ７

９

税額控除超過額相当額の加算額 ８

算定期間中において事務所等を有していた月数 月 円×

既に納付の確定した当期分の均等割額

1 2均

等

割

額

16

19

17

18

この申告により納付すべき均等割額 1817 －

12

16

0 01 6 0 0

0 0

0 01 6 0 0

20

21

22

のうち見込納付額20

差 引 20 －21

0 03 1 5 8

3 1 5 8 0 0

この申告により納付すべき市町村民税額 15 19＋

名古屋支店
人

合 計

当該市町村内に所在する事務所、事業所又は寮等 分 割 基 準
名 称 事務所、事業所又は寮等の所在地

人

用いる従業者数

2 52 5

1 3 5
人23

2 5
24

2 5
25

指

定

都

市

に

申

告

す

る

場

合

の

⑰

の

計

算

2 5中区 1 2
人

1 6 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

区 名 ※ 均等割額

還付を受けよう
とする金融機関
及 び 支 払 方 法

支店銀行

口座番号( ・ 当座普通 )

還 付 請 求 税 額

決算確定の日

解 散 の 日

こ の 申 告 が

場 合 の 計 算 期 間
中 間 申 告 の

・ ・ 10

・ ・

・ ・

 5令和

・

・

・

・

 5

又は連結個別資本金等の額
円150,000,000

・

要 ・ 否

有 ・ 無

申告年月日

月 日年

殿

法 人 番 号受 付 印

名古屋市長

整 理 番 号 管 理 番 号

令和 年 月 日19 5 5

この申告の基礎

事業種目

期末現在の資本金の額
又 は 出 資 金 の 額

期 末 現 在 の
資 本 金 等 の 額

電気機器の開発・販売

１．法人税の

２．法人税の

の修正申告書の提出による。

更正 決定 再更正・ による。・の

1 5 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0 0

資本準備金の額の合算額 1 5 0 0 0 0 0 0 0
代 表 者

氏 名

やまぐち かずお いけだ よしお

山口 和夫 池田 義男

ＯＢＣ商事株式会社

東京都新宿区西新宿６丁目８番１号住友不動産新宿オークタワー

所在地

052-5813-1584(電話 )

法人名

愛知県名古屋市中区錦1丁目16番7号NORE伏見ビル7F

ＯＢＣしょうじかぶしきがいしゃ

第
二
十
号
様
式

(

提
出
用)

〇
三-

五
三
三
〇-

六
六
五
八

)
(

電
話

4 申告書日までの3 1351 確定4 事業年度分又は
連結事業年度分 の市町村民税の ※

■■第二十号様式／ [ 第二十号様式］メニュー  
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告

控除対象還付法人税額又は控除対象
個別帰属還付税額の控除明細書

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

事業年度又は

連結事業年度

控除対象還付法人

個別帰属還付税額

税額又は控除対象

①

既に控除を

②

受 け た 額

控除未済額

③

①－②

当期控除額

④

翌期繰越額

⑤

円 円 円 円       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

円       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

       ・   ・   

2,404,8002,404,8001,853,5004,258,300

令和  3・  4・  1

令和  4・  3・ 31 0

円 円

2,404,8002,404,8001,853,5004,258,300 0
計

当 期 分

(

提
出
用)

■■第二十号様式別表二の五／ [ 第二十号様式別表二の五 ] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告

0 09 1 8 4

区 名 区内の主たる事務所等所在地 均等割額
月

数

※

区
コ
ー
ド

1 1 2横浜市鶴見区鶴見区 3

人

2 1 2横浜市神奈川区神奈川区 1

3 1 2横浜市西区西区 2

4 1 2横浜市中区中区 3

5 1 2横浜市南区南区 1

6 1 2横浜市保土ケ谷区保土ケ谷区 2

7 1 2横浜市磯子区磯子区 3

8 1 2横浜市金沢区金沢区 1

9 1 2横浜市港北区港北区 2

10 1 2横浜市戸塚区戸塚区 2

11 1 2横浜市港南区港南区 1

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

1 7 4 4 0 0

千 円

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計

連結事業年度

事業年度又は 令和

3 13

4

5

4 日から

月年令和

年

日まで

月 1

法 人 番 号

※

処

事

理

項

整 理 番 号 管 理 番 号区分事務所

ＯＢＣ商事株式会社

法

人

名

均 等 割 額 の 計 算 に 関 す る 明 細 書

第
二
十
号
様
式
別
表
四
の
三

(

提
出
用)

■■第二十号様式別表四の三／ [ 第二十号様式別表四の三 ] メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告

外国の法人税等の額の控除
に関する明細書

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

控
除
対
象
外
国
税
額

円

5,542,722

5,542,722

当 期 の 控 除 対 象 外 国 税 額

(別表１の⑥)
①

外国税額(別表１の⑱)

前３年以内の控除限度額を超える
②

計 ③①＋②

当
期
分
の
控
除
外
国
税
額

1,238,302

国 税 の 控 除 限 度 額
④

①＋同表の② ) )

超える額 ③－(④＋⑤)

外国税額のうち④と⑤の合計額を
⑥

前３年以内の控除余裕額のうち
⑧

37,960

計 ⑦＋⑧ ⑨

131,387

131,387

当 期 分 の 控 除 外 国 税 額
⑩

(⑥又は⑨のうち少ない額)

道 府 県 民 税 の 控 除 限 度 額
⑤

(別表１の③)

4,283,115

21,305

市 町 村 民 税 の 控 除 限 度 額

(別表１の④)
⑦

93,427

前３年以内の控除未済外国税額及び
⑫

控除未済税額控除不足額相当額

1,018,278

131,387

当期分として算定した法人税割額
⑭

( 又は第20号様式の⑤－⑦＋⑧－⑨)22

⑮
当 期 に お い て 控 除 す る 外 国 税 額

及び税額控除不足額相当額(⑭若しくは
(⑪＋⑫＋⑬)のうち少ない金額又は )23

⑩ 又 は 当 初 申 告 税 額 控 除 額 ⑪

法 第 3 2 1 条 の ８ 第 4 2 項 に よ り
⑬

控 除 で き る 金 額 （ 別 表 ７ の ⑧ ）

131,387

・有 無

       ・  ・  

       ・  ・  

円 円

       ・  ・  

       ・  ・  

円

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

       ・  ・  

計

円円

⑫

当 期 分

連結事業年度
事業年度又は

前 ３ 年 以 内 の 控 除 未 済 外 国 税 額 及 び

外国税額等

控除未済

⑯

当期控除額

⑰ ⑯－⑰

翌期繰越額

⑱

控 除 未 済 税 額 控 除 不 足 額 相 当 額 の 明 細

事 務 所 又 は 事 業 所

所 在 地名 称

東京本社
円

39,347東京都新宿区
人 円

303,408
円

39,347

大阪営業所 大阪府大阪市北区 29,509 229,518 29,509

名古屋支店 愛知県名古屋市中区 24,591 189,588 24,591

広島営業所 広島県広島市中区 17,565 136,500 17,565

福岡営業所 福岡県福岡市博多区 20,375 159,264 20,375

合 計 1,018,278
22

131,387 131,387
23

従業者

補正後
数又は

の従業
者数 ⑲

控 除 す べ き

外 国 税 額 等

各市町村ごとに

算定した法人税

割額
20

各市町村ごとに

少ない額)

(⑲又は⑳のうち

21

各市町村ごとに控除する外国税額及び税額控除不足額相当額の明細

(

提
出
用)

第
二
十
号
の
四
様
式

■■第二十号の四様式／ [ 第二十号の四様式 [ 外国税額関連 ]]-[ 第二十号の四様式 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

当
期

分
の

控

除
限

度
額

当期分の控除余裕額又は控除限度額を超える外国税額の計算

142,914

当
期

分
の

控

除
余

裕
額

3,475,544

0

5,542,722

32,590

当期分の控除限度額を超える外国税額
11

－ 56

円

1,710,750

円
法 人 税 の 控 除 限 度 額 1

道 府 県 民 税 の 控 除 限 度 額 3

市 町 村 民 税 の 控 除 限 度 額 4

計 1 ＋ ＋2 53 ＋ 4

国 税 の 控 除 余 裕 額 － 71 6

8
36－

1 2 3

9
4

5 6

計 ＋ ＋ 10987

当 期 の 控 除 対 象 外 国 税 額 6

2,067,178

地 方 法 人 税 の 控 除 限 度 額 2
180,924

前３年以内の控除余裕額又は控除限度額を超える外国税額の明細

事業年度又は

連結事業年度

国 税

前 期
加 算か ら の

繰 越 額す る 額繰 越 額

翌 期当 期 に

控 除 余 裕 額

道 府 県 民 税

前 期
か ら の 加 算

繰 越 額す る 額繰 越 額

翌 期当 期 に

市 町 村 民 税

前 期
か ら の 加 算

繰 越 額す る 額繰 越 額

翌 期当 期 に

控除限度額を超える外国税額

前 期

か ら の と み な

繰 越 額す 額

翌 期当 期 分

繰 越 額

円 円 円 円 円 円

令和 2・ 3・31

平成31・ 4・ 1
円 円

円 円 円
令和 2・ 4・ 1

令和 3・ 3・31

円

令和 3・ 4・ 1

令和 4・ 3・31

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

18

合 計

171615141312 19

円

当 期 分

－

の 額

237
13

＋ の

＋

額

17

15 11

＋ )

＋

の額

－(

1715

13

円 円 円 円 円 円 円 円円 円

7 の 額 23 の 額 8 の額 24 の額 9 の額 25 の額 11 の 額
－

の 額

248 －

の 額

259

円

前 ３ 年 以 内 の 控

算額

除 余 裕 額 の 当 期

の 限 度 額 へ の 加

道 府 県

民 税

市 町 村

民 税

充てられる額

のうち12 に
20

11

21
14

充てられる額

のうち に11

充てられる額
22

1116 のうち に

円13

974,513

63,502

15

37,960

17

国 税

除 限 度 額 を 超 え

期 へ の 繰 越 額

前 ３ 年 以 内 の 控

る 外 国 税 額 の 当

道 府 県

民 税

市 町 村

民 税

円

19

国 税

計

充てられる額

18 のうち に
23

7

に充てられる額

－18 のうち
24

823

＋ 2523 ＋ 2624

に充てられる額

18 － － のうち
25

9

2423

第
二
十
号
の
四
様
式
別
表
一

(

提
出
用)

■■第二十号の四様式別表一／ [ 第二十号の四様式 [ 外国税額関連 ]]-[ 第二十号の四様式別表一 ] メニュー  
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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地

方

税

申

告

■■第二十号の四様式別表二／ [ 第二十号の四様式 [ 外国税額関連 ]]-[ 第二十号の四様式別表二 ] メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

控除限度額の計算に関する明細書
令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

法
人
名

市 町 村 名
法 人 税 の

控 除 限 度 額
②

従業者数

⑤

税率

④

②で按分した

法人税の控除

限 度 額
⑥

市町村民税の

④×⑤

控 除 限 度 額

⑧

補 正 後 の

従 業 者 数

506,888

円

40

人
東京都

（特別区分） 100 42,578

円

56

人

大阪府大阪市

100 4232,212392,83831

愛知県名古屋市

100 3526,611316,80525

広島県広島市

100 2519,160228,09918

福岡県福岡市

100 2922,353266,11621

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

1871,710,746
合 計

135

③

1,710,750

① 円

142,914

⑦

第
二
十
号
の
四
様
式
別
表
二

(

提
出
用)
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地

方

税

申

告

試 験 研 究 費 の 額 等 に 係 る 法 人 税 額 の 特 別
控 除 額

差 引 計

①＋②－③＋④

( )
円

3,278,750

12,336,587

還 付 法 人 税 額 等 の 控 除 額

①

②

③

④

⑤ 12,196,000

2,404,800

2,264,459

法 人 税 法 の 規 定 に よ っ て 計 算 し た 法 人 税 額

退 職 年 金 等 積 立 金 に 係 る 法 人 税 額

事 務 所 又 は 事 業 所

分 割 課 税
標 準 額

従業者数

分 割 基 準 及 び 分 割 課 税 標 準 額

所 在 地名 称

東京都
千円人

3,613
特別区 小 計

40

大阪営業所
2,800

大阪市北区梅田２－６－20ｽﾉｰｸﾘｽﾀﾙﾋﾞﾙ９Ｆ
31

名古屋支店
2,258

名古屋市中区錦1丁目16番7号NORE伏見ビル7F
25

広島営業所
1,626

広島市中区立町2-27NBF広島立町ビル4F
18

福岡営業所
1,897

福岡市博多区博多駅前1-4-4JPR博多ビル7F
21

135
合 計

12,194

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

第
二
十
二
号
の
二
様
式

(

提
出
用)

■■第二十二号の二様式／ [ 第二十二号の二様式］メニュー  
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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予

定

申

告

事業年度: 令和  4年 4月 1日から 令和  5年 3月31日まで

印刷日付: 令和 4年 5月25日

ＯＢＣ商事株式会社

予 定 申 告 基 礎 情 報

申告区分: 中間 (計算期間: 令和  4年 4月 1日から 令和  4年 9月30日まで)

( )150,000,000

2

3資 本 金 等 の 額

資 本 金 の 額 及 び 資 本 準 備 金 の 額 の 合 算 額

150,000,000

0

1
150,000,000

資 本 金 の 額

事 業 年 度

事 業 月 数

前 事 業 年 度 に 関 す る 基 礎 情 報

令和  3年 4月 1日 令和  4年 3月31日～

月12

事

業

税

課

税

標

準

7

8付 加 価 値 額 総 額

所 得 金 額 総 額

課 税 標 準 と な る 法 人 税 額

6

4

771,564,950

資 本 金 等 の 額 総 額

軽 減 税 率 適 用 区 分 1 ：

9

13,506,150

31,444,365

9,156,000

70,387,137

（ 特 別 控 除 取 戻 税 額 等 ）

適用する

法 人 税 法 規 定 の 法 人 税 額 5
31,444,365

■■予定申告基礎情報／ [ 予定申告基礎情報 ]-[ 予定申告基礎情報］メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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予

定

申

告

令
四
・
四
・
一
以
後
提
出
分

別
表
十
九

月 日年

修正・更正・決定の年月日

令和

31444300

法人税額

8969000

納付すべき法人税額

13506150

17938150

差引法人税額

６
月数換算

法人税額の計算

前
事
業
年
度
の
法
人
税
額

税

務
署受付

印

税務署長殿新宿

令和 年 日月 1955

年 日月 144令和

年 月5 3 日31令和

通 信 日 付 印 確 認

年 月 日

月 日4年 13自

年 月 日4 3 31至
前 事 業 年 度 等

00

00

法
人
税
額
の
計
算

00

00

この申告前
の法人税額

この申告に

法 人 税 額

この申告に

月 日年

修正・更正・決定の年月日

令和

00

地方法人税額

00

納付すべき地方法人税額

1391133

相当額の加算額等

差引地方法人税額

６月数換算

地方法人税額の計算

12345678整 理 番 号

通算グループ整理番号

ＯＢＣ商事株式会社法 人 名

ＯＢＣショウジカブシキガイシャ

住友不動産新宿オークタワー

東京都新宿区西新宿６丁目８番１号

（電話番号 1880334203

納 税 地

-- ）

ヤマグチ カズオ

代 表 者 山口 和夫

東京都新宿区西新宿４－５－６

■■別表十九／ [ 別表十九］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦



98 99

予

定

申

告

■■第六号の三様式／ [ 第六号の三様式］メニュー

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

受 付 印

整 理 番 号 管 理 番 号

月年 日

申告年月日

愛知県税事務所長

令和 年 月 日19 5 5

殿

法 人 番 号

1 5 0 0 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0 0 0

事業種目

前期末現在の資本金の額
又 は 出 資 金 の 額

資 本 金 等 の 額
前 期 末 現 在 の

1 5 0 0 0 0 0 0 0

電気機器の開発・販売

資本準備金の額の合算額

山口 和夫代 表 者
氏 名

やまぐち かずお いけだ よしお

池田 義男

ＯＢＣ商事株式会社

愛知県名古屋市中区錦1丁目16番7号NORE伏見ビル7F所在地

の場合は本店

所在地と併記

本県が支店等

(電話 )052-5813-1584

法人名

ＯＢＣしょうじかぶしきがいしゃ

第
六
号
の
三
様
式

(

提
出
用)

4 申告書日までの3 114 35 予 定
事業年度分又は

連結事業年度分
の の

※

( )51

0 0

0 0

この申告が修正申告である場合は既に納付の確定した

前 事 業 年 度 の 特 別 法 人 事 業 税 額

収 入 割 額

所 得 割 額

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

( )前 事 業 年 度 の 事 業 税 額

( )

事 業 税

28

27

26

25

24

23

22

21

19

当期分の事業税額及び特別法人事業税額

予 定 申 告 税 額

資 本 割 額

付 加 価 値 割 額 0 0

20

41 の 金 額

42
6

×

43
6

×

6
44 ×

24
6

×

45
6

×

20 25232221

26 27

0 0

事

業

税

特

別

法

人 特 別 法 人 事 業 税 額

特別法人事業税額
この申告により納付すべき事業税額及び

前 事 業 年 度 の 事 業 税 額 ・ 特 別 法 人 事 業 税 額 の 明 細

29

4544

43

41

40

39

36

35

34

33

32

31

30

9 1 5 6 0 0 0

7 7 1 5 6 4 9 5 0

税 額課 税 標 準摘 要

収 入 割資 本 割

所 得 割

租税条約の実施に係る事業税額の控除額

収 入 金 額

収入金額総額収

入

割

資本金等の額

資

本

割

付 加価 値 額

所 得 金 額

所得金額総額所

得

割

合 計 事 業 税 額

42

仮 装 経 理 に 基 づ く 事 業 税 額 の 控 除 額

37

税率( )

30 363432

41

7 0 3 8 7 1 3 7

事 業 税 の 特 定 寄 附 金 税 額 控 除 額 38

37 38 39 －40納 付 す べ き 事 業 税 額

0 0

摘 要

46

51

50

49

税 額課 税 標 準

48

47

税率( )

48 5049

( )4746

0 0

合 計 特 別 法 人 事 業 税 額

仮装経理に基づく特別法人事業税額の控除額

納付すべき特別法人事業税額

備考

52

18

17

16

15

14

13

12

9

8

法 人 税 割 額

3 1 4 4 4 3 6 5

外 国 の 法 人 税 等
の 額 の 控 除 額

こ の 申 告 の 期 間

差 引 法 人 税 割 額
－171116 －

(電話 )
署 名
関 与 税 理 士

03-5330-6658

1 3 5 0 6 1 5 0

道府県民税の特定
寄附金税額控除額

10

税 割 額 の 控 除 額

11
税 額 控 除 超 過 額
相 当 額 の 加 算 額

通算親法人の事業年度

の期間

令和
令和

 4
 4

 4
 9

 1
30

・ ・
・ ・

令和  3 ・  4 ・  1
令和  4 ・  3 ・ 31

・ ・
・ ・

0 06 8 2

0 0

2

7

6

5

4

1

3

道 府 県 民 税

均

等

割

額

0 0

0 0

6

－ 32

＋ 64

( )18

×1

予 定 申 告 税 額
6

5

月

0 0

0 06 8 2

(

事

業

税)
(

特
別
法
人
事
業
税)
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予

定

申

告

■■第六号様式別表四の三／ [ 第六号様式別表四の三］メニュー 

▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

均等割額の計算に関する明細書

令和  4・ 4・ 1

令和  5・ 3・31
ＯＢＣ商事株式会社

4012

月

事務所、事業所又は寮等(事務所等)の従業者数の明細

従業者数の
していた月数 合計数
事務所等を有東京都内における主たる

事務所等の所在地

人

特別区内における従たる事務所等

名 称
合計数
従業者数の所 在 地

(外 箇所)
月数

1
人

千代田区

2 中 央 区

3 港 区

4 新 宿 区

5 文 京 区

6 台 東 区

7 墨 田 区

8 江 東 区

9 品 川 区

10 目 黒 区

11 大 田 区

12 世田谷区

13 渋 谷 区

14 中 野 区

15 杉 並 区

16 豊 島 区

17 北 区

18 荒 川 区

19 板 橋 区

20 練 馬 区

21 足 立 区

22 葛 飾 区

23 江戸川区

(主たる事務所等の従業者数の合計数を含む。)

合 計

4 0

廃

止

異 動 の

設

置

年 月 日区 分
異 動

所 在 地名 称

旧の主
たる事
務所等 月)(

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

均 等 割 額 の 計 算

区 分
税 率

(年 額)
(ア)

区
数

月
数

主たる
事務所
等所在

の
特別区

事務所等の

従業者数

50人超 ①

事務所等の

従業者数

50人以下②

従たる
事務所
等所在

の
特別区

事務所等の

従業者数

50人超 ③

事務所等の

50人以下④

従業者数

1 6 0 0 0 0

1 2

特
別
区
の
み
に
事
務
所
等
を
有
す
る
場
合

税額計算

4 0 0 0 0 0

円

5 3 0 0 0 0

2 9 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

円

0 0
月

2 9 0 0 0 0

備

考

特
別
区
（
市
町
村
分
）

50人超

道 府 県 分

事務所等の

従業者数

50人以下

⑥

⑦

⑤

従業者数

事務所等の

特
別
区
と
市
町
村
に
事
務
所
等
を
有
す
る
場
合

⑧①＋②＋③＋④ 又は ⑤＋⑥＋⑦

納 付 す べ き 均 等 割 額

1 6 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0

1 3 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

2 9 0 0 0 0

市町村の存する区域

務所等

内における従たる事

(外 箇所)
名 称 所 在 地

第
六
号
様
式
別
表
四
の
三

(

提
出
用)
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申
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100

この申告が修正申告である場合は既に納付の確定した当期分の法人税割額

摘 要 税 額

×予定申告税額 ①
6

0 0

①

0 0

0 0

0 0

均

等

割

額

⑤

②

③

④

⑦この申告により納付すべき市町村民税額 ④＋⑥

算定期間中において事務所等を有していた月数

⑥
12

⑤
円 ×

この申告により納付すべき法人税割額 ②－③

0 08 0 0

0 08 0 0

月6

前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額 （⑲の金額）

人

名古屋市中区錦1丁目16番7号NORE伏見ビル7F 2 5

名 称

合 計

事務所、事業所又は寮等の所在地

当該市町村内に所在する事務所、事業所又は寮等

名古屋支店

用いる従業者数

2 5⑧

前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額の明細

(特別控除取戻税額等又は個別帰属
特別控除取戻税額等)

⑨

⑩

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

1 3 5 0 6 1 5 0

3 1 4 4 4 3 6 5

⑪

⑬

⑫

こ の 申 告 の 期 間
令和
令和 ・ ・  1

・ 30 9

 4
・ 4

 4

令和
令和 ・ ・  1

・ 31 3

 4
・ 4

 3

・ ・
・・

人

0 08 0 0中区 2 56

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

区 名 ※ 均等割額

(電話 )03-5330-6658関与税理士署名

年 月 日

申告年月日法 人 番 号受 付 印

名古屋市長

令和 年 月 日 5 19 5

整 理 番 号 管 理 番 号

殿

1 5 0 0 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0 0 0

事業種目

前期末現在の資本金の額

又 は 出 資 金 の 額

前 期 末 現 在 の

資 本 金 等 の 額

電気機器の開発・販売

1 5 0 0 0 0 0 0 0

資本準備金の額の合算額

代 表 者

氏 名

やまぐち かずお

池田 義男山口 和夫

いけだ よしお

愛知県名古屋市中区錦1丁目16番7号NORE伏見ビル7F

ＯＢＣ商事株式会社

所在地

052-5813-1584

法人名

)(電話

東京都新宿区西新宿６丁目８番１号住友不動産新宿オークタワー

ＯＢＣしょうじかぶしきがいしゃ

第
二
十
号
の
三
様
式

(

提
出
用)

4 申告書日までの3 1314 予 定5 事業年度分又は
連結事業年度分

※の市町村民税の

■■第二十号の三様式／ [ 第二十号の三様式］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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■■第二十号様式別表四の三／ [ 第二十号様式別表四の三］メニュー 
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0 09 1 8 4

区 名 区内の主たる事務所等所在地 均等割額
月

数

※

区
コ
ー
ド

1 1 2横浜市鶴見区鶴見区 3

人

2 1 2横浜市神奈川区神奈川区 1

3 1 2横浜市西区西区 2

4 1 2横浜市中区中区 3

5 1 2横浜市南区南区 1

6 1 2横浜市保土ケ谷区保土ケ谷区 2

7 1 2横浜市磯子区磯子区 3

8 1 2横浜市金沢区金沢区 1

9 1 2横浜市港北区港北区 2

10 1 2横浜市戸塚区戸塚区 2

11 1 2横浜市港南区港南区 1

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

1 7 4 4 0 0

千 円

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

1 7 4 4 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計

連結事業年度

事業年度又は 令和

3 13

4

5

4 日から

月年令和

年

日まで

月 1

法 人 番 号

※

処

事

理

項

整 理 番 号 管 理 番 号区分事務所

ＯＢＣ商事株式会社

法

人

名

均 等 割 額 の 計 算 に 関 す る 明 細 書

第
二
十
号
様
式
別
表
四
の
三

(

提
出
用)
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102 103

事業年度: 令和  4年 4月 1日から 令和  5年 3月31日まで

ＯＢＣ商事株式会社

印刷日付: 令和 4年 5月24日

納 付 税 額 一 覧 表

申告区分: 確定

[ 備 考 欄 ]

税 目

法 人 税

事 業 税 等 の 計

特別法人事業税

事 業 税

事 業 税 等 の 計
道 府 県 民 税 と

市 町 村 民 税

申 告 納 付 額 見 込 納 付 額 差 引 納 付 額 翌期予定納付額

所 得 割 額

法人税割額

法人税割額

均 等 割 額

11,262,10023,045,500

11,262,10023,045,50023,045,5003,435,400

336,000672,000

197,800588,300588,300

1,260,3001,260,300

672,000

年 税 額

道 府 県 民 税

1,260,300

7,415,20014,977,80014,977,800 14,977,800

479,600均 等 割 額 959,500

385,300385,300

1,344,800

533,800

26,480,900

3,435,400 23,045,500

1,344,800

121,500243,600243,600

5,853,10011,707,00011,707,00011,707,000

253,800508,200508,200

(所得税控除等)

5,717,8005,717,8003,435,400 2,937,200

243,600

120,400

600,000

508,200

959,500

消 費 税 等

事 業 所 税

6,815,20013,633,000

586,8001,174,200

6,228,40012,458,80012,458,800

資 本 割 額

内

訳

小 計

13,633,000

1,174,200

内

訳

内

訳

12,458,800

1,174,200

合 計

26,480,900

3,313,1006,807,400

1,344,800

法 人 税 等 の 計

13,633,000

6,807,4003,435,40010,242,800

地 方 法 人 税 1,089,600 1,089,600 375,9001,089,600

9,153,200

180,924

3,183,375

■■納付税額一覧表／ [ 納付税額一覧表］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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事業年度: 令和  4年 4月 1日から 令和  5年 3月31日まで

ＯＢＣ商事株式会社

印刷日付: 令和 4年 5月24日

PAGE: 1

道府県民税・事業税内訳明細表

申告区分: 確定

提 出 先 ・ 内 訳 年 税 額 申 告 納 付 額 見 込 納 付 額 差 引 納 付 額 翌期予定納付額

事 業 税

事 業 税 等 の 計

特別法人事業税

3,460,200

61,900

2,974,600

132,300

291,400

3,168,800

資 本 割 額

581,500

内

訳

95,200291,500

581,500 581,500 240,200

30,90061,90061,900

1,487,2002,974,6002,974,600

66,100132,300132,300内

訳

均 等 割 額

【東京都】

法人税割額

所 得 割 額

1,970,0004,041,7004,041,7004,041,700

145,000290,000290,000

291,500

1,729,8003,460,2003,460,200

145,600291,400291,400

1,584,2003,168,8003,168,800

小 計

道 府 県 民 税

事 業 税

事 業 税 等 の 計

特別法人事業税

2,995,300

53,600

2,575,000

114,500

252,200

2,743,100

資 本 割 額

292,700

内

訳

8,80032,700

292,700 292,700 138,800

26,70053,60053,600

1,287,4002,575,0002,575,000

57,200114,500114,500内

訳

均 等 割 額

【大阪府】

法人税割額

所 得 割 額

1,636,1003,288,0003,288,0003,288,000

130,000260,000260,000

32,700

1,497,3002,995,3002,995,300

126,000252,200252,200

1,371,3002,743,1002,743,100

小 計

道 府 県 民 税

事 業 税

事 業 税 等 の 計

特別法人事業税

2,603,400

46,300

2,225,100

105,800

226,200

2,377,200

資 本 割 額

160,200

内

訳

6,30023,700

160,200 160,200 74,500

23,10046,30046,300

1,112,5002,225,1002,225,100

52,800105,800105,800内

訳

均 等 割 額

【愛知県】

法人税割額

所 得 割 額

1,376,0002,763,6002,763,6002,763,600

68,200136,500136,500

23,700

1,301,5002,603,4002,603,400

113,100226,200226,200

1,188,4002,377,2002,377,200

小 計

道 府 県 民 税

■■道府県民税・事業税内訳明細表／ [ 地方税内訳明細表］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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事業年度: 令和  5年 3月31日まで令和  4年 4月 1日から

印刷日付: 令和 4年 5月24日

市町村民税内訳明細表

ＯＢＣ商事株式会社 PAGE: 1

申告区分: 確定

提 出 先 ・ 内 訳 翌期予定納付額差 引 納 付 額見 込 納 付 額申 告 納 付 額年 税 額

小 計

法人税割額

均 等 割 額

【大阪府大阪市】

348,900 348,900 143,500

160,000 80,000

63,500188,900188,900

160,000

348,900

内

訳

小 計

法人税割額

均 等 割 額

【愛知県名古屋市】

315,800 315,800 132,400

160,000 80,000

52,400155,800155,800

160,000

315,800

内

訳

小 計

法人税割額

均 等 割 額

【広島県広島市】

272,400 272,400 117,800

160,000 80,000

37,800112,400112,400

160,000

272,400

内

訳

小 計

法人税割額

均 等 割 額

【福岡県福岡市】

323,200 323,200 140,100

192,000 96,000

44,100131,200131,200

192,000

323,200

内

訳

合 計
1,260,300 1,260,300 1,260,300 533,800

■■市町村民税内訳明細表／ [ 地方税内訳明細表］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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事業年度: 令和  4年 4月 1日から 令和  5年 3月31日まで

印刷日付: 令和 4年 5月24日

ＯＢＣ商事株式会社

繰入超過額・不足額一覧表

申告区分: 確定

区 分

160,000 84,000 76,000

300,000950,000

516,666 553,334

133,333

10,031,830 34,083,825 △24,051,995

7,045,91643,606,08450,652,000

△36,304,83041,554,830

特 別 償 却 準 備 金

一 括 償 却 資 産 償 却 額

繰 延 資 産 償 却 額

減 価 償 却 額

差 引 額限 度 額繰 入 額

返 品 調 整 引 当 金

133,333

5,250,000貸 倒 引 当 金

1,070,000

1,250,000

繰 延 消 費 税 額 等

■■繰入超過額・不足額一覧表／ [ 繰入超過額・不足額一覧表］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：横
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申 告 情 報 登 録

印刷日付: 令和 4年 5月24日

ＯＢＣ商事株式会社

事業年度: 令和  4年 4月 1日から 令和  5年 3月31日まで

申告区分: 確定

事業種目

事業区分

基本設定

資本金等の額

資本準備金の額

資本金の額

【基本情報】

関与税理士設定

【所轄税務署情報】

税務署等設定

【旧納税地情報】

旧法人名

旧納税地

税務署名

税務署コード

税務署処理欄

整理番号

01143

新宿税務署

12345678

所轄

業種目

概況書

要否

別表等

150,000,000

0

150,000,000

電気機器の開発・販売

0 非製造業

【関与税理士情報】

申告書の作成や審査 1 税理士に作成を依頼する

事務所名

税理士名 飯島 邦博

飯島税理士事務所

【税理士添付書面情報】

税理士法第30条の書面

税理士法第33条の2の書面

1

1 第1項を提出する

電話番号 03-5330-6658

事務所所在地 東京都新宿区西落合１－２－１

金融機関区分

金融機関名

支店名

預金種目

口座番号

郵便局名等

貯金記号番号

0 銀行等

0 普通預金

【還付金融機関情報】

【提出情報】

事業概況書

損益計算書

貸借対照表

組織再編成に係る移転資産等の明細書

勘定科目内訳明細書

組織再編成に係る契約書等の写し

株主資本等変動計算書又は損益金処分表

添付書類

産業用電気機械器具製造業業種番号

上記以外の資本金等の額 0

電子申告設定

【電子申告設定】

付与署名数 ２以上

外形標準課税区分

青白区分

0 該当しない

1

0

該当する

青色申告

特別控除の中小企業者区分

適用除外事業者区分 0 該当しない

経理責任者カナ

経理責任者

ｲｹﾀﾞ ﾖｼｵ

池田 義男

法人区分 0

社団財団区分 0 該当しない

大法人の100％子法人区分

■■申告情報登録データ／ [ 申告情報登録 ]-[ 申告情報登録］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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印刷日付: 令和 4年 5月24日

PAGE: 1

事 業 所 リ ス ト

ＯＢＣ商事株式会社

事業年度: 令和  4年 4月 1日から 令和  5年 3月31日まで

申告区分: 確定

コード

事業所区分

事業所名

所在地

電話番号

異動区分

事業月数

事業期間 従業者数
【住民税】

均等割人数

【事業税】

従業者数

分割基準

東京本社

（本店）

0 事業所:

東京都

03-3342-1880

〒

::13 新宿区

40

40 人

40 人 12

40 人

ヵ所

1

存続0 :

大阪営業所

0 事業所:

大阪府

06-6347-7736

〒

梅田２－６－20ｽﾉｰｸﾘｽﾀﾙﾋﾞﾙ９Ｆ

::27 大阪市北区

31

31 人

31 人 12

31 人

ヵ所

2

存続0 :

名古屋支店

0 事業所:

愛知県

052-5813-1584

〒

錦1丁目16番7号NORE伏見ビル7F

::23 名古屋市中区

25

25 人

25 人 12

25 人

ヵ所

3

存続0 :

広島営業所

0 事業所:

広島県

082-544-2430

〒

立町2-27NBF広島立町ビル4F

::34 広島市中区

18

18 人

18 人 12

18 人

ヵ所

4

存続0 :

福岡営業所

0 事業所:

福岡県

092-413-1271

〒

博多駅前1-4-4JPR博多ビル7F

::40 福岡市博多区

21

21 人

21 人 12

21 人

ヵ所

5

存続0 :

計
135

人

人

135 135 人

ヵ所60135 人

■■事業所リスト／ [ 事業所登録 ]-[ 事業所登録【国内】］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦
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■■国外事業所リスト／ [ 事業所登録 ]-[ 事業所登録【国外】］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

コード

国外事業所名
国名又は地域名 所在地 主たる事業

001

中国支店
中華人民共和国 製造業

中国北京市東城区東四東四四条20号

1

国 外 事 業 所 リ ス ト

ＯＢＣ商事株式会社

印刷日付: 令和 4年 5月24日

PAGE: 1

事業年度: 令和  4年 4月 1日から 令和  5年 3月31日まで

申告区分: 確定
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法人住民税・事業税申告書  在中

０６０－８５８８

北海道札幌市中央区北３条西６－１

札幌中央道税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

９８０－８５７０

宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

宮城県仙台中央県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

３２０－８５０１

栃木県宇都宮市塙田１－１－２０

栃木県宇都宮県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

３３０－９３０１

埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１

埼玉県上尾県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

２６０－８６６７

千葉県千葉市中央区市場町１－１

千葉西県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

１６３－８００１

東京都新宿区西新宿２丁目８－１

新宿都税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

２３１－８５８８

神奈川県横浜市中区日本大通１

横浜県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

４６０－８５０１

愛知県名古屋市中区三の丸３－１－２

名古屋東部県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

５４０－８５７０

大阪府大阪市中央区大手前２丁目１－２２

中央府税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

７３０－８５１１

広島県広島市中区基町１０－５２

広島県西部県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

８１２－８５７７

福岡県福岡市博多区東公園７－７

福岡県博多県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

８８０－８５０１

宮崎県宮崎市橘通東２－１０－１

宮崎県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

１６３－８００１

東京都新宿区西新宿２丁目８－１

新宿都税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

５４０－８５７０

大阪府大阪市中央区大手前２丁目１－２２

中央府税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

４６０－８５０１

愛知県名古屋市中区三の丸３－１－２

名古屋東部県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

７３０－８５１１

広島県広島市中区基町１０－５２

広島県西部県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

８１２－８５７７

福岡県福岡市博多区東公園７－７

福岡県博多県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

０６０－８５８８

北海道札幌市中央区北３条西６－１

札幌中央道税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

２６０－８６６７

千葉県千葉市中央区市場町１－１

千葉西県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

２３１－８５８８

神奈川県横浜市中区日本大通１

横浜県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

８８０－８５０１

宮崎県宮崎市橘通東２－１０－１

宮崎県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

９８０－８５７０

宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

宮城県仙台中央県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

３２０－８５０１

栃木県宇都宮市塙田１－１－２０

栃木県宇都宮県税事務所 御中

法人住民税・事業税申告書  在中

３３０－９３０１

埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１

埼玉県上尾県税事務所 御中

法人住民税申告書  在中

５３０－８２０１

大阪府大阪市北区中之島１－３－
２０

大阪市役所 御中

法人住民税申告書  在中

４６０－８５０８

愛知県名古屋市中区三の丸３－１－
１

名古屋市役所 御中

法人住民税申告書  在中

７３０－８５８６

広島県広島市中区国泰寺町１－６－
３４

広島市役所 御中

法人住民税申告書  在中

８０３－８５０１

福岡県北九州市小倉北区城内１－１

福岡市役所 御中

法人住民税申告書  在中

０６０－８６１１

北海道札幌市中央区北１条西２丁目

札幌市役所 御中

法人住民税申告書  在中

２６０－８７２２

千葉県千葉市中央区千葉港１－１

千葉市役所 御中

法人住民税申告書  在中

２３１－００１７

神奈川県横浜市中区港町１－１

横浜市役所 御中

法人住民税申告書  在中

８８０－８５０５

宮崎県宮崎市橘通西１－１－１

宮崎市役所 御中

法人住民税申告書  在中

９８０－８６７１

宮城県仙台市青葉区国分町３－７－１

仙台市役所 御中

法人住民税申告書  在中

３２０－８５４０

栃木県宇都宮市旭１－１－５

宇都宮市役所 御中

法人住民税申告書  在中

３６２－８５０１

埼玉県上尾市本町３－１－１

上尾市役所 御中

■■単票タックシール（2 連用）／ [ 宛名ラベル作成］メニュー 
▼▼用紙サイズ：Ａ４　印刷の向き：縦

■■単票タックシール（4 連用）／ [ 宛名ラベル作成］メニュー 

▼▼用紙サイズ：Ｂ４　印刷の向き：横




